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第１章  総  説 

1-1  富山市の沿革 

富山市は、標高 3,000ｍ級の北アルプス立山連峰を望み、「海の幸の宝庫」富山湾に面する水と緑に

恵まれた自然豊かな都市です。有史以来、北陸道の要衝の地であり、肥沃な農地を有する穀倉地帯であ

ることから、しばしば戦乱の舞台にもなりました。 

戦国時代には、「さらさら越え」で知られる佐々成政がこの地を治め、当時行った治水事業が地域発

展の礎になりました。寛永 17年(西暦 1640年)、前田利次公が富山十万石の初代藩主として富山城に入

城以来、河川を利用した交易を奨励し、新田開発や漁業をはじめ、製薬・売薬業などにも力を注ぎ、13

代続く富山藩の城下町として栄えました。 

明治維新後、明治 22年 4月には県内初となる市制を施行しました。当時 5万 7千人余だった人口は

隣接する町村を編入しながら拡大し、昭和 20年には人口 16万 8千人を数えるまでになり、県庁所在地

として、また工業の盛んな北陸有数の都市として成長・発展を続けてきました。 

しかし、昭和 20 年 8 月の空襲により市街地は壊滅的な被害を受けました。戦後、富山駅を中心とし

た近代的な都市計画を推進するとともに、復興に向けた市民の不断の努力によって、重化学工業や機械

工業などを中心とする産業経済の進展により日本海側有数の商工業都市として発展してきました。 

平成 8年には旧富山市が中核市に移行し、同 17年 4月には近隣 7市町村(富山市・大沢野町・大山町・

八尾町・婦中町・山田村・細入村)が合併して市域面積 1,241.70 k㎡、人口 41万人余の新しい富山市

が誕生しました。 

本市では、これまで、将来の世代に責任が持てる持続可能な都市を構築するため、「公共交通を軸と

した拠点集中型のコンパクトなまちづくり」を重要な政策に据え、都市の総合力を向上させる様々な施

策に取り組み、誰からも「選ばれるまち」を目指してまいりました。 

近年、本格的な人口減少や少子・超高齢社会の急速な進行、情報通信技術のめまぐるしい発達など、

まちづくりにおける環境は大きく変化しています。今後、本市では、これまで推進してきたコンパクト

シティ政策のさらなる深化を図るとともにＩＣＴ等の技術を利用したスマートシティを構築し、誰もが

生きがいと幸福を感じながら明るい未来を展望できる都市の実現を目指していきます。 

こうした取り組みの一環として、市内７か所ある保健福祉センターを拠点に、乳幼児期から高齢期に

至るまで、生涯にわたる一貫した切れ目のない支援体制の構築を進めています。また、市民一人一人に

は、令和 6年 3月に策定した生活の質の向上や健康寿命の延伸を目指す「富山市健康プラン 21」（第 3

次）に基づき、生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底等を重点課題として取り組んでいます。 

誰もがより長く元気に暮らしていくための基盤として、健康の重要性は増々高まってきています。今

後も「健康寿命の延伸」を基本目標に定め、個人の行動と健康状態の改善をはじめ社会環境の質の向上

やライフコースアプローチを踏まえた健康づくりなどに取り組みながら、「すべての市民が健やかで心

豊かに生活できる活力あるまち」の実現に努めてまいります。 

－ 1 －



1-2  富山市の地図
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1-3  富山市の年齢別・性別人口

1-3-1　年齢別・性別人口　(富山市）

年齢 男 女 計 男 女 計 男 女 計 年齢 男 女 計

《 0 ～ 4 》 6,738 6,409 13,147 6,428 6,232 12,660 6,220 5,972 12,192 【 0～ 14】 23,266 22,232 45,498

《 5 ～ 9 》 7,924 7,641 15,565 7,763 7,399 15,162 7,493 7,205 14,698 【15～64】 122,004 114,815 236,819

《10～14》 8,604 8,182 16,786 8,436 8,033 16,469 8,278 8,046 16,324 【 65 ～ 】 52,221 70,332 122,553

《15～19》 9,223 8,840 18,063 9,094 8,702 17,796 9,108 8,521 17,629 【 合 計 】 197,491 207,379 404,870

《20～24》 10,677 9,310 19,987 10,662 9,326 19,988 10,524 9,251 19,775

《25～29》 10,806 9,354 20,160 10,751 9,392 20,143 10,895 9,537 20,432

《30～34》 10,339 9,177 19,516 10,437 9,188 19,625 10,493 9,243 19,736 年齢 男 女 計

《35～39》 11,283 10,512 21,795 10,901 10,115 21,016 10,800 9,701 20,501 【 0～ 14】 22,627 21,664 44,291

《40～44》 12,401 11,632 24,033 12,282 11,403 23,685 12,106 11,358 23,464 【15～64】 121,663 114,243 235,906

《45～49》 15,465 14,567 30,032 14,749 13,793 28,542 13,967 13,038 27,005 【 65 ～ 】 52,109 70,031 122,140

《50～54》 16,731 16,073 32,804 17,005 16,470 33,475 17,056 16,433 33,489 【 合 計 】 196,399 205,938 402,337

《55～59》 13,329 13,364 26,693 13,815 13,609 27,424 14,544 14,120 28,664

《60～64》 11,750 11,986 23,736 11,967 12,245 24,212 12,144 12,371 24,515

《65～69》 11,258 12,141 23,399 11,077 11,869 22,946 10,931 11,758 22,689 年齢 男 女 計

《70～74》 13,158 14,923 28,081 12,274 13,799 26,073 11,701 13,124 24,825 【 0～ 14】 21,991 21,223 43,214

《75～79》 12,292 15,135 27,427 12,911 15,828 28,739 13,597 16,795 30,392 【15～64】 121,637 113,573 235,210

《80～84》 8,638 12,292 20,930 8,828 12,673 21,501 8,332 12,036 20,368 【 65 ～ 】 51,896 69,944 121,840

《85～89》 4,577 8,372 12,949 4,722 8,367 13,089 4,883 8,410 13,293 【 合 計 】 195,524 204,740 400,264

《90～94》 1,837 5,349 7,186 1,835 5,327 7,162 1,989 5,580 7,569

《95～99》 423 1,811 2,234 429 1,839 2,268 428 1,877 2,305

《 100 ～ 》 38 309 347 33 329 362 35 364 399

【 合 計 】 197,491 207,379 404,870 196,399 205,938 402,337 195,524 204,740 400,264

(資料：令和8年3月31日現在　住民基本台帳人口）

1-3-2　人口ピラミッド （資料：令和8年3月31日現在　住民基本台帳人口）
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1-4　保健所及び関係組織、主な分掌事務
令和８年４月１日現在

 　

児童発達支援係 （分掌事務は省略）

こども家庭部

こども健康課 母子保健係 妊産婦・乳幼児健康診査および訪問指導、
不妊治療費等助成、すこやか子育て支援、
切れ目ない子育て支援体制構築等

児童相談係 （分掌事務は省略）

環境検査係 大気や河川等の環境衛生検査等

保健福祉センター
（市内7か所）

母子保健係
健康診査等の実施、健康教育、健康相談、
訪問指導、栄養指導等

成人保健・
福祉相談係

がん検診等の実施、健康教育、健康相談、
訪問指導、栄養指導、福祉相談等

生活衛生課 衛生指導係
食品衛生・生活衛生施設等の許認可、監
視・指導、浄化槽等

監視係
食品衛生・乳肉衛生等の監視・指導、狂犬
病予防、動物愛護等

衛生検査係 食品衛生検査、臨床検査等

健康係
成人保健、がん検診、健康づくり、歯科保
健、栄養改善、訪問指導等

保健予防課 結核・感染症係
感染症対策、結核対策、予防接種、小児慢
性特定疾病、特定疾病等

保健係 精神保健福祉対策、自殺予防対策等

福 祉 保 健 部

保 健 所

地域健康課 管理係
文書、予算、庁舎管理、保健所運営協議会
等

医務係
医療施設、医療従事者免許、薬事・毒劇、
保健統計、献血等
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1-5 施 設 概 要                

令和８年４月１日現在 

施設名 住所及び電話 位置図 

富山市保健所 

南保健福祉センター 

 

〒939-8588 

富山市蜷川４５９番地１ 

保健所 TEL  (076)428-1155 (代) 

FAX  (076)428-1150 

南保健福祉センター 

    TEL (076)428-1156 
 

中央保健福祉センター 

 

 

 

〒930-0065 

富山市星井町二丁目７番３０号 

TEL  (076)422-1172 

FAX  (076)420-3003 

 

北保健福祉センター 〒931-8353 

富山市岩瀬文化町２３番地２ 

TEL  (076)426-0050 

FAX  (076)426-9210 

 

 

大沢野保健福祉センター 〒939-2293 

富山市高内３６５番地 

TEL  (076)467-5812 

FAX  (076)467-2941 

 

大山保健福祉センター 〒930-1392 

富山市上滝５６７番地 

TEL  (076)483-1727 

FAX  (076)483-3081 

 

八尾保健福祉センター 

 

 

 

 

〒939-2398 

富山市八尾町福島２００番地 

TEL  (076)455-2474 

FAX  (076)455-2491 

 

 

西保健福祉センター 

 

 

〒939-2603 

富山市婦中町羽根１１０５番地７ 

TEL  (076)469-0770 

FAX  (076)469-0772 

 

 

こども健康課 〒930-8510 

富山市新桜町７番３８号 

市役所本庁舎西館３階 

TEL (076)443-2248（母子保健係） 

FAX (076)443-2169 

略 

 

八尾保健福祉センター 

 

西保健福祉センター 

a

a 
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1-6 富山市保健所施設詳細 

 

施設 本館（地域健康課、保健予防課） 別館（検査棟・生活衛生課） 

竣工式 平成９年３月２６日 平成２１年１月８日 

構造 鉄筋コンクリート造２階建 鉄筋コンクリート造３階建 

建物延床面積 

３，３２８．８㎡ ２，６９８．１３㎡ 

計 ６，０２６．９３㎡ 

総事業費 

１，２９２，８５６千

円  

 （平成７年、平成８年） 

９５６，５５０千円 

（平成１９年、平成２０年） 

土地面積 計 ９，７９７．２０㎡ 
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1-7 職 員 数                     

                              

令和８年４月１日現在 

所属名 正規職員の内訳（再任用含む） 職員数 
会計年度任用
職員の内訳  

会計年度任用
職員数 

保健所 
理事（保健所長）１ 

参事（保健所次長）２ 

１ 

２ 

  

地域健康課  

 

管理係 

医務係 

 

健康係 

課長１、主幹５（うち兼務２） 

課長代理１、副主幹１ 

副主幹（係長）１、主事３ 

副主幹（係長）１、主査２ 

主査（再任用）１ 

係長１、主査１、保健師４  

２２ 

（兼務 2） 

薬剤師１ 

一般事務７ 

歯科衛生士１ 

栄養士１ 

１０ 

保健予防課  

結核･感染

症係 

保健係 

課長１、主幹１、主幹（課長代理）１ 

副主幹１ 

係長１、主査３、主任１、 

主任保健師１、保健師３、主事１ 

係長１、主査３、 

主任１、保健師２、主事６ 

２７ 看護師２ 

一般事務７ 

精神保健福祉士

１ 

１０ 

 

 

 

生活衛生課  

 

衛生指導係 

 

監視係 

 

衛生検査係 

環境検査係 

課長１、主幹４、 

主幹（課長代理・係長）１、副主幹１ 

副主幹（係長）１、主査１、主任栄養士１、

栄養士１ 

主幹（課長代理・係長※再掲）１、主査２、

主任薬剤師１、技師１、栄養士２ 

副主幹（係長）１、主査４、主任技師１ 

副主幹（係長）１、主査２、主任１ 

２７ 薬剤師１ 

臨床検査技師２  

狂犬病予防技術員３  

一般事務２  

栄養士１ 

９ 

 

 

 

 

 

     

※参考      

所属名 正規職員の内訳（再任用含む） 職員数 
会計年度任用
職員の内訳  

会計年度任用
職員数 

こども健康課 

 

 

 

 

 

母子保健係 

児童相談係 

児童発達支

援係 

課長１、主幹１、主幹（課長代理）１ 

係長１、主査１、主任保健師３、保健師２ 

係長１、主査３、主任２、主事１ 

副主幹（係長）１、主査１、主任１、主事

３ 

 

２３ 一般事務６ 

看護師１ 

保健師１ 

相談員１ 

 

９ 
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所属名 正規職員の内訳（再任用含む） 職員数 
会計年度任用 
職員の内訳  

会計年度任用
職員数 

中央 

保健福祉 

センター 

 

母子保健係 

成人保健・

福祉相談係 

所長１、所長代理 1 

係長１、主査３、主任保健師 1、保健師３ 

副主幹（係長）１、主査２、主任保健師２

保健師４ 

１９ 保健師３ 

看護師２ 

 

 

５ 

南 

保健福祉 

センター 

 

母子保健係 

成人保健・

福祉相談係 

所長１、主幹１、主幹（所長代理）１ 

副主幹（係長）１、主査２、保健師２ 

副主幹（係長）１、主査１、保健師３ 

 

１３ 一般事務１ 

看護師３ 

 

 

４ 

北 

保健福祉 

センター 

 

母子保健係 

成人保健・

福祉相談係 

所長１、所長代理（係長）１、副主幹１ 

係長１、主査１、保健師２ 

所長代理（係長※再掲）１、主査２、保健

師２ 

 

１１ 一般事務１ 

保健師２ 

看護師１ 

４ 

大沢野 

保健福祉 

センター 

 

 

母子保健係 

成人保健・

福祉相談係 

所長１ 、主幹（所長代理・係長）１ 

副主幹１ 

主幹（所長代理・係長※再掲）１ 

副主幹（係長）１、主査１、保健師１ 

６ 一般事務１ 

看護師１ 

 

２ 

大山 

保健福祉 

センター 

 

母子保健係 

 

成人保健・

福祉相談係 

所長１、所長代理（係長）１ 

所長代理（係長 ※再掲）１、主査 1、 

保健師１ 

係長１、主査１ 

 

６ 看護師１ 

 

１ 

八尾 

保健福祉 

センター 

 

母子保健係 

 

成人保健・

福祉相談係 

所長１、主幹（所長代理・係長）１ 

主幹（所長代理・係長 ※再掲）１ 

主査１、保健師１ 

係長１、主査１、栄養士１、保健師１ 

８ 

 

一般事務１ 

保健師１ 

２ 

西 

保健福祉 

センター 

 

母子保健係 

成人保健・

福祉相談係 

所長１、所長代理１、副主幹２ 

係長１、主任保健師２、保健師２ 

副主幹（係長）１、主査１、保健師２ 

１３ 保健師１ 

看護師３ 

一般事務２ 

 

６ 



1-8  保健所の沿革 

 

年       月 主 な 保 健 事 業 体             制 備        考 

昭和１９年１０月  

 

 

 

 

 

・県富山保健所を富山旧城址に設置 

（元電気局建物） 

簡易保険、健康相談所、健康相談所の業務
を吸収 

管内 

富山市、上新川
郡、婦負郡の一部 

（1市 5町 14村） 

44,498世帯 

230,226 人  

昭和２０年 ８ 月  ・戦災により、県富山保健所庁舎喪失県庁

へ移転 

 

昭和２１年 ・国民健康保険組合に保健婦が配置され、結核、

母子を中心とした保健活動開始 

 ・国民健康保険組

合に保健婦補助
金交付制度発足 

昭和２３年 ・母子手帳交付   

昭和２３年 ７ 月  ・富山市大手町に、県富山保健所庁舎竣工 ・予防接種法及び

予防接種法施行

令の施行 

・予防接種法施行
規則の施行 

昭和２３年 ８ 月  ・県富山保健所が、標準保健所に指定され

る。 

（総務課、衛生課、普及課、予防課を設置） 

 

昭和２４年 ・第 1 回赤ちゃんコンクール実施   

昭和２６年 ３ 月 

 

  ・結核予防法の施

行 

・予防接種法より
結核の規定を削

除 

昭和２７年 ５ 月  ・県富山保健所、庶務課、衛生課を設置  

昭和３１年１０月 

 

 ・富山市保険課で保健事業、衛生課で衛生

事業を行う。 

・国民健康保険組

合が市役所へ移
管 

昭和３３年 ９月   ・予防接種実施規

則の施行 

昭和３５年 ・巡回乳幼児健康診査、健康相談開始   

昭和３６年 ３ 月 ・ポリオ定期予防接種開始   

昭和３８年 ・巡回循環器集団検診開始 

・老人健康診査開始 

・保健活動専属医師１名採用（～昭和４６年） 

  

昭和３８年 ８ 月   ・老人福祉法施行 

昭和４０年１０月  ・県富山保健所、総務課、衛生課、予防課

を設置 

 

昭和４２年 ７ 月  ・富山市保険課から保健業務が分離し、公

会堂別館に保健指導室開設。庶務係、保健
指導係を設置 

 

昭和４２年１１月  ・県富山保健所と精神衛生センターとの合

同庁舎着工 

（延床面積 ２，２７１．５５㎡） 

 

昭和４３年 ４ 月 ・子宮がん集団検診開始   

昭和４５年 ・母親教室開始 

 

・保健指導室が、丸の内（旧中央保健福祉

センター地）に移転 
 

昭和４６年 ４ 月  ・県富山保健所、総務課、衛生課、予防課、

検査課を設置 
 

昭和４７年 ４ 月  ・衛生課と保健指導室が改組され、保健衛

生課に保健指導係を設置 
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年       月 主 な 保 健 事 業 体             制 備        考 

昭和４８年 ４ 月 

 

 

・乳がん集団検診開始 

・４か月児健康診査開始 

・救急医療センター開始 

  

昭和４９年 ８ 月 

 

・百日ぜき・ジフテリア・破傷風（三種混合）予

防接種開始（集団接種） 

  

昭和５０年１２月 ・痘そう予防接種（１２月で終了）   

昭和５１年 ３ 月 ・富山市食生活改善推進連絡協議会設立   

昭和５１年 ４ 月 ・赤ちゃん教室・幼児教室開始   

昭和５２年 ３ 月 

 

  ・「健康都市宣言」

を採択 

昭和５２年 ７月 

 

  ・予防接種施行令

の一部改正 

昭和５３年 １ 月 ・風しん予防接種開始（中学校３年生女子）   

昭和５３年 ２ 月  ・富山市母子健康センター及び富山市救急

医療センター竣工 

（延床面積 １，５２６．９６㎡） 

（旧中央保健福祉センター） 

 

昭和５３年 ４ 月 

 

 

 

 

・婦人の健康づくり事業開始 ・国保保健婦から市町村保健婦へ身分移管 ・国民の健康づく

り地方推進事業
及び婦人の健康
づくり推進事業

等について局長
通知 

昭和５４年 １ 月 ・麻しん予防接種開始（個別接種）   

昭和５４年 ４ 月 ・１歳６か月児健康診査開始   

昭和５５年 ４ 月 ・子宮がん医療機関検診開始   

昭和５６年 ４ 月 ・早期療育事業・母乳育児啓発事業開始   

昭和５７年 ４ 月 ・遊戯教室開始（平成１７年度で終了）   

昭和５８年 ２ 月   ・老人保健法施行 

昭和５８年 ４ 月 ・巡回循環器集団検診から医療機関委託による基

本健康診査（４０歳以上）に移行 

・健康手帳の交付、各種健康教育、健康相談及び

各種健康診査を実施 

・寝たきり老人訪問指導事業開始 

・県合同庁舎より精神衛生センター移転  

昭和５９年 ４ 月 ・健康増進事業開始 

・健康づくり対策室会議開始 

・地域健康づくり展開始 

・富山市市民健康センター竣工 

（延床面積 １，４８７．９９㎡） 

・厚生部から市民部に改組 

保健衛生課から市民健康センターとなり、管

理係、予防衛生係、保健指導係、健康づくり
係を設置 

・企画部に健康づ

くり対策室が設
置され、健康づく
り関連各課の強

化が図られる。 

昭和６０年 ４ 月 ・富山市保健推進員連絡協議会設立 

・健康づくり強調月間を１０月に設定 

  

昭和６２年 ４ 月 ・糖尿病教室開始   

平成 元 年 ・健康情報システム、母子保健システム一部稼動   

平成 ２ 年 ４ 月 ・肺がん集団検診・胃がん医療機関検診開始 

・訪問看護等在宅ケア総合推進モデル事業開始 

・市民部から福祉部に改組 

保健指導係解消、訪問指導係、成人母子健
康係が設置 

・健康づくり係の一部業務を体育課へ移

管、健康スポーツ係を設置 

 

平成 ３ 年 ４ 月 ・肺がん、大腸がん医療機関検診開始 

・生活習慣改善指導事業開始 

・仲間づくりの赤ちゃん教室開始 

  

平成 ４ 年 ４ 月 ・乳がん医療機関検診開始 

・富山市訪問看護事業開始 

・成人母子保健係を成人保健係、母子保健

係へ改組 

 

平成 ４ 年１０月 ・第１回マタニィティママ＆ベビーフェスティバ

ル開催 

 

  

－ 10 －



年       月 主 な 保 健 事 業 体             制 備        考 

平成 ５ 年 ４ 月  ・市民健康センターに課制導入 

総務課（管理係・予防衛生係）、健康指導
課（成人保健係・母子保健係・訪問指導係）、
訪問看護ステーションを設置 

 

平成 ６ 年 ５ 月 ・シルバーふれあいデー開始（平成１３年度で終

了） 
  

平成 ６ 年 ６ 月 ・風しん予防接種に係る経過措置実施  ・予防接種法一部

改正 

・義務接種から努

力接種へ 

・個別接種の推進 

・健康被害救済制

度の充実 

平成 ７ 年 ４ 月 ・骨粗しょう症健診開始 ・保健所設置準備室設置 ・地域保健法施行 

平成 ７ 年 ５ 月 ・ジフテリア･百日咳・破傷風（三種混合）予防接

種の個別接種実施 
  

平成 ７ 年 ６ 月 ・日本脳炎（第Ⅰ期、第Ⅱ期、第Ⅲ期）予防接種

の集団接種開始 

  

平成 ７ 年 ７ 月   ・精神保健福祉法 

平成 ７ 年１２月  ・保健所の設置が承認される。 ・中核都市指定の

政令公布 

平成 ８ 年 ２ 月  ・平成９年４月の開所を目指して、蜷川地

内に新保健所起工 
 

平成 ８ 年 ４ 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・県の保健所事業を富山市に移譲 

・３歳児健康診査開始 

・乳幼児発達健康診査開始 

・思春期保健対策事業開始 

・乳幼児アトピー性疾患相談事業開始（平成１６
年度より乳幼児健康相談に併設） 

・訪問口腔指導事業開始（平成１２年度訪問歯科

保健事業に変更） 

・新４０歳の総合健康診査開始 

 

・富山市保健所設置 

（県施設を間借りして業務開始） 

・保健所本庁機能として保健衛生課を設置 

・保健所に総務課（管理係・医務係）、保

健予防課（予防係・保健計画係）、健康課
（母子保健係・成人保健係・訪問指導係）、
衛生検査課（衛生指導係・監視係・検査係）

を設置 

・市民健康センターを保健センター（母子
保健係・成人保健係）に改称、訪問看護ス

テーションとともに保健事業の一元化 

・富山市が中核市

に移行 

平成 ８ 年 ７ 月 ・地域総合相談会事業、各校下で開始 

・風しん予防接種の個別接種実施 

  

平成 ９ 年 ３ 月  ・蜷川地内に、富山市保健所竣工 

（延床面積 ３，３２８．８３㎡） 

 

平成 ９ 年 ４ 月 

 

・機能訓練（Ａ型）事業開始 

・パパ・ママセミナー開始 

・保健所健康課を改編し健康課（企画係・

訪問指導係）、南保健センター（母子保健

係・成人保健係）を設置 

・保健センターを中央保健センターに、保
健予防課保健計画係を保健係に改称 

 

平成 ９ 年 ５ 月 ・富山市精神障害者家族会等連絡会設立   

平成 ９ 年 ６ 月 ・日本脳炎（第Ⅰ期）予防接種の個別接種実施   

平成１０年 ５ 月 ・妊婦歯科健診開始   

平成１１年 ３ 月 ・妊産婦・乳児用オリジナルＣＤ配布（平成１５

年３月終了） 

  

平成１１年 ４ 月  ・福祉保健部に介護保険課設置 ・精神保健及び精

神障害者福祉に関

する法律の一部改
正 

・感染症の予防及

び感染症の患者に
対する医療に関す
る法律施行 

平成１２年 ４ 月 ・骨髄バンクの登録受付窓口設置 

・機能訓練（Ｂ型）事業開始（平成１７年度で終

了） 

・訪問歯科保健事業開始（平成１７年度で終了） 

 ・介護保険法施行 
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年       月 主 な 保 健 事 業 体             制 備        考 

平成１２年１１月 ・富山市地域精神保健福祉推進協議会発足   

平成１３年 ３ 月 

 

 ・岩瀬地内に、北保健福祉センター竣工 

（延床面積   １，０９３．８８㎡） 

 

  

平成１３年 ４ 月 ・不妊相談事業開始 ・保健センターに福祉機能を付加し、保健

福祉センターに改称（成人保健係を成人保
健・福祉相談係に改称） 

・保健予防課予防係を結核・感染症係に改
称 

 

平成１３年 ５ 月 

 

・乳がん検診にマンモグラフィー導入 

・高脂血症教室開始（平成１７年度で終了） 

  

平成１３年 ６ 月 
・壮年期の健康づくり教室開始（平成１６年度で

終了） 

  

平成１３年１１月 
・インフルエンザ予防接種事業開始（高齢者６５

歳以上） 
  

平成１４年 ４ 月 

 

・こころの健康相談事業開始（平成１８年度から

乳幼児発達健康診査に併設） 
 

 

 

 

平成１４年 ５ 月 ・肝炎ウイルス検査開始   

平成１４年 ６ 月 ・前立腺がん検診開始   

平成１４年１２月 ・乳幼児ツベルクリン反応検査、ＢＣＧ接種の個

別化実施 

・富山市健康プラン２１策定 

  

平成１５年 １ 月 ・富山市健康危機管理マニュアル策定 ・富山市高齢者保健福祉計画・介護保健福

祉計画策定（平成１５年～平成１７年） 
 

平成１５年 ４ 月 

 

・小学１年生、中学１年生のツベルクリン反応検

査、ＢＣＧ接種廃止 

・禁煙支援セミナー開始（平成２１年度終了） 

 ・結核予防法一部

改正 

平成１５年 ６ 月 ・ジフテリア・破傷風（二種混合）の個別接種実

施（平成１５年６月１日～７月３1 日） 
  

平成１５年 ９ 月 ・ひきこもり家族教室開始 
 ・少子化社会対策

基本法施行 

平成１６年 ３ 月 ・富山市健康プラン２１行動計画策定   

平成１６年 ４ 月 ・富山市特定不妊治療費助成事業開始 

・ジフテリア・破傷風（二種混合）の接種期間を

４月 1 日から７月３１日に変更 

  

平成１７年 １ 月  ・訪問看護ステーションを廃止  

平成１７年 ４ 月 

 

 

・脳卒中総合対策事業開始 

・新５０歳の総合健康診査開始 

・歯周疾患健診事業（６０歳、７０歳） 

・山岳監視開始 

・ツベルクリン反応検査廃止、ＢＣＧ直接接種へ 

・ジフテリア・破傷風（二種混合）の接種期間を

４月 1 日から９月３０日に変更 

・保健所健康課訪問指導係を廃止し、健康

づくり推進係を設置 

・大沢野・大山・八尾・婦中の各保健福祉

センターを設置(７保健福祉センター体制
に) 

大沢野保健福祉センター 

（大沢野文化会館内） 

大山保健福祉センター 

（昭和 54年 3 月 569.81 ㎡） 

八尾保健福祉センター 

（平成 11年 10月 複合施設 3,364㎡） 

婦中保健福祉センター 

（平成 15年 12月 複合施設 3,929.19㎡） 

 

・７市町村の新設

合併により新｢富
山市｣が発足 

・発達障害者支援
法施行 

・次世代育成支援

対策推進法施行 

・結核予防法一部
改正 

平成１７年 ５ 月 

 

 

 

・日本脳炎ワクチン接種の積極的勧奨の差し控え

（第Ⅰ期、第Ⅱ期） 

・子宮がん検診、乳がん検診隔年実施 

（対象：子宮がん検診２０歳以上、乳がん検診 

４０歳以上） 
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年       月 主 な 保 健 事 業 体             制 備        考 

平成１７年 ７ 月 

 

 

・日本脳炎第Ⅲ期廃止 

 

 

 ・心神喪失等の状

態で重大な他害
行為を行った者
の医療及び観察

等に関する法律
施行 

平成１８年 ３ 月 ・石綿健康被害救済制度 開始   

平成１８年 ４ 月 

 

・クリニック廃止     

・麻しん風しん（ＭＲ）ワクチン２回接種開始（個

別接種） 

対象：第１期 生後１２月から２４月に至るまで
の間にある者 

    第２期 ５歳以上７歳未満の者で、小学校
に就学する前の１年間にある者
（いわゆる幼稚園の年長児） 

・地域支援事業（介護予防栄養改善事業・特定高
齢者口腔ケアモデル事業）開始 

 ・障害者自立支援

法施行 

・精神保健及び精
神障害者福祉に
関する法律改正 

・予防接種法施行
令一部改正（１７
年７月公布、１８

年４月施行） 

・介護保険法一部
改正 

・高齢者虐待の防
止、高齢者の養護
者に対する支援

等に関する法律 

平成１８年 ５ 月 ・基本健康診査に生活機能評価、もの忘れ検診追

加 
  

平成１８年１０月   ・自殺対策基本法

施行 

平成１９年 ３ 月 ・「富山市健康プラン２１」策定（平成１９～２３

年度） 
  

平成１９年 ４ 月 

 

・自殺予防対策事業開始 

・介護予防普及啓発事業開始 

・こんにちは赤ちゃん事業開始 

・ジフテリア・破傷風（二種混合）の接種期間を
通年に変更 

・脳卒中予防検診、脳卒中予防教室（脳卒中総合

対策事業）終了 

 ・感染症法一部改

正 

・結核予防法廃止

に伴い結核の規
定を統合 

・予防接種法一部

改正 

・結核予防法廃止
に伴いＢＣＧ接

種の規定を統合 

・がん対策基本法
施行 

平成１９年 ５ 月 ・胃がん検診に内視鏡検査を導入   

平成２０年 ４ 月 

 

・基本健康診査の終了 

・新４０歳・５０歳の総合健康診査終了 

・幼児発達支援教室開始 

・妊婦健診４回→５回 

・麻しん風しん（ＭＲ）予防接種の対象者追加（個
別接種） 

（平成２０年４月１日から５年間の時限措置） 

対象：第３期 中学１年生に相当する年齢の者  

   第４期 高校３年生に相当する年齢の者 

・肝炎治療特別促進（肝炎インターフェロン医療

費助成）事業開始（平成２０年４月１日から７年
間の時限措置） 

    

平成２０年 ６ 月 

 

・特定健康診査・特定保健指導開始 

・結核接触者健康診断 ＱＦＴ検査 運用開始 

保健所別館（検査棟）増築 

（平成２０年１２月竣工) 

（延床面積 ２，６９８．１３㎡） 

 

 

平成２１年 ３ 月 

 

・石綿健康被害者救済制度の特別遺族給付金･弔慰

金等請求期限の延長 

・高齢者総合福祉プラン策定（平成２１年～平成

２３年度） 
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年       月 主 な 保 健 事 業 体             制 備        考 

平成２１年 ４ 月 ・妊婦健診５回→１４回 

・生活習慣改善指導事業終了 

・予防接種助成金交付制度の開始 

・肝炎治療特別促進事業の運用変更（助成期間の

延長、自己負担限度額の階層区分の決定） 

・新型インフルエンザ発生により、新型インフル
エンザ対策本部設置。電話相談窓口、発熱相談セ

ンター開設。 

・がん特別対策モデル事業開始 

・衛生検査課を生活衛生課に改称し、環境

部門検査（環境保全課）を統合して衛生検
査係、環境検査係を設置 

・富山市新型インフルエンザ行動計画策

定･運用 

 

 

 

平成２１年 ６ 月 ・乾燥細胞培養日本脳炎ワクチンによる予防接種

（第Ⅰ期）開始（積極的勧奨は実施しない） 

  

平成２１年１０ 月 ・女性特有のがん検診事業開始 

・新型インフルエンザ予防接種費用助成の開始 

・保健、医療、福祉、教育、経済等が連携し、市
民の心の健康に関する意識を高め、総合的に自殺

予防を推進するため、富山市自殺対策事業を開始。 

  

平成２１年１１月 ・富山市自殺対策推進連絡会議の設置   

平成２１年１２月 ・ハートＳＯＳハガキ配布事業開始   

平成２２年 ３ 月 ・従来の日本脳炎ワクチンの有効期限が切れたた

め、３月１０日以降の第Ⅱ期の接種が事実上でき

ない状態となる。 

  

平成２２年 ４ 月 ・女性のための健康診査終了 

・幼児教室終了 

・母子栄養食品支給事業終了 

・禁煙支援セミナー終了 

・プラス 1,000歩富山市民運動事業開始 

・カラーカードによる胆道閉鎖症検査開始 

・二種混合の個別通知を１１歳になる月の上旬に

毎月発送に変更 

・日本脳炎予防接種の第Ⅰ期初回接種の標準的な
接種期間３歳に該当する者に対して、積極的な勧

奨の再開 

・肝炎治療特別促進事業の運用変更（自己負担限
度額引き下げ、Ｂ型ウイルス肝炎に対する核酸ア

ナログ製剤治療の助成追加） 

  

平成２２年 ６ 月 ・予防接種の県内広域化の開始   

平成２２年 ８ 月 ・日本脳炎予防接種の第Ⅱ期について、「乾燥細胞

培養日本脳炎ワクチン」により接種を再開し、併
せて９歳以上１３歳未満の者について、第Ⅰ期の

未接種分を接種できる特例措置が設けられる 

  

平成２２年１０月 ・平成２２年度新型インフルエンザワクチン接種

事業開始（翌年３月３１日まで） 
  

平成２３年 １ 月 ・妊婦健診にＨＴＬＶ－１抗体検査を追加 

・子宮頸がん予防ワクチン、Ｈｉｂワクチン、小

児用肺炎球菌ワクチン接種に対する費用助成事業
を開始 

〇子宮頸がん予防ワクチン 

対象：中学校１年生に相当する年齢の女性 

〇Ｈｉｂ、小児用肺炎球菌ワクチン 

対象：２か月齢以上１２か月齢未満の者 

  

平成２３年 ２ 月   ２月２２日 

ＮＺ地震で、富山
市外国語専門学

校生徒らが被災 

平成２３年 ３ 月 

 

 

 

・東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）被災者

に対する定期予防接種及び子宮頸がん等ワクチン
接種事業について、接種費用の助成を開始 

・東日本大震災の被災地（宮城県気仙沼市）に富

山県チームの一員として、保健師を２７名派遣（期
間３月１６日～９月１日） 

 ３月１１日 

東日本大震災発
生 
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年       月 主 な 保 健 事 業 体             制 備        考 

平成２３年 ４ 月 

 

・妊婦健診に性器クラミジア検査を追加 

・特定不妊治療費の助成回数を 1 年度あたり３回
までに変更 

・特定高齢者口腔ケアモデル事業終了 

・女性特有のがん検診の事業名をがん検診推進事
業に変更 

・東日本大震災市内避難者への健康相談を開始 

・子宮頸がん予防ワクチン、Ｈｉｂワクチン、小
児用肺炎球菌ワクチン接種に対する費用助成事業
の対象者を拡大 

〇子宮頸がん予防ワクチン 

対象：中学校１年生から高校１年生に相当する年
齢の女性 

〇Ｈｉｂ、小児用肺炎球菌ワクチン 

対象：２か月齢以上５歳未満の者 

・日本脳炎予防接種の第Ⅰ期追加接種の標準的な

接種期間４歳に該当する者に対する積極的な勧奨
の再開、及び９歳及び１０歳の第Ⅰ期不足分の積
極的勧奨を行う 

・新型インフルエンザが、通常の季節性インフル
エンザに変わる 

・婦中保健福祉センターを西保健福祉セン

ターに名称変更 

・中央保健福祉センター所管の呉羽地域
（呉羽・長岡・寒江・老田・古沢・池多地

区）を西保健福祉センターに所管替え 

・南保健福祉センター所管の堀川地区を中
央保健福祉センターに所管替え 

焼肉チェーン店

で、食中毒により
死者５名 

平成２３年 ５ 月 ・麻しん風しん（ＭＲ）予防接種（第４期）の対

象者に高校２年生に相当する者を追加 

・日本脳炎予防接種の特例措置の対象者を拡大し、
２０歳未満まで接種可能となる 

・定期予防接種における東日本大震災の特例が設
けられる 

（平成２３年８月３１日までの間の対象者拡大お

よび日本脳炎・三種混合予防接種において規定の
間隔を守れなかった場合も定期の間隔をおいたも
のとみなすこと） 

  

平成２３年 ７ 月  ・中央保健福祉センターを星井町地内に移

転 
 

平成２４年 ３ 月 ・がん特別対策モデル事業終了 

・ハートＳＯＳハガキ配布事業終了 

・思春期テレフォン廃止 

・介護予防栄養改善普及教室終了 

・国保適正受診指導事業終了（保健所依頼分） 

  

平成２４年 ４ 月 ・日本脳炎予防接種の小学２、３、４、５年生の

第Ⅰ期不足分の積極的勧奨を行う 

・養育訪問支援事業を開始 

・かかりつけ医と精神科医の連携強化事業開始 

  

平成２４年 ５ 月 ・がん検診推進事業（子宮頸がん、乳がん検診）

に大腸がん検診を追加 

・生ポリオワクチン集団接種、５月実施後終了 

  

平成２４年 ７ 月 ・緑内障検診開始   

平成２４年 ９ 月 ・不活化ポリオワクチン導入開始   

平成２４年１０月 ・保健福祉センターでの特定保健指導終了   

平成２４年１１月 ・四種混合ワクチン導入開始   

平成２５年 ３ 月 ・脳卒中総合対策事業終了 

・富山市健康プラン２１（第２次）策定 

・麻しん風しん（ＭＲ）第３、４期の時限措置終
了 

（平成２０年４月１日から５年間の時限措置） 

  

平成２５年 ４ 月 ・特定不妊治療費一部治療費の助成額の変更 

・Ｈｉｂ感染症、小児の肺炎球菌感染症、ヒトパ

ピローマウイルス感染症（子宮頸がん）予防接種
の定期接種開始 

・日本脳炎予防接種の小学１、２、３、４年生の

第Ⅰ期不足分の積極的勧奨を行う 
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年       月 主 な 保 健 事 業 体             制 備        考 

平成２５年 ５ 月 ・健康診査とがん検診など受診券の一本化 

・肝炎ウイルス検診未受診者の５歳刻みの年齢へ
の受診勧奨開始 

・保健推進員による妊婦訪問廃止 

・保健推進員８～９か月の乳児訪問開始 

  

平成２５年 ６ 月 ・ヒトパピローマウイルス感染症（子宮頸がん）

予防ワクチン接種の積極的勧奨の差し控え 
  

平成２５年 ７ 月 ・日本脳炎予防接種の年度内１８歳になる方の第

Ⅱ期未接種者への積極的勧奨を行う 
  

平成２６年 ６ 月 ・富山市新型インフルエンザ等対策行動計画作成 

・風しん抗体検査事業開始 

  

平成２６年１０月 ・水痘、高齢者の肺炎球菌感染症予防接種の定期

接種開始 
  

平成２７年 １ 月 ・富山市母子健康手帳アプリ配信開始   

平成２７年 ３ 月 ・富山市父子健康手帳アプリ機能追加   

平成２７年１０月 

 

 

 

・保健福祉センターに子育て世代包括支援

センターを設置。 

 

 

平成２８年 ３ 月 ・がん検診推進事業（子宮頸がん、乳がん検診）

終了 

  

平成２８年 ４ 月 ・熊本地震の被災地（熊本県益城町）に富山県チ

ームの一員として、保健師を４名派遣（期間４月

２２日～６月１４日） 

・大沢野保健福祉センターを大沢野行政サ

ービスセンター１階に移転。 

・大山保健福祉センターを大山行政サービ
スセンター１階に移転。 

４月１４日 

熊本地震発生 

平成２８年１０月 ・Ｂ型肝炎予防接種の定期接種開始   

平成２９年 ３ 月 ・がん検診推進事業（大腸がん検診）終了   

平成２９年 ４ 月 ・肺がん集団検診デジタル検診車へ移行 

・乳がん集団検診視触診廃止 

組織改正に伴い保健所健康課を廃止し、そ

れまで所管していた母子保健に係る事務
を新設したこども育成健康課に移管。総務

課に健康課の成人保健等の事務が加わり、
地域健康課に改組。 

富山市まちなか

総合ケアセンタ
ー開設 

平成３０年 ４ 月 ・歯周疾患検診に併せて口腔がん検診を開始 

・「プラス 1,000 歩富山市民運動」と「とやま『歩
く人。』リーダー育成事業」が活力都市創造部に移
管 

  

平成３１年 ３ 月 ・富山市自殺対策総合戦略策定（平成３１～３８

年度） 
 富山市地域福祉

計画策定（平成３

１～３５年度） 

平成３１年 ４ 月 ・「プラス 1,000 歩富山市民運動」と「とやま『歩

く人。』リーダー育成事業」が活力都市創造部から

移管 

・がん検診事業からがん対策事業に移行 

・胃がん検診（内視鏡検査）隔年実施（５０歳以

上） 

・風しんの追加的対策（風しん抗体検査及び風し
ん第５期予防接種）を開始 

対象：第５期 昭和３７年４月２日から昭和５４
年４月１日までの間に生まれた男
性 

（平成３１年４月１日から３年間の時限措置） 

組織改正に伴い、保健福祉センターが福祉

政策課の直轄となる。 
 

令和 元 年１０月 ・台風１９号の被災地（長野市）に富山県チーム

の一員として、保健師２名派遣（期間１０月２９
日～１１月７日） 

  

令和 ２ 年 ２ 月 

～ ３ 月 

・台風１９号の被災地（長野市）に事務職１名派

遣（期間２月１０日～３月８日） 

  

令和 ２ 年 ４ 月 改正健康増進法（受動喫煙対策）の全面施行に伴

い、 

・既存特定飲食提供施設申請受理 

・受動喫煙対策に関する相談および助言指導・立

入検査等の実施 

（参考） 

組織改正に伴い、課名が、こども育成健康
課からこども健康課に変更。 

 

令和 ２ 年１０月 ・ロタウイルス感染症予防接種の定期接種を開始   
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年       月 主 な 保 健 事 業 体             制 備        考 

令和 ３ 年 ５ 月 ・新型コロナウイルスワクチン接種開始 保健所地域健康課に新型コロナウイルス

ワクチン接種班を新設 

 

令和 ４ 年 ２ 月 ・ヒトパピローマウイルス感染症（子宮頸がん）

予防ワクチン接種の積極的勧奨の再開。 
  

令和 ４ 年 ３ 月 ・とやま『歩く人。』リーダー育成事業終了。   

令和 ４ 年 ４ 月 ・ヒトパピローマウイルス感染症（子宮頸がん）

予防ワクチン接種の積極的勧奨再開に伴い、 

①定期接種の機会を逃した者に対するキャッチア
ップ接種 

②すでに接種済の者に対する接種費の償還払い 

の実施（令和４年～令和６年度） 

・ビューティフル・ハッピー・エイジング事業開

始。（５ヶ年計画） 

  

令和 ５ 年 ４ 月  （参考） 

組織改正に伴い、こども健康課に児童発達
支援係を新設。 

 

令和 ６ 年 １ 月   １月１日 

能登半島地震発
生 

令和 ６ 年 ２ 月 ・能登半島地震の被災地（石川県珠洲市）にＤＨ

ＥＡＴ（災害時健康危機管理支援チーム）として、
医師１名、歯科医師１名、薬剤師１名、保健師２

名を派遣（期間２月２１日～２月２５日） 

  

令和 ６ 年 ３ 月 ・富山市健康プラン２１（第３次）策定 

・ベイビーボックスプレゼント事業を廃止 

・「プラス 1,000 歩富山市民運動」事業終了 

新型コロナウイルスワクチン接種班を廃

止 
 

令和 ６ 年 ４ 月 ・五種混合ワクチン導入開始 

・富山市感染症予防計画策定 

・富山市保健所健康危機対処計画（感染症）策定 

・がん患者用補正具購入費用助成金交付制度の開

始 

（参考） 

・法改正に伴い、こども健康課に、こども
家庭センターを新設。保健福祉センターに
設置していた子育て世代包括支援センタ

ーを廃止し、こども家庭センター（母子保
健機能）を設置。 

 

令和 ６ 年 ７ 月 ・帯状疱疹予防接種（任意接種）の助成を開始 

・産後ケア事業（医療機関委託）開始 

  

令和 ６ 年１０月 ・新型コロナウイルス感染症予防接種の定期接種

を開始 

  

令和 ７ 年 ４ 月 ・帯状疱疹予防接種の定期接種を開始 

・ヒトパピローマウイルス感染症（子宮頸がん）

予防ワクチン接種の積極的勧奨期間延長（令和９
年３月３１日まで） 

対象：令和４年４月１日から令和７年３月末まで

に１回以上接種した者 

・風しん予防接種の接種期間延長（令和９年３月
３１日まで） 

対象：①令和６年度内に生後２４月に達する、又
は達した者（令和４年４月２日～令和５年
４月１日生） 

②令和６年度における第２期の対象者（平
成３０年４月２日～平成３１年４月１日
生） 

③昭和３７年４月２日～昭和５５年４月１
日生の男性で、令和６年度末までに抗体検
査を実施した者 

・１か月児健康診査助成事業開始 

・糖尿病予防教室を生活習慣病予防教室に変更 
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年       月 主 な 保 健 事 業 体             制 備        考 

令和 ８ 年 ４ 月 ・小児の RS ウイルス感染症予防接種の定期接種を

開始 

・ヒトパピローマウイルス感染症（子宮頸がん）

予防接種の定期接種に使用するワクチンから 2 価

及び 4 価を廃止し、9 価のみとなる。 

・ジフテリア・百日せき・破傷風・急性灰白髄炎(ポ

リオ)感染症予防接種の定期接種に使用するワク

チンから四種混合を廃止。 

・高齢者の肺炎球菌感染症予防接種の的接種に使

用するワクチンから沈降 20価肺炎球菌結合型ワク

チン(PCV20)を廃止し、23 価肺炎球菌莢膜ポリサッ

カライドワクチン(PPSV23)を位置付け。 

・歯周疾患検診を歯周病検診に名称変更 
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1-9 保健所歴代所長  

氏   名 在    職    期    間 

石川  宏 平成 8年4月1日    ～   平成15年3月31日 

黒澤  豊 平成15年4月1日  ～   平成21年3月31日 

高橋 洋一 平成21年4月1日  ～   平成27年3月31日 

元井  勇 平成27年4月1日  ～   令和 2年3月31日 

瀧波 賢治 令和 2年4月1日   ～          現在 
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第２章　令和８年度保健所事業予算概要

 2-1　令和８年度当初予算の概況

　（１）一般会計（市全体）
（単位：千円）

区　分(款) 令和8年度 令和7年度 比　　　較 8年度構成比(%)

議　会　費 791,617 754,726 36,891 0.4 0.396
総　務　費 28,623,037 23,357,686 5,265,351 14.3 14.328
民　生　費 77,258,340 73,154,225 4,104,115 38.7 38.672
衛　生　費 12,804,861 11,661,698 1,143,163 6.4 6.410
労　働　費 729,502 703,699 25,803 0.4 0.365

農林水産業費 5,309,805 5,201,284 108,521 2.7 2.658
商　工　費 4,231,685 4,378,461 ▲ 146,776 2.1 2.118
土　木　費 25,202,720 22,533,322 2,669,398 12.6 12.615
消　防　費 5,823,177 5,843,100 ▲ 19,923 2.9 2.915
教　育　費 14,333,311 23,489,675 ▲ 9,156,364 7.2 7.175
災害復旧費 2,173,023 2,591,808 ▲ 418,785 1.1 1.088
公　債　費 22,395,029 21,803,239 591,790 11.2 11.210
予　備　費 100,000 100,000 0 0.1 0.050
合　　計 199,776,107 195,572,923 4,203,184 100.0 100.000

内保健所分 3,401,861 3,736,594 ▲ 334,733 1.7

（注１）構成比はそれぞれ小数点以下第２位四捨五入のため、その合計は100.0にならない。

（２）保健所所管衛生費の内訳

①(項)保健衛生費 （単位：千円）

令和8年度 令和7年度 比　　較 対　前　年 令和8年度
当初予算額　Ａ当初予算額　Ｂ Ａ－Ｂ 増減比（％）構成比（％）

保健衛生総務費 799,782 1,313,802 ▲ 514,020 ▲ 39.1 24.0

母子保健事業費 8,631 8,634 ▲ 3 ▲ 0.0 0.3

成人保健事業費 581,291 570,900 10,391 1.8 17.4

健康づくり事業費 13,075 9,164 3,911 42.7 0.4

予防費 1,869,173 1,701,500 167,673 9.9 56.0

精神保健福祉対策費 8,453 10,942 ▲ 2,489 ▲ 22.7 0.3

衛生検査費 57,360 56,953 407 0.7 1.7

合　　計 3,337,765 3,671,895 ▲ 334,130 ▲ 9.1 100.0

②(項)環境衛生費 （単位：千円）

令和8年度 令和7年度 比　　較 対　前　年 令和8年度
当初予算額　Ａ当初予算額　Ｂ Ａ－Ｂ 増減比（％）構成比（％）

環境保全費 61,698 62,389 ▲ 691 ▲ 1.1 96.3

産業廃棄物対策費 2,398 2,310 88 3.8 3.7

合　　計 64,096 64,699 ▲ 603 ▲ 0.93 100.0

③財源内訳 （単位：千円）

区　　　分 国庫支出金 県支出金 その他 一般財源

金　　　額 236,884 28,021 102,976 3,033,980

(目)

(目)

議 会 費

0.4%

総 務 費

14.3%

民 生 費

38.7%

衛 生 費

6.4%

労 働 費

0.4%

農林水産業

費

2.7%

商 工 費

2.1%

土 木 費

12.6%

消 防 費

2.9%

教 育 費

7.2%

災害復旧費

1.3%

公 債 費

11.2%
予 備 費

0.1%
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 2-2　令和８年度事業の概要

（款）　04　衛生費
　(項）　01　保健衛生費 3,401,861 千円（保健所事業分）

799,782 千円 （単位：千円)

事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
保健衛生一般管理 739,703 （１）保健所の人件費 730,898 千円
費 （２）負担金・補助金 7,536 千円

（３）事務費等 1,269 千円

保健所運営費 54,877 　施設維持管理費等

医療施設指導監督 524 医療施設、施術所、歯科
費 技工所、衛生検査所
薬事衛生事業費 833 医薬品販売者、毒物劇物
 販売者

市民
統計調査事業費 3,139

献血等推進事業費 706 市民 (１)献血・骨髄移植等の啓発を行うもの。
 (２)骨髄バンクのドナー登録を推進する。

8,631 千円 （単位：千円)

事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
家族計画相談、 72 市民 保健予防課
婚前教育指導費
身体障害児等医療 8,559 身体障害児 （１）自立支援医療費給付費 8,449 千円
費助成費

   (ア)扶助費　          8,400千円
   (イ)事務費等           　49千円

結核児童 （２）結核児童療育費 110 千円

   (ア)扶助費（療養費）    109千円
   (イ)事務費等　            1千円

581,291 千円 （単位：千円)

事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
健康教育事業費 1,609 　健康教育 地域健康課

訪問指導事業費 77
 

保健・医療・福祉 348
ネットワーク事業
費 （１）総合健康相談会      市内７８地区で年２回程度

（２）重点健康相談（高血圧、糖尿病、骨粗しょう症等）
健康診査事業費 11,323 ４０歳以上の生活保護受   健康診査事業 2,528 千円
 給者等 （１）実施期間  ５月～１２月

（２）検査項目
  （基本）問診、身体計測、診察、血圧測定、
         血液検査（中性脂肪、ＡＳＴ、ＡＬＴ、
         γ－ＧＴＰ、ＬＤＬコレステロール、
         ＨＤＬコレステロール、ヘモグロビンＡ1ｃ等）
         尿検査（尿糖、尿蛋白）
  （詳細）貧血検査、心電図検査、眼底検査、
　　　　  血清クレアチニン検査

４０歳以上で、過去に    肝炎ウイルス検診事業 3,902 千円
肝炎ウイルス検診を未受 （１）実施期間  ５月～１２月
診の方

４０歳、５０歳の女性で    骨粗しょう症検診事業 1,390 千円
国民健康保険の被保険者 （１）実施期間  ５月～１２月
や健康保険加入者の家族
等
４０歳、５０歳、６０歳、    歯周疾患検診・口腔がん検診事業 1,927 千円
７０歳の国民健康保険の （１）実施期間  ５月～１２月
被保険者や健康保険加入
者の家族等
４５歳、５０歳、５５歳の 　　緑内障検診事業 1,576 千円
国民健康保険の被保険者 （１）実施期間  ５月～１２月
や健康保険加入者の家族 （２）検診内容　問診、眼圧測定、細隙灯顕微鏡検査、
等 　　　視神経乳頭検査、眼底写真、検診結果通知

　 （目）　01 保健衛生総務費
事    業    内    容

地域健康課

  診療所、助産所等の開設に係る許認可事務を行うとともに
病院等に対して立入検査等を実施するもの。

  薬局、医薬品販売業、医療機器販売業者、毒物劇物販売業
者の許可、登録事務及び監視指導を行うとともに市民に対
し、医薬品に関する知識を啓発するもの。
  厚生労働行政全般の基礎資料とするため、関係法令に基づ
く調査を行い、国へ報告するもの｡

 　（目）　02 母子保健事業費
事    業    内    容

  母性保護相談、遺伝相談を実施するとともに、生命倫理に
ついての啓発を行うもの。

  身体障害児に対し医療費の給付を行うもの。

  長期入院を必要とする結核児童に対して、療育費（医療
費・日用品費・学用品費）を支給するもの。

 　（目）　03 成人保健事業費
事    業    内    容

４０～６４歳の市民及び
その家族、特定健康診査
の結果、事後指導の必要
な者等

   (ア)地区健康教育      市内７８地区で実施
   (イ)生活習慣病予防教室  　７コース

虚弱者、介護に携わる家
族、市が実施する健診等
の有所見者等

  保健師、看護師、栄養士等が対象者の状況に合わせて、訪
問指導を行うもの。

　  
４０～６４歳の市民及び
その家族

  市内７８地区で年２回程度、保健・医療・福祉の各スタッ
フによる地域総合相談会を開催するもの。

（２）検診内容等　ＨＢｓ抗原検査、Ｃ型肝炎ウイルス検査

（２）検診内容等　問診、骨密度測定、診察、診断、指導

（２）検診内容　問診、口腔内検査等



事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
がん対策事業費 557,754 胃    ４０歳以上の国民 地域健康課

    健康保険の被保険者
    や健康保険加入者の
    家族等

（１）実施期間  ５月～１２月
肺    ４０歳以上の国民
    健康保険の被保険者 （２）各種がん検診事業 552,965 千円
    や健康保険加入者の
    家族等 （３）がん予防啓発事業 1,843 千円

子宮  ２０歳以上の女性で （４）がん検診受診率向上事業 2,946 千円
    国民健康保険の被
    保険者や健康保険
    加入者の家族等
    （２年に１回の受診）

乳　  ４０歳以上の女性で
    国民健康保険の被
    保険者や健康保険
    加入者の家族等
    （２年に１回の受診）

大腸  ４０歳以上の国民
    健康保険の被保険者
    や健康保険加入者の
    家族等

前立腺　５０、５５、
    ６０、６５歳の男性
　　で国民健康保険の
　　被保険者や健康保険
　　加入者の家族等

がん患者用補正具 10,180 がん患者 　がん治療に伴う外見変化を補完する補正具の購入費用の 地域健康課
購入費用助成事業 一部を助成するもの。

助成金額は（１）（２）の合計額
（１）購入金額の２分の１又は市の上限額のいずれか低い額
（２）（１）の額の２分の１又は県の上限額のいずれか低い額

13,075 千円 （単位：千円)

事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
健康づくり推進事 2,619 市民 （１）「富山市健康プラン21」推進事業 1,307 千円 地域健康課
業費 （２）地域健康づくり展 1,716 千円

（３）まちぐるみ禁煙支援事業 332 千円
（４）受動喫煙対策事業 95 千円
（５）国保データベース（KDB）システム 110 千円

ビューティフル 488 市民、市内の企業やその
・ハッピー 従業員等
・エイジング （１）富山へるしおプロジェクト 97 千円
事業費 （２）現役世代からの健康づくり 300 千円

（３）生涯現役・エイジレスな働き方 215 千円
（４）企業連携健康増進事業 3 千円

スマートウエル 6,874 市民
ネス推進事業

（１）ベジメータ（野菜摂取量測定機器）の実施
（２）超音波骨量測定の実施

食生活改善推進 2,157 食生活改善推進員 （１）食生活改善推進員育成教育費
事業費 　　・中央研修会（年４回）

栄養改善指導事業 145 特定給食施設に勤務する
費 栄養士、調理員等

食品製造・販売業者、市民

飲食店、集団給食施設、市民

健康栄養調査費 792 調査対象地区住民

  特定給食施設の巡回指導及び特定給食施設に勤務する栄養
士、調理員の資質の向上を図るため、研修会を開催するも
の。

  「食品表示基準」の相談、周知及び活用方法の普及

  「外食料理の栄養成分表示」の関係者への周知、協力要請
及び活用方法の普及

  健康増進の総合的な推進を図るための基礎資料として、身
体状況、栄養摂取量及び生活習慣の状況等を明らかにするた
め、国民健康・栄養調査を実施するもの。

　がんに対する正しい知識を普及啓発し、生活習慣を改善す
るとともに、がんの早期発見・早期治療に結び付け、がんに
よる死亡者の減少を図るもの。

　　（目）　04 健康づくり事業費
事    業    内    容

　企業等と連携して現役世代からの健康づくりを推進し、豊
かな高齢期が実現する社会づくりを目指すもの。

　ICTを活用した健康づくりを推進するため、デジタル機器を
導入し、健康データの見える化を図り、市民の行動変容につ
なげるもの。

　　・食生活改善推進連絡協議会活動委託事業
　　（ブロック研修会　年２８回、
　　　校下食生活改善講習会　年２３４回）

事    業    内    容

市 県

頭髪補正具
全頭用ウィッグ（頭皮保護用
ネットを含む）

30,000円 10,000円

乳房補正具
（左右）

補正パットや人工乳房（それら
を固定する補正下着を含む）

各20,000円 各5,000円

対象品目区分
助成上限額
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1,869,173 千円 （単位：千円)

事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
感染症事業費 15,820 感染症患者 （１）感染症予防事業費 13,005 千円 保健予防課

保育所・社会福祉施設等の （２）赤痢・Ｏ157等防疫対策費 1,790 千円
給食従事者

（３）新興・再興感染症対策事業費 1,025 千円
予防接種費 1,763,040

（１）予防接種共通費 145,409 千円
（２）ジフテリア百日せき急性灰白髄炎 177,629 千円
      破傷風予防接種費

（３）日本脳炎予防接種費 76,195 千円
（４）インフルエンザ予防接種費 242,482 千円
（５）麻しん風しん予防接種費 51,831 千円
（６）ＢＣＧ接種費 22,828 千円
（７）Ｈｉｂ感染症予防接種費 0 千円
（８）小児の肺炎球菌感染症予防接種費 96,451 千円
（９）ﾋﾄﾊﾟﾋﾟﾛｰﾏｳｲﾙｽ感染症予防接種費 98,086 千円
（10）水痘予防接種費 35,417 千円
（11）高齢者の肺炎球菌感染症予防接種費 13,843 千円
（12）B型肝炎予防接種費 39,734 千円
（13）ロタウイルス感染症予防接種費 57,844 千円
（14）造血幹細胞移植等再接種費 314 千円
（15）帯状疱疹予防接種費 309,615 千円
（16）新型コロナ予防接種費 335,690 千円
（17）妊婦のRSウイルス感染症予防接種費 59,672 千円

神通川流域住民健 2,825 昭和５０年以前に神通川流

康調査費 域に居住していた者で、精
密検診の対象に該当する者

エイズ等対策費 1,148 市民

小児慢性特定疾病 73,181 小児慢性特定疾病患者
医療助成費

（１）扶助費（治療費） 68,720 千円
（２）事務費等 4,461 千円

難病・原爆 5,904 難病患者
事務費 原爆被爆者等

難病患者在宅療養 78 難病患者とその家族 地域健康課
支援事業費

 ・難病等療養相談会
 ・訪問相談

　  ・事例検討会 　
結核対策費 6,926 市民 （１)結核予防費 1,773 千円 保健予防課

結核患者の家族・結核治 （２)結核接触者健康診断費 5,153 千円
療完了者等

肝炎対策事業費 251 市民
療対策の推進を図るもの。
（１）肝炎ウイルス検査
　　①保健所で実施
　　②医療機関へ委託
（２）富山県肝炎治療特別促進事業（移譲事務）に係る事務

  小児慢性特定疾病審査会の開催及び患者医療費を公費で負
担するもの。

　特定医療費（指定難病）に関する事務及び原爆被爆者の健
康診断に関する案内を行うもの。※富山県からの移譲事務

  難病の患者及びその家族に対し、療養相談会や訪問相談な
どを行い、在宅療養を支援するもの。

　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
の規定により私立学校等の設置者等が実施する結核健康診断
への補助や市長が行う結核に係る定期健康診断等を実施し、
結核の発生やまん延を防止するもの。また、結核の予防啓
発、効果的な検診促進、健康診断の充実等を図り、結核対策
を推進するもの。

  結核患者の家族や職場の接触者等、結核に感染する可能性
が高いと認められる者に対して、二次感染による患者発生を
防止するため、健康診断を実施するとともに、結核再発防止
のため、結核登録者に対する管理検診を実施するもの。

　肝炎ウイルス感染症の発生の予防及びまん延防止並びに治

（１）ＨＩＶ・エイズ相談、抗体検査事業
　　・正しい知識の普及、啓発（予防キャンペーンの実施、
　　パンフレットの配布）
　　・ＨＩＶ抗体検査の実施（匿名、無料）
（２）性器クラミジア感染症相談・抗体検査事業
   クラミジアトラコマチス抗体検査の実施（匿名、無料）

　感染症患者発生時の防疫措置及び患者の収容、患家消毒な
ど感染症のまん延を防止するもの。

  保育所、社会福祉施設等の給食従事者に赤痢、Ｏ157の検査
など感染症予防対策を行うもの。

  感染症の発生及びまん延を予防するため、予防接種を行い
公衆衛生の向上及び健康増進を図るもの。（４）、（16）は65歳以

上、又は60歳以上65歳未
満のハイリスク者
（５）は乳幼児のみ
（11）は令和7年度に65
歳になる者、又は60歳以
上65歳未満のハイリスク
者
（14）は造血幹細胞移植
等の医療行為により、既
に接種された定期接種の
効果が期待できないた
め、再接種が必要である
と医師に判定された20歳
未満の者
（15）（任意）市内在住
の50歳以上の市民
（定期）令和7年度65・
70・75・80・85・90・
95・100歳になる者、100
歳以上の者、60歳以上65
歳未満のハイリスクの者

  神通川流域住民の健康調査を実施し、住民の健康管理に資
するもの。

  エイズに対する誤解・偏見をなくすための正しい知識の普
及啓発を行うとともに、ＨＩＶ・エイズ相談、性感染症相
談、抗体検査を実施するもの。

　　（目）　05 予  防  費
事    業    内    容
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8,453 千円 （単位：千円)

事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
精神保健福祉対策 5,549 精神障害者及びその家族 　心の健康づくりを推進し、心の病気になっても誰も 保健予防課
事業費 市民 が安心して地域で自立して暮らせるよう支援するもの。

保健・医療・福祉関係者
（１）専門職による相談・訪問指導
    ・精神保健福祉相談、訪問指導
    ・こころのケア相談　
（２）地域の各関係機関との連携
　　・ひきこもりサポート事業
　　・退院後支援事業
（３）人材育成及び地域のボランティアの情報交換
    ・メンタルヘルスサポーターの育成
（４）精神保健福祉に関する知識の普及啓発
　　・依存症対策事業
　　・地域精神保健福祉推進事業
（５）障害を持つ人やその家族に対する支援
    ・精神障害者活動支援事業
    ・精神障害者家族教室
　　・精神障害者家族支援事業
（６）精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
　　　構築の推進のための協議の場
（７）進達・委託業務
    ・自立支援医療費（精神通院）
　  ・精神障害者保健福祉手帳
　  ・社会とのつながり促進事業

自殺予防対策事 2,904 市民 　保健・医療・福祉・教育・経済等が連携し市民の
業費 保健・医療・福祉関係者 健康に関する意識を高め総合的に自殺予防を推進する

もの。

（１）地域の実情・特性に応じた事業
　　・相談支援事業
　　・人材養成事業
　　・普及啓発事業
　　・自殺未遂者フォローアップ事業
（２）若年層対策事業

　　・心の健康に関する普及啓発

　　・自殺対策推進連絡会議
　　・部会

　　（目）　07 衛生検査費 57,360 千円 （単位：千円)

事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
食品衛生監視指導 20,241 食品関係営業者、市民 生活衛生課
費

（２）食中毒予防対策

（４）食品表示基準普及啓発事業
（５）富山市食品衛生協会への補助

家庭用品衛生監視 164 家庭用品製造販売業者
指導費
生活衛生監視指導 2,462 生活衛生関係営業者
費

予防衛生検査費 13,476 市民
 

生活衛生検査費 840 市民

狂犬病予防費 19,510 市民

動物愛護管理事業 667 市民
費

  地域住民や事業所からの依頼に基づき保健所に依頼のあっ
た臨床検査及び健康診断を行い、感染症等のまん延防止に寄
与するもの。
  浴槽水等の水質検査を行うもの。

  狂犬病の発生を予防し、そのまん延を防止するため、犬の
登録事務や捕獲業務を行うもの。

　動物の愛護思想及び適正飼養について普及啓発を行うとと
もに、犬猫の引取り、負傷動物の収容等を行うもの｡

  飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止するもの。
（１）食品関係営業施設の営業許可及び監視指導

（３）不良食品の撲滅対策

  家庭用品の製造・販売業の監視指導や指定有害物質の試験
検査を行い、被害の発生防止に努めるもの。
  環境衛生関係営業施設や生活衛生施設に対し監視指導を行
い、公衆衛生の向上に努めるもの。
  浄化槽の保守管理について、適正な指導を行い、生活環境
の保全に努めるもの。

　　・若年層のための心の相談
　　・若者の支援のためのゲートキーパーの養成

（３）自殺対策事業

事    業    内    容

　（目）　06 精神保健福祉対策費
事    業    内    容
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　(項）　02 環境衛生費 64,096 千円（保健所事業分）

61,698 千円 （単位：千円)

事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
大気汚染対策費 39,312 市民（環境） 生活衛生課

工場・事業場（大気汚
染物質、悪臭等発生源）

水質汚濁対策費 18,153 市民（環境）
　 工場・事業場（水質汚

濁物質排出源）
環境ホルモン等 4,233 市民（環境）
実態調査事業費 工場・事業場（ダイオ

キシン類排出施設）

2,398 千円 （単位：千円)

事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
産業廃棄物監視指 2,398 産業廃棄物処分場及び 生活衛生課
導費 産業廃棄物排出事業所

　(項）　01　保健衛生費 788,347 千円（こども健康課事業分）

781,992 千円 （単位：千円)

事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
４か月児健診事業 2,302 ３～４か月児 こども健康課

費
・毎月10回（年間120回実施）

１歳６か月児健診 4,600 １歳６～７か月児
事業費

・毎月7～12回（年間95回実施）
三歳児健診事業費 5,546 ３歳７～８か月児

・毎月7～12回（年間97回実施）
児童環境づくり 1,250 地区の自治振興会長か
基盤整備事業費 ら推薦され、市長から
（保健推進員活動事業費） 委嘱を受けた者
新生児・未熟児・ 7,257 妊産婦・新生児・未熟児
妊産婦訪問指導費
 

妊産婦・乳児健康 325,290 妊産婦・新生児・乳児 （１）妊産婦・乳児健康診査
診査費
  

（４）新生児聴覚検査費助成事業
（５）多胎妊娠の健康診査費支援事業

（７）１か月児健康診査助成事業

不妊治療費等助成 11,809 不妊に悩む夫婦 （１）特定不妊治療費助成事業
事業費

（２）不育症治療費助成事業

（３）妊活ペア検査（不妊検査）費助成事業

（目）　06 環境保全費
事    業    内    容

　大気汚染防止法に基づき事業場から排出されるばい煙や粉
じん、自動車排出ガスによる大気汚染状況を常時監視すると
ともに、発生源に対する監視測定を行うもの。
　水質汚濁防止法に基づき公共用水域等（河川、湖沼、地下
水、底質等）の環境測定及び工場・事業場排水の監視測定を
行うもの。
　ダイオキシン類対策特別措置法に基づきダイオキシン類の
大気、河川、地下水、土壌における環境調査及び工場・事業
場等発生源の監視測定を行うもの。

  （目）　08 産業廃棄物対策費
事    業    内    容

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき産業廃棄物の
適正処理を推進するため、廃棄物処理業者・排出事業者の監
視指導を行うもの。

（参考　他部署関連事業分）

 　（目）　02 母子保健事業費
事    業    内    容

　３～４か月児の時点において健康診査を実施し、疾病の早
期発見に努め、心身の健全な発達を促すもの。

  １歳６か月児の時点において健康診査を実施し、適切な保
健指導を行うことにより、幼児の健康保持及び増進を図るも
の。

  身体発育及び精神発達の面からも重要な時期である３歳児
に対し、健康診査を実施し、その結果に基づき必要な保健指
導を行い、児の健全育成を図るもの。
　検査機器を用いた視力検査調査研究事業を行う。

　保健推進員を委嘱し、地域における母子保健の向上や疾病
予防及び健康の保持増進を円滑に推進することを目的とし
て、研修会の開催等を行うもの。
（１）妊産婦・新生児・未熟児に対し、日常生活指導を行う
とともに、疾病予防や心身の発育・発達等の異常の早期発
見、早期治療を促すもの。
　また、特に支援が必要と判断される乳幼児及び妊産婦等に
対し、専門的相談支援を行い、産後うつ予防や虐待予防を図
る。

（２）産前産後ヘルパー派遣事業
　重度のつわりなどで日常生活が困難な妊婦や生後６か月ま
での子どもがいる家庭にヘルパーを派遣し、環境の変化や過
労による負担の軽減を図ることで、産後うつや母の育児負担
感の軽減を図るもの。

（３）子育て世帯訪問支援事業
  家事・育児等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊
産婦、ヤングケアラー等がいる家庭に訪問し支援を実施し、
家庭や養育環境を整え、虐待リスク等の高まりを未然に防ぐ
もの。

  すこやかな子どもを生み育てるため、妊産婦・乳児の健康
診査を医療機関に委託して行うもの。
（２）母子健康手帳交付　    　　
（３）産婦健康診査　　　　　    　　

（６）初回産科受診料支援事業

（８）個別配慮型の乳幼児健康診査費用助成事業

流産等を繰り返している
女性等

  不妊に関する相談指導を行うとともに、特定不妊治療を受
けている夫婦に対する助成を行い、経済的及び精神的負担を
軽減し、少子化対策の充実を図るもの。

　不育症の検査や治療に要する費用の一部を助成することに
より、その経済的負担及び精神的負担を軽減し、出産を望む
方への支援を行うもの。

　子どもを望んでいる夫婦が早期に不妊検査を受け、必要に
応じて適切な治療開始ができるよう、不妊検査に係る費用の
助成を行い、経済的負担の軽減を図るとともに少子化対策の
充実を図るもの。



事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
すこやか子育て支 3,059 妊娠５～８か月頃の妊婦とその夫 （１）パパママセミナー 年22回 こども健康課

援事業費 ４～６か月の乳児とその保護者 （２）赤ちゃん教室　   年15回
乳児とその保護者 （３）仲間づくりの赤ちゃん教室
乳幼児とその保護者 （４）乳幼児健康相談  
2～3か月の乳児とその保護者 （５）こんにちは赤ちゃん事業

乳幼児発達支援事 2,470 乳幼児健康診査
業費 要観察児等

切れ目ない子育て 43,321
支援体制構築事業

（１）こども家庭センター運営事業（母子保健）
（２）医療機関等連携会議
（３）妊娠・出産に関する知識の普及啓発事業
（４）産後ケア事業
（５）産後ケア事業（助産所委託）
（６）プレコンセプションケア事業

出産・子育て応援
事業費

300,239 妊産婦等

母子保健一般管理費 74,849 人件費、諸経費等
母子保健事業補助業務委託

6,355 千円 （単位：千円)

事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
口腔衛生予防対策 6,355 妊婦・乳幼児 （１）むし歯予防 こども健康課

費  ・よい歯づくり講座、フッ素塗布 　 　
 ・各種教室等でのむし歯予防指導
 ・歯科衛生教育
 ・乳幼児健康相談等
（２）妊婦歯科健診
　妊娠中の歯科健診を助成（無料）

（款）　03　民生費
　(項）　01　社会福祉費

41,491 千円 （単位：千円)

事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
保健福祉センター 41,491 　施設維持管理費等 福祉政策課
運営費

事    業    内    容

 　（目）　01 社会福祉総務費
事    業    内    容

　運動発達健診  月１回、精神発達健診  月５回
妊産婦及び乳幼児とその
保護者等

　妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目ない支援体制を
構築し、全ての妊産婦等が安心して妊娠・出産・子育てを行
い、子どもが健やかに育つような環境を整備するもの。

　妊娠期から子育て期の伴走型相談支援と経済的支援の一体
的実施による、安心して子育てができる環境づくりを推進す
るもの。
（１）伴走型相談支援（妊婦等包括相談支援事業）
（２）経済的支援（妊婦のための支援給付）
（３）働くママ応援実証事業（妊婦等包括相談支援事業）

母子保健に係る一般事務
に要する費用

（目）　05 予  防  費

事    業    内    容

  乳幼児期において心身発達の遅滞や障害を早期に発見し、
適切な療育指導を行うことにより、障害の軽減をはかり、二
次的な障害の予防を行うもの。
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2-3　令和７年度決算の概況

(１)(款)衛生費(項)保健衛生費（保健所事業分）

     現年度分 （単位：千円）

執　行　率

(%)

保健衛生総務費 1,313,802 1,464,086 1,420,943 97.1

母子保健事業費 8,634 10,636 4,716 44.3

成人保健事業費 570,900 573,460 555,915 96.9

健康づくり事業費 9,164 9,164 7,850 85.7

予防費 1,701,500 2,173,030 1,757,669 80.9

精神保健福祉対策費 10,942 10,942 9,165 83.8

衛生検査費 56,953 57,647 53,916 93.5

合　　　　計 3,671,895 4,298,965 3,810,174 88.6

     逓次繰越分 （単位：千円）

執　行　率

(%)

保健衛生総務費 0 169,200 164,170 97.0

(２)(款)衛生費(項)環境衛生費（保健所事業分）

     現年度分 （単位：千円）

執　行　率

(%)

環境保全費 62,389 62,389 61,370 98.4

産業廃棄物対策費 2,310 2,310 2,278 98.6

合　　　　計 64,699 64,699 63,648 98.4

(３)(款)衛生費(項)保健衛生費（こども健康課事業分）

     現年度分 （単位：千円）

執　行　率

(%)

母子保健事業費 767,588 768,329 738,236 96.1

予防費 6,096 6,096 5,790 95.0

合　　　　計 773,684 774,425 744,026 96.1

(４)(款)民生費(項)社会福祉費（保健福祉センター事業分）

     現年度分 （単位：千円）

執　行　率

(%)

社会福祉総務費 101,702 100,838 71,623 71.0

区　　　　　分 当初予算額 現計予算額 決　算　額 備　　考

区　　　　　分 当初予算額 現計予算額 決　算　額 備　　考

区　　　　　分 当初予算額 現計予算額 決　算　額 備　　考

区　　　　　分 当初予算額 現計予算額 決　算　額 備　　考

区　　　　　分 当初予算額 現計予算額 決　算　額 備　　考



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３章   令和７年度保健所事業実績 
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第３章 令和７年度保健所事業実績 

     

3‐1  人口動態調査結果の概要（令和６年） 

 

厚生労働省「人口動態調査」の調査票情報を利用し富山市で独自集計し作成。公表数とは一致しない場合がある。 

   富山市の概要 

   ア 出生数は２，２９３人で、令和５年より１６７人減少し、出生率は人口千対５．８（富山県５．２・全国５．７）で

ある。（表１） 

   イ 死亡数は５，５０８人で、令和５年より５４人減少し、死亡率は人口千対１３．９（富山県１５．６・全国１３．

３）である。（表１） 

   ウ 乳児死亡数は３人で、乳児死亡率は出生千対１．３（富山県１．２・全国１．８）である。（表１） 

   エ 周産期死亡数は４人で、周産期死亡率は出産千対１．７（富山県２．８・全国３．３）である。（表１） 

   オ 死因の第１位は悪性新生物（がん） 

     死因別では、第１位は悪性新生物（１，３１３人、人口１０万対３３２．２）、第２位は心疾患（７４０人、人口１

０万対１８７．２）、 第３位が老衰（７１４人、人口１０万対１８０．６）である。（表２－１） 

   カ 悪性新生物の発生部位別死亡数については、気管、気管支及び肺が２３８人（人口１０万対６０．２）で、悪性新生

物の１８．１％を占めている。 

     次に多いのが膵で１３４人（人口１０万対３３．９）となっており、悪性新生物の１０．２％を占めている。 

     悪性新生物の死亡数を男女別にみると、男性は７２７人（人口１０万対３７３．６）、女性は５８６人（人口１０万

対２８６．８）で、男性の方が多い。（表４） 
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3-3 医事・薬事等 

 

3-3-1 医療施設指導監督事業 

（１） 事業目的 

（ア） 診療所、助産所、施術所、歯科技工所及び衛生検査所の開設等に係わる許可事務及び立入検査を行う。 

（イ） 医療安全支援センターを設置し、医療安全等に関する市民からの苦情や相談に対応する。市民に対して医療のか

かり方等について啓発を行う。 

（ウ） 医療従事者等の免許申請の経由事務を行う。 

 

（２） 根拠法令 

医療法、あん摩マッサ－ジ指圧師・はり師・きゅう師等に関する法律、柔道整復師法、歯科技工士法、死体解剖

保存法、臨床検査技師等に関する法律、医師法、歯科医師法、薬剤師法、保健師助産師看護師法、理学療法士及

び作業療法士法、診療放射線技師法、視能訓練士法、母体保護法、栄養士法 

 

（３） 施設数（令和８年３月３１日現在） 

 病院 一般診療所 歯科診療所 助産所 施術所 歯科技工所 衛生検査所 

施設 ４３ ３４２ １８７ １５ ４０３ ６７ ３ 

 

（４） 病床数（令和８年３月３１日現在） 

病床 

病院 
診療所 

一般 療養 精神 結核 感染症 計 

３，４６１ １，７９１ １，２２１ １３ １３ ６，４９９ １７６ 

 

（５） 事業実績（令和７年度） 

（ア）許認可事務 

 
一般診療所 歯科診療所 助産所 

開設許可 使用許可 開設届 その他 開設許可 使用許可 開設届 その他 開設許可 使用許可 開設届 その他 

件数 １６ １ ２１ １５６ ８ ０ １３ ５１ ０ ０ ０ ８ 

 

 
施術所 歯科技工所 衛生検査所 

開設届 その他 開設届 その他 登録 その他 

件数 ８ ４１ １ ４ ０ ０ 

 

（イ）医療監視 

 病院 診療所 監視項目 

医療安全、院内感染対策、医薬品安全管理、医療機器安全管理 等 件数 ４３ ６６ 

 

（ウ） 医療安全支援センター相談数       （エ）市役所出前講座（上手な医療のかかり方） 

 苦  情 相  談   
３回 ４０人 

 件  数 ４０ １５１  
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（オ）医療従事者等免許申請 ※うち（ ）内は新規取得者数 

  医師 歯科医師 薬剤師 保健師 助産師 看護師 准看護師 

件数 ７４（５６） １１（５） ６７（２７） ７６（４０） １６（５） ３７１（１９０） ３５（２１） 

 

  
診療放射線 

技師 
臨床検査技師 理学療法士 作業療法士 視能訓練士 

受胎調節実地

指導員 
栄養士 管理栄養士 

件数 １３（７） ２２（１７） ３９（２７） ２４（１３） ２（１） １（０） ５４（３０） ５７（３２） 

 

 

3-3-2 薬事衛生事業 

（１） 事業目的 

（ア）薬局、医薬品販売業、医療機器販売業の許可事務及び監視指導を行う。 

（イ）毒物劇物販売業の登録事務及び監視指導を行う。 

（ウ）市民に対し、医薬品の適正使用や薬物乱用防止等に関する知識の普及啓発を行う。 

 

（２） 根拠法令 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律、毒物及び劇物取締法 

 

（３） 施設数（令和８年３月３１日現在） 

業 種 薬局 
薬局製造販売医薬品

製造販売業・製造業 
店舗販売業 

高度管理医療機

器等販売業・貸

与業 

高度管理医療機

器等販売業 

高度管理医療機

器等貸与業 

施設数 ２２２ １２ １５７ ２０７ １３０ １ 

 

業 種 
管理医療機器 

販売業・貸与業 

管理医療機器 

販 売 業 

毒 物 劇 物 

一 般 販 売 業 

毒 物 劇 物 

農業用品目販売業 

毒 物 劇 物 

特定品目販売業 

施設数 １０９ １，０８７ ２２６ ２４ ８ 

 

（４） 事業実績（令和７年度） 

（ア）許認可事務 

業 種 

薬 局 
薬局製造販売医薬品 

製造販売業・製造業 
店舗販売業 

新規許可 許可更新 変更届等 新規許可 許可更新 変更届等 新規許可 許可更新 変更届等 

件  数 ５ ３３ １,１８９ ０ ０ ０ ３ １４ ８６７ 

 

業 種 

高度管理医療機器等 

販売業・貸与業 

高度管理医療機器等 

販売業 

管理医療機器 

販売業・貸与業 

管理医療機器 

販売業 

新規許可 許可更新 変更届等 新規許可 許可更新 変更届等 届出 変更届等 届出 変更届等 

件  数 １４ ２６ １４２ ５ １５ ９１ １２ ９ ９５ ６０ 

 

業 種 

毒物劇物一般販売業 毒物劇物農業用品目販売業 毒物劇物特定品目販売業 

新規登録 登録更新 変更届等 新規登録 登録更新 変更届等 新規登録 登録更新 変更届等 

件  数 １０ ２５ ６１ ０ ４ １４ ０ ２ ０ 
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（イ）監視指導 

業 種 薬局 
薬局製造販売医薬品 

製造販売業・製造業 
店舗販売業 

高度管理医療機器

等販売業・貸与業 

高度管理医療機器 

等販売業 

管理医療機器 

販売業・貸与

業 

管理医療機器 

販売業 

件 数 ３７ ０ １７ ３２ ９ ３ ０ 

 

業 種 
毒物劇物 

一般販売業 

毒物劇物 

農業用品目販売業 

毒物劇物 

特定品目販売業 

件 数 １６ ２ １ 

 

（ウ）市役所出前講座（薬のことを知りましょう） 

５回 １４１人 
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3-3-3 統計調査事業 

（１） 事業目的 

厚生労働行政全般の基礎資料とするため、関係法令に基づき、人口動態、地域保健事業の実施状況、病院等の動

態、患者数、保健医療・福祉等の国民生活の基礎的事項等の調査・報告を行う。 

 

（２） 根拠法令 

地域保健法、統計法、戸籍法等 

 

（３） 事業実績（令和７年度） 

人口動態調査、地域保健・健康増進事業報告、衛生行政報告例、病院報告、医療施設動態調査 等 

 

（４） 医療関係資格者届出数 （隔年調査  令和６年１２月３１日現在） 

 医師 歯科医師 薬剤師 保健師 助産師 看護師 准看護師 

人数 １，５７７ ２８７ １，５１４ ２９３ ２２７ ６，６２９ ９１９ 

 

 

3-3-4 献血等推進事業 

（１） 事業目的 

（ア）市民に対し、献血・骨髄移植等について啓発を行う。 

（イ）骨髄移植の提供者（ドナ－）の登録を推進する。  

 

（２） 根拠法令 

安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律、移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進に関する法律、

臓器の移植に関する法律 

 

（３） 事業実績（令和７年度） 

（ア）普及啓発事業 

・関係機関での普及啓発ポスタ－等の掲示、パンフレット類の配置 

・市広報に特集記事を掲載 

・市内関係機関等へ臓器提供意思表示カ－ドの配布 

・骨髄バンクドナ－登録会への参加協力 

（イ）庁内献血 

 全血献血 

回数 ３ 
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3-3-5 保健所実習 
  （1）目  的 
    保健師助産師看護師学校養成所指定規則等に規定する実習を実施するもの。 
  （2）根拠法規等 
    保健師助産師看護師法、歯科衛生士法、栄養士法、歯科医師法、医師法 
  （3）事業実績（令和７年度） 

 
（ア）看護師 

学 校 名 実  習  期  間  受け入れ機関 人数 

富山大学医学部 
看護学科 

令和7年4月22日～5月 1日（計7日間） 
令和7年7月22日～7月31日（計8日間） 

八尾保健福祉センター 
5名 

4名 

令和7年5月27日～6月5日（計8日間） 大沢野保健福祉センター 4名 

令和7年6月24日～7月3日（計8日間） 大山保健福祉センター 4名 

富山市立 
看護専門学校 

令和7年4月25日～9月16日（計6日間） 
令和8年2月 6日～2月10日（計2日間） 

北保健福祉センター 18名 

令和7年5月23日～10月6日（計6日間） 
令和8年2月27日～ 3月2日（計2日間） 

中央保健福祉センター 16名 

富山市医師会看護 
専門学校 

令和7年5月28日～8月8日（計15日間） 西保健福祉センター 26名 

富山県立いずみ高等
学校専攻科 

令和8年1月9日～令和8年2月20日 
（計24日間） 

保健予防課 34名 

 
（イ） 保健師 

学 校 名 実  習  期  間 受け入れ機関 人数 

富山県立大学 
看護学専攻科 

令和7年9月22日～10月24日（計18日間） 
南保健福祉センター 
地域健康課 

3名 

 
（ウ）管理栄養士 

学 校 名 実  習  期  間  受け入れ機関 人数 

富山短期大学専攻科 
令和7年8月6日、8月18日、8月19日、 

9月4日、9月8日（計5日間） 
地域健康課 

5名 

武庫川女子大学 1名 

 
（エ）医師 

学 校 名 実  習  期  間 受け入れ機関 人数 

獨協医科大学 
令和7年 9月16日～ 9月19日（計4日） 
令和7年11月25日～11月28日（計4日） 

富山市保健所 8名 

 
    （オ）歯科衛生士 

学 校 名 実  習  期  間 受け入れ機関 人数 

富山歯科総合学院 令和7年4月22日～10月16日（計17日間） 富山市保健所 19名 

 
    （カ）歯科医師 

学 校 名 実  習  期  間 受け入れ機関 人数 

富山大学 令和7年9月18日～12月1日（計4日間） 富山市保健所 2名 
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3-4 母子保健 

3-4-1 家族計画相談、婚前教育指導事業 

 （1）事業目的 

     母体保護の立場から健やかな子供を生み育てるための相談を行うとともに、命の尊さ、生命 

    倫理についての啓発を図る。 

 （2）根拠法令 

     母子保健法、母体保護法 

 （3）事業実績 

  （ア）遺伝相談事業                                    （件） 

      年度 

区分 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

延数 疾 患 名 延数 疾 患 名 延数 疾 患 名 

一 
 
 
 

次 
 
 
 

相 
 
 
 
 

談 

耳鼻咽喉科領域 ２１ 

難聴      １５ 

中耳炎      １ 

アレルギー性鼻炎 １ 

聴力       ４ 

１７ 

難聴      １１ 

中耳炎      １ 

アレルギー性鼻炎 １ 

聴力       ４ 

２１ 

難聴      １２ 

中耳炎      １ 

耳垢       １ 

アレルギー性鼻炎 ２ 

聴力       ５ 

精神・神経系領域 １０ 

発達障害     ２ 

知的障害     ５ 

その他      ３ ６ 

自閉症      １ 

発達障害     ３ 

知的障害     １ 

その他      １ 

９ 

自閉症      １ 

発達障害     ３ 

言葉の遅れ    １ 

知的障害     １ 

その他      ３ 

眼科系領域 ５８ 

斜視      １３ 

遠視       ５ 

近視       ３ 

乱視      ２１ 

弱視       ７ 

色覚異常     ３ 

視力について   ６ 

４１ 

斜視       ９ 

遠視       ７ 

乱視      １２ 

弱視       ３ 

色覚異常     １ 

視力について   ９ 

３９ 

斜視       ９ 

遠視       ３ 

近視       １ 

乱視      １３ 

弱視       ６ 

色覚異常     １ 

白内障      ２ 

逆さまつげ    １ 

視力について   ３ 

代謝性疾患 ４ 
糖尿病      ２ 

その他      ２ 
１ 

バセドウ病    １ 
３ 

糖尿病      １ 

その他      ２ 

小児内科系領域 ５３ 

低身長     ２６ 

体格       ８ 

アレルギー    ９ 

頭囲       ５ 

熱性けいれん   １ 

ひきつけ     １ 

喘息       ３ 

３４ 

低身長     １６ 

体格       ６ 

アレルギー    ６ 

心雑音      １ 

熱性けいれん   １ 

喘息       ４ 

５２ 

低身長     ２１ 

体格      １１ 

アレルギー    ７ 

心雑音      １ 

頭位       ７ 

熱性けいれん   １ 

てんかん     １ 

喘息       ３ 

整形外科系領域 １２ 

先天性股脱    ９ 

脱臼       ２ 

その他      ５ 

８ 

先天性股脱    ７ 

その他      １ １５ 

先天性股脱   １１ 

その他      ４ 

染色体異常 ０  １ その他      １ １ その他      １ 

皮膚・腎・泌尿器

領域 
１８ 

アトピー    １１ 

尿蛋白      ４ 

その他      ３ 
１２ 

アトピー     ７ 

尿蛋白      ２ 

湿疹       １ 

その他      ２ 

９ 

アトピー     ６ 

カフェオレスポット１ 

湿疹       １ 

その他      １ 

その他 ２２ 

反対咬合     ５ 

交叉咬合     １ 

歯並び      ４ 

あざ       １ 

口腔口蓋裂    １ 

その他     １０ 

１５ 

反対咬合     ３ 

交叉咬合     １ 

歯並び      ５ 

あざ       １ 

口腔口蓋裂    １ 

その他     １４ 

１８ 

反対咬合     ２ 

歯並び      ３ 

耳の形      １ 

その他     １３ 

 
計 

実数 １９８ １４５ １６６ 

延数 １９８ １４５ １６８ 

二次相談 ０ ０ １ 

 

（イ） 家族計画相談事業                     （件） 

年度 
 区分 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

家族計画相談 ７９１ ６２６ ５７６ 
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3-4-2 身体障害児等医療費助成事業 

 

 ・自立支援医療費給付事業 

  (１) 事業の目的 

      身体に障害のある児童に対し、生活能力を得るために必要な医療の給付を行い、児童の健全育   

成を図る。 

  (２) 根拠法令等 

      障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、富山市障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律施行細則 

  (３) 事業実績 

      自立支援医療（育成医療）給付決定件数              （件） 

 区分     年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 総   数 ８５ ６９ ４１ 

 
 肢体不自由 １１ ８ ４ 

 視覚障害 ２７ １８ ７ 

 聴覚･平衡機能障害 ８ １０ ４ 

 音声・言語機能障害 ２５ ２４ ２０ 

 心臓障害 １１ ９ ６ 

 腎臓障害 ０ ０ ０ 

肝臓障害 １ ０ ０ 

  その他の障害 ２ ０ ０ 

                     給付決定件数は、毎年３月から翌年２月分  
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3-5 成人保健 
 

3-5-1 健康手帳の交付 
  （１）事業目的  
      健康手帳は特定健診・保健指導等の記録、その他健康の保持のために必要な事項を記載

し、自らの健康管理と適切な医療に資することを目的とする。 
  （２）根拠法令 

     健康増進法 
（３）事業実績             （件） 

年度 新規 再交付 

令和５年度 ２，２１２ ２，５６１ 

令和６年度 ２，０４６ １，７４０ 

令和７年度 ２，１４１ １，４２７ 

 

3-5-2 健康教育事業 
  （１）事業目的 

生活習慣病の予防、健康増進、寝たきり予防等、健康に関する正しい知識の普及を図る
ことにより、「自分の体は自分で守る」という認識と自覚を高め、壮年期からの健康の保持
増進に資することを目的とする。 

  （２）根拠法令 
      健康増進法 
  （３）事業実績 

    
 区 分 
 

年 度    

地区健康教育 糖尿病予防教室 

回数(回) 人数（人） 
（再掲）40～64歳 

回数(回) 
人  数(人) 

（回） （人） 実 延 

令和５年度 ４０７ ９，５９２ ２３０ １，７７４ ９ ５３ １２２ 

令和６年度 ５００ １０，６８４ ２１０ １，４５１ ９ ６４ １４７ 

令和７年度 ４３０ １１，１０２ ２５０ １，９７２ ※生活習慣病予防教室に計上 

 

令和7年度より、糖尿病予防教室に代わり１コース５回の継続教室を実施 

    
 区 分 
 

年 度    

生活習慣病予防教室（からだ・かわる＋教室）  
教室３か月後事後フォロー（人） 

（手紙、電話等での支援） 回数(回) 
人数（人） （再掲）40～64歳 

実 延 （回） （人） 

令和７年度 ３５ ７３ ３２０ ３５ ３０２ ６６ 

                              

3-5-3 健康相談事業 
  （１）事業目的 

        心身の健康に関する個別の相談に応じ、必要な指導及び助言を行い、家庭における健康
管理を支援する。 

  （２）根拠法令 
      健康増進法 
  （３）事業実績 

(ア） 各種健康相談 
 
区分 

 
年度 

各 種 健 康 相 談 糖 尿 病 相 談 

人数（人） 
（再掲）  

40～64歳（人） 
回数(回) 人数(人) 

(再掲) 
40～64歳(人) 

令和５年度 ３，７４９ ８８５ １２ ３７ １４ 

令和６年度 ４，５０８ ９４３ ※重点健康相談に計上 

令和７年度 １，００４ ７６     ※重点健康相談に計上 
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   (イ） 福祉申請受付及び福祉相談     （件） 

区分 
年度 福祉申請受付 福 祉 相 談 

令和５年度 ６２４ ３３３ 

令和６年度 ６３２ １７９ 

令和７年度 ６４８ ２７９ 
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3-5-4 保健・医療・福祉ネットワーク事業 
  （１）事業目的 
      地域で保健･医療･福祉の様々な相談や、健康の保持増進、生活習慣病の予防に関する相

談に応じ、必要な指導及び助言を行い、家庭における健康管理に資する。 
  （２）根拠法令 
      健康増進法 
  （３）事業実績 

（ア）総合健康相談 
   

区分 
 
年度 

相 談 状 況 

相談総数 

相   談   内   容 （延件数） 

回 数 
(回) 

個 別 相 談 
者 数 (人) 

（再掲） 
40～64歳 
（人） 

健 康 
相 談 

福 祉 
相 談 

栄 養 
相 談 

医 療 
相 談 

子  育  て 

児童相談 
その他 

令和５年度 164 2,732 528 2,843 2,459 8 148 4 218 6 

令和６年度 134 2,178 416 2,259 2,070 4 100 0  82 3 

 令和７年度 105 1,159 247 1,341 1,053 4 235 0 47 2 

（イ）重点健康相談（令和4年度より、糖尿病や高血圧などを重点テーマとし実施） 
  

区分 
 
年度 

相 談 状 況 

相談総数 

相   談   内   容 （延件数） 

回 数 
(回) 

個 別 相 談 
者 数 (人) 

（再掲） 
40～64歳 
（人） 

健 康 
相 談 

福 祉 
相 談 

栄 養 
相 談 

医 療 
相 談 

子  育  て 

児童相談 
その他 

令和５年度 26 191 36 251 193 2 56 0 0 0 

令和６年度 85 1,137 217 1,303 1,127 0 175 0 0 1 

令和７年度 60 714 214 824 643 0 175 0 6 0 

※令和7年度は、生活習慣病予防教室5回目の人数を含む 
 
3-5-5 訪問指導事業 

  （１）事業目的 
健康診査後の有所見者や、虚弱者、認知症等に対して訪問指導を行い、心身の機能低下を

防止し、健康の保持増進を図る。 
  （２）根拠法令 
      健康増進法 
  （３）事業実績 
    (ア) 対象者別訪問状況 

年  度 訪問数（人） 
（再掲） 

40～64歳 

内    訳 

健康診査後 

の有所見者 
虚弱者 

介護に携

わる家族 
認知症 寝たきり者 その他 

令和 ５ 年度 
実人数 228 102  54  26 22  3 1 122 

延人数 706 330  91 101 80  8 8 418 

令和 ６ 年度 
実人数 202  98  56  25 21  7 1  86 

延人数 523 234 112  80 77 17 1 230 

令和 ７ 年度 
実人数 135 55 32 10 18 7 0 68 

延人数 424 225 96 39 47 9 0 233 

    (イ) 訪問指導者別訪問状況 

年  度  訪問回数（回） 
内     訳 （延 数） 

保健師 看護師 栄養士 

令和 ５ 年度 
実回数 188 153 33  2 

延回数 658 601 36 21 

令和 ６ 年度 
実回数 175 156 8 11 

延回数 501 479 8 14 

令和 ７ 年度 
実回数 127 123 - 4 

延回数 420 416 - 4 
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3-5-6 健康診査事業 
  （１）事業目的 
      各種健康診査を実施することにより、脳卒中や心臓病の発症因子とされている高血圧や

脂質異常症等の生活習慣病の早期発見・早期治療に結びつけるとともに、生活習慣病予防
のための健康習慣づくりの定着化を図る。 

（２）根拠法令 
      健康増進法 
  （３）事業実績 

(ア)健康診査（生活保護受給者等）（令和７年度）      
  （単位：人） 

対象者数 受診者数 
受診率 
（％） 

詳細検査 
受診者数 

判 定 区 分  

異常なし 
（％） 

要観察 
（％） 

要精査 
（％） 

要医療 
（％） 

治療中 
（％） 

２，１８０ １８４ ８．４ １０１ 
１１ 

（ ６ ． ０ ） 
３３ 

（１７．９） 
１３

（７．１） 
２０ 

（１０．９） 
１０７ 

（５８．１） 

※詳細検査の実施項目は貧血検査、心電図検査、眼底検査、血清クレアチニン検査であり、その
内、貧血検査、血清クレアチニン検査は受診者全員に実施。 

 
     (イ)有所見者の内訳（令和７年度） 

項目 

血 圧  脂質異常 糖尿病 

肝疾患 
（疑い含む） 保健指導 

判定値 
高血圧症 
有病者 

HDL 

(40 ㎎/㎗未満) 

糖尿病 

予備群 

糖尿病 

有病者 

人 ５１ ８３ ２０ ７０ ４３ ２６ 

％ ２７．７ ４５．１ １０．９ ３８.０ ２３．４ １４．１ 

※「高血圧症有病者」は、血圧を下げる薬を服用中の者を含む。 
※「糖尿病有病者」は、血糖を下げる薬を服用中の者を含む。 

（ウ)肝炎ウイルス検診受診状況（令和７年度） 

区分 
対象者数 

（人） 

受診者数（人） 
受診率

（％） 

判定結果（人） 

計 
C型と 

B型 

C型 

のみ 

B型 

のみ 

C型 B型 

判定１ 判定２ 判定３ 判定４ 判定５ 陽性 陰性 

節目 

検診 

40歳 １，３９３ １６９ １６９ ０ ０ １２．１ ０ ０ ０ ０ １６９ ０ １６９ 

45歳 １，２３３  ５７  ５７ ０ ０ ４．６ ０ ０ ０ ０  ５７ ０  ５７ 

50歳 １，５２８ １０８ １０８ ０ ０ ７．１ ０ ０ ０ １ １０７ ０ １０８ 

55歳 １，６０１  ９８  ９８ ０ ０ ６．１ ０ ０ ０ ０  ９８ ０  ９８ 

60歳 １，２２４  ９７  ９７ ０ ０ ７．９ ０ ０ ０ ０  ９７ ０  ９７ 

計 ６，９７９ ５２９ ５２９ ０ ０ ７．６ ０ ０ ０ １ ５２８ ０ ５２９ 

 節目外 

検診 

節目検診 

未受診者 ― 
 ２４  ２４ ０ ０ 

― 

０ ０ ０ ０  ２４ ０  ２４ 

二次検診   ０   ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０   ０ ０   ０ 

単独検診 ―  ６１  ６１ ０ ０ ― ０ ０ ０ ０  ６１ ０  ６１ 

※Ｃ型肝炎ウイルス検査判定（平成２５年度から判定区分の変更があった） 
 判定１、２：「現在、Ｃ型肝炎ウイルスに感染している可能性が高い」 
 判定３、４、５：「現在、Ｃ型肝炎ウイルスに感染している可能性が低い」 

 
（エ）骨粗しょう症検診（令和７年度） 

対象者数
（人） 

受診者数 
（人） 

受診率 
（％） 

判  定  区  分 

異常なし 要指導 要精検 

２，０６７ ２９４ １４．２ ２５８ ２２ １４ 

    ※対象は、40歳及び50歳の女性のみ 
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3-5-7 がん検診事業 
  （１）事業目的 

       死因の第１位であるがんを早期に発見し治療に結びつけるため受診率の向上を図る。また、
正しい知識の普及により、日常生活を工夫改善し、がんを予防すること等により、死亡率を
軽減し健康な生活を送ることができるようこの事業を実施する。 

  （２）根拠法令 
          健康増進法、がん対策基本法 

 

・各種がん検診内容等 

区    分 

集 団 検 診 に よ る も の 
施設検診によるも

の 

対象者 受 付 及 び 問 診 検                 診 
 検  診    

内  容 時      間 担 当 者 
時       

間 
内        容 

胃がん検診 午前 

8：30～10：00 

または 

8：30～9：30 

会場により

異なる 

保 健 師 

看 護 師 

事 務 員 

 
午前 

8：30～12：00 

問 診 

胃部Ｘ線間接撮影 

問 診 

胃部Ｘ線直接撮影 

または内視鏡検査 

40歳以上の国

民健康保険の

被保険者や健

康保険加入者

の家族など 

＊ただし、胃

がん検診の内

視鏡検査は2年

に1度 

（50歳以上） 

肺がん検診 

保 健 師 

看 護 師 

事 務 員 

 

問 診 

胸部Ｘ線間接撮影 

喀 痰 採 取 

問 診 

胸部Ｘ線直接撮影 

喀 痰 採 取 

子宮がん検診 

午前 

8：30～9：30 

午後 

13：00～14：00 

会場により 

異なる 

保 健 師 

看 護 師 

事 務 員 

 午前 

8：30～11：00 

午後 

13：00～15：00 

会場により 

異なる 

問 診 

視 診 

内 診 

頸 部 細 胞 採 取 

問 診 

視 診 

内 診 

頸 部 細 胞 採 取 

必要に応じて体部細胞採取 

20歳以上の女

性で国民健康

保険の被保険

者や健康保険

加入者の家族

など 

＊ただし、2年

に1度 

乳がん検診 

保 健 師 

看 護 師 

事 務 員 

 

問 診 
マンモグラフィ 

問 診 
視 診 
マンモグラフィ 
または超音波検査 
＊ﾏﾝﾓｸﾞﾗﾌｨの 
撮影枚数は、40
歳～49歳の方は
4枚、50歳以上
の方は2枚 

40 歳以上の女

性で国民健康

保険の被保険

者や健康保険

加入者の家族

など 
＊ただし、2年
に1度 

大腸がん検診  
問 診 
便潜血反応検査 

40歳以上の国
民健康保険の
被保険者や健
康保険加入者
の家族など 

前立腺がん検診  

問 診 
血 液 検 査 
（前立腺特異抗原検

査） 

満 50 歳・55 歳

・60 歳・65 歳

の男性で、国

民健康保険の

被保険者や健

康保険加入者

の家族など 
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(３) 事業実績 
 胃、子宮、乳がん検診における受診率の算出方法について 
 
  ・対象者数(※)は、年１回行うがん検診の場合と同様の考え方で算出（国の地域保健・健康増進事業報告に基づく） 

・受診率＝{(前年度の受診者数)＋(当該年度の受診者数)－(前年度及び当該年度における２年連続受診者数)}／(当該年度の対象者数（※）)×100  
 
    （ア) 胃がん検診状況                              

      区 分     

 年 度 
（※） 

対象者数（人） 
受診者数（人） 

2年連続受診 

者数（人） 受診率（％） 
要精検者

（人） 
要精検率(％) 

がん発見者数

（人） 

令和 ５ 年度 １５２，５９８ 
１４，４３７ 
（６４６） ３，９０６ １６．５ ６９８ ４．８ ４７ 

令和 ６ 年度 １５０，５５４ 
１４，３８０ 
（５５４） ３，７９３ １６．６ ６５３ ４．５ ５５ 

令和 ７ 年度 １４８，４８７ 
１３，９２５ 
（４１０） ３，６２６ １６．６ ５７４ ４．１ ４０ 

 
 

(イ) 肺がん検診状況                                
       区 分 

 年 度 対象者数（人） 受診者数（人） 受診率（％） 要精検者（人） 要精検率(％) がん発見者数（人） 

令和 ５ 年度 １３９，９３８ 
３１，２１２ 
（７８９） ２２．３ １，０５６ ３．４ １３ 

令和 ６ 年度 １３７，６３６ 
３１，３５１ 
（６９７） ２２．８ １，１３０ ３．６  ９ 

令和 ７ 年度 １３５，５９８ 
３０，８５２ 
（５１５） ２２．８ １，００４ ３．３  ９ 

（ ）内は集団検診受診者再掲 
 

    (ウ) 子宮がん検診状況                              

      区 分 

 年 度 
（※） 

対象者数（人） 

受診者数 

（人） 

2年連続受診 

者数（人） 
受診率（％） 

要精検者 

（人） 

要精検率 

（％） 

がん発見者数

（人） 

令和 ５ 年度 ８９，７４６ 
７，６１４

（２，２１１） 
２９９ １６．８ ７２ ０．９ ３ 

令和 ６ 年度 ８７，５８８ 
７,４８２

（１，９４０） 
２４７ １７．０ ５５ ０．７ ０ 

令和 ７ 年度 ８６，０１７ 
７,０１７

（１，８４７） 
２４５ １６．６ ５３ ０．８ １ 

    

 

(エ) 乳がん検診状況                                
      区 分 

 年 度 
（※） 

対象者数（人） 

受診者数 

（人） 

2年連続受診 

者数（人） 
受診率（％） 

要精検者 

（人） 

要精検率 

（％） 

がん発見者数

（人） 

令和 ５ 年度 ６９，１８２ 
７，６２０ 

（２，３３０） 
３０６ ２１．４   ３３１ ４．３ ２８ 

令和 ６ 年度 ６７，２７４ 
７，６３１ 

（２，０３２） 
３１０ ２２．２   ２６１ ３．４ ２４ 

令和 ７ 年度 ６６，０６４ 
７，２２１ 

（２，０２９） 
２６１ ２２．1   ２４７ ３．４ ２０ 

（再掲） 

ﾏﾝﾓ 

ｸﾞﾗﾌｨ 

令和５年度 ６９，１８２ ６，９５５ ２７７ １９．３ ３２０ ４．６ ２８ 

令和６年度 ６７，２７４ ６，７９２ ２８８ ２０．０ ２４１ ３．５ ２４ 

令和7年度 ６６，０６４ ６，４４５ ２３０ １９．７ ２１８ ３．４ ２０ 

            

 

（オ）大腸がん検診状況  

      区 分 

  年 度 
対象者数（人） 受診者数（人） 受診率（％） 要精検者（人） 要精検率（％） がん発見者数（人） 

令和 ５ 年度 １１４，２６２ ２６，０４０ ２２．８ １，９１０ ７．３  ９０ 

令和 ６ 年度 １１１，８４４ ２６，２４８ ２３．５ ２，１２６ ８．１  ８１ 

令和 ７ 年度 １０９，９３８ ２５，７４０ ２３．４ ２，０５０ ８．０  ８６ 

                                   

・令和元年度から50歳以上の内視鏡検査は2年に1度         （ ）内は集団検診受診者再掲 

・平成17年度から2年に1度                    （ ）内は集団検診受診者再掲 

・平成17年度から2年に1度                    （ ）内は集団検診受診者再掲 
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（カ）前立腺がん検診状況                         

区 分 

年 度 

対象者数

（人） 

受診者数

（人） 
受診率（％） 

要精検者

（人） 

要精検率

（％） 

がん発見者数

（人） 

令和 ５ 年度 ２，５８５ ２７６ １０．７  ８ ２．９ ０ 

令和 ６ 年度 ２，４７２ ２６４ １０．７ １３ ４．９ ２ 

令和 ７ 年度 ２，５２１ ２９５ １１．７ １４ ４．７ ２ 

                                  

 

（キ） がん予防啓発事業実施状況 

ア がん検診受診勧奨訪問               

        区 分 

年  度 
件数 

令和 ５ 年度 ７，１２３ 

令和 ６ 年度 ４，７９５ 

令和 ７ 年度 ３，６４０ 

（保健推進員連絡協議会委託）                  

ウ がん予防推進事業 

        区 分 

   

年  度 

がん予防健康教育 がん予防推進ボランティア研修会 

回数（回） 参加人数（人） 回数（回） 参加人数（人） 

令和 ５ 年度 ４３ １，１５４ １ ３６ 

令和 ６ 年度 ４７   ９９８ １ ３６ 

令和 ７ 年度 １１２ ２，８７６   １ ３５ 

 

エ がん予防協力店            

        区 分 

年  度 
登録件数 

令和 ７ 年度 １７１   

 
 
3-5-8 がん患者用補正具購入費用助成事業 
助成状況 

 対象品目 助成上限額 
助成件数 

令和６年度 令和７年度 

頭髪補正具 
全頭用ウィッグ（頭皮保護用ネ

ットを含む） 
 ４０，０００円 １７２ ２０９ 

乳房補正具 
補正パッドや人工乳房（それら

を固定する補正下着を含む） 
各２５，０００円  ４８  ４１ 

 
 

 

 

イ 正しい食生活によるがん予防健康教室 

        区 分 

  年  度 
回数（回） 参加人数（人） 

令和 ５ 年度 ７８  １，２４０ 

令和 ６ 年度 ７６  １，０１４ 

令和 ７ 年度 ７８  １，１６４ 

（食生活改善推進連絡協議会委託） 
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3-5-9 歯周疾患検診・口腔がん検診 

 
  （１） 年齢別受診状況（令和７年度） 

         区 分 

  年  齢 
対象者数（人） 受診者数（人） うち男性（人） うち女性（人） 受診率（％） 

４０歳 １，３８８  ４２      ８ ３４ ３．０ 

５０歳 １，７３８  ６８  ６ ６２ ３．９ 

６０歳 １，６７５  ９５ １４ ８１ ５．７ 

７０歳 ３，５９０ １３１ ３２  ９９ ３．６ 

合計  ８，３９１ ３３６ ６０ ２７６ ４．０ 

 
（２） 受診者判定区分（令和７年度）                     （単位：人） 

区 分
 

年 齢 
異常なし（％） 要指導（％） 要精検（％） 

要精検の内訳＊ 
合  計（％） 

a b c ｄ 

４０歳 ４（ 9.5) ８（19.1) ３０（71.4) 20 9  1 9  ４２（100.0） 

５０歳 ９（13.2） ２１（30.9） ３８（55.9）  22 11  4  8  ６８（100.0） 

６０歳 ７（ 7.4） ２２（23.1） ６６（69.5） 51 21  9 17  ９５（100.0） 

７０歳 １２（ 9.2） ２５（19.1） ９４（71.7）  80 30   6 20 １３１（100.0） 

合計 ３２（ 9.5） ７６（22.6） ２２８（67.9） 173  71  20 54 ３３６（100.0） 

  

 

（単位：人） 

（再掲）口腔がん

検診判定区分 

異常なし（％） 要経過観察（％） 要精密検査（％） 

３３２（９８.８） ４（１.２） ０（０.０） 

※平成３０年度から、歯周疾患検診にあわせて口腔がん検診を実施。 

 

 

3-5-10 緑内障検診   
  （１）事業目的 

 生涯にわたり健やかな生活を送ることができるよう、緑内障検診を実施することで、早期発見・

早期治療に努め、眼疾患予防の充実を図る。 

   
(２) 事業実績   

     区 分    

 年 度 
対象者数（人） 受診者数（人） 受診率（％） 要精検者（人） 要精検率(％) 

緑内障発見者数

（人） 

令和 ５ 年度 ５，７００ ３４５ ６．１   ８３ ２４．１ １１ 

令和 ６ 年度 ５，３８４ ３２２ ６．０   ７０ ２１．７  ６ 

令和 ７ 年度 ５，０４３ ３１９ ６．３   ８０ ２５．１  ８ 

 

＊ a：歯周治療 

   b：う蝕治療 

   c：補綴処置 
   d：そ の 他 
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3-6 健康づくり 
 
3-6-1 健康づくり推進事業 

  （１）事業目的 
市民一人ひとりが、主体的に健康づくりに取り組むとともに、地域ぐるみで個人の健康を支え、

守る環境づくりを推進し「すべての市民が健やかで心豊かに生活できる活力のあるまち」の実現を

目指す。 

  （２）根拠法令 
      ２１世紀における国民健康づくり運動（健康日本２１）の推進について（厚生省保健医療局長通知） 

  （３）事業実績 
     

(ア) 「富山市健康プラン21」推進事業 
   a.地区健康づくり推進会議（※）        b.まちぐるみ健康づくり交流会 

   
   
  
 
 
 
 
 
 
    ※平成25年度より健康づくり推進事業として実施。 
      年に１～２回程度開催。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
 
(ウ) まちぐるみ禁煙支援事業（いきいき健康教室）  

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 
 

 

年度 
回数 
（回） 

参 加 者 数
（人） 

令和５年度 ８６ １，３４８ 

令和６年度 ８３ １，３０６ 

令和７年度 ８０ １，２０５ 

    (イ) 地域健康づくり展 

区 分 

年 度 
実 施 地 区 数 参 加 延 人 数（人） 

令和５年度 ７８ １１，０２０ 

令和６年度 ７８ １３，００４ 

令和７年度 ７８ １１，４２６ 

       

 

年 度 
回数 
(回) 

参加者数 
(人) 

令和５年度 ７ ３９９ 

令和６年度 ７ ３５８ 

令和７年度 ７ ３４０ 

 

   区分 

 

年度 

小 学 ４ 年 生 中 学 １ 年 生 

実施回数（回） 参加者数（人） 実施回数（回） 参加者数（人） 

令和５年度 １１ ５７９ ０ ０ 

令和６年度 １０ ３１８ １ ９９ 

令和７年度 １２ ５８３ １ ５ 
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（エ）受動喫煙対策 

   Ａ 目  的 

      受動喫煙防止に関する知識の普及、意識の啓発、環境整備、その他の措置を総合的か

つ効果的に推進する。 

Ｂ 根拠法令 

   健康増進法 

Ｃ 事業内容及び実績（令和７年度） 

（Ａ）施設管理者等へのチラシ配布 

  ・食品衛生責任者、事業所管理者、医療機関など 

（Ｂ）窓口相談の設置    相談件数 ２７件 

相談方法内訳 相談者内訳 相談内容の内訳（延べ） 

電話 来所 メール 市民 事業者 
施設 

区分 

喫煙設

備関係 

届出 

関係 

標識 

関係 

違反 

関係 

その

他 

２１ ３ ３ １５ １２ １ ９ ０ ０ ４ １３ 

（Ｃ）「禁煙・分煙」宣言ステッカーの配布 

年度 配布数 

令和 ５ 年度 ５ 

令和 ６ 年度 １ 

令和 ７ 年度 ０ 

 

（オ）ビューティフル・ハッピー・エイジング事業 

   Ａ 目  的 

      人生１００年時代を見据え、現役世代からの健康づくりを支援し、企業と地域が連携

して、豊かな高齢期が実現する社会づくりを推進する。 

Ｂ 根拠法令等 

   健康増進法、地域・職域連携推進事業実施要綱 

Ｃ 事業内容及び実績（令和７年度） 

（Ａ）富山へるしおプロジェクト 

・スーパーマーケットと協働で減塩を啓発する「スマイルへるしおプロジェクト」 

を７回実施（顧客４７人、従業員１５４人参加） 

（Ｂ）現役世代からの健康づくり 

・事業所・中小企業向け健康講座を実施。（９回６社２２３人参加） 

（Ｃ）生涯現役・エイジレスな働き方 

・地域・職域連携推進協議会を１回開催。 

・「健康づくりに取り組む企業に向けた研修会」を開催。（１２企業１４人参加） 

（Ｄ）企業連携健康増進事業 

・１企業と連携し、企業イベントに健康ブースを出展。（延べ６２６人が健康機器

で測定） 
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（カ）スマートウエルネス推進事業 

Ａ 目  的 

      生涯を通じた健康づくりを推進すること、スマートシティの実現に向けて、ICTを活

用した健康づくりとしてデジタル機器を導入し、健康データを見える化することによっ

て、市民への健康教育や健康相談、周知啓発に取り組み、市民の行動変容につなげる。 

Ｂ 根拠法令 

 健康増進法 

Ｃ 事業内容及び実績（令和７年度） 

    （Ａ）各機器の測定回実施回数と測定人数 

 機器区分 

 

 

年度 

野菜摂取量 超音波骨量 体成分 

測定会実

施 回 数

（回） 

測定人数

（人） 

測定会実

施 回 数

（回） 

測定人数

（人） 

測定会実

施 回 数

（回） 

測定人数

（人） 

令和７年度 ２０４ ５，３８３ ７０ １，７５１ ５７ １，２６３ 
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3-6-2 食生活改善推進事業 
  （１）事業目的  
       地域における健康づくりを推進するなかで特に食生活改善の推進につとめ、地域

の核となるリーダー（食生活改善推進員）の育成を図る。 
  （２）根拠法令 
       地域保健法 
  （３）事業実績 
    (ア) 食生活改善推進事業 
      ア 研修会 

     区 

分 

 

年 度 

中   央   研   修   会 ブ  ロ  ッ  ク  研  修  会 

開催回数（回） 参加者数（人） 開催回数（回） 参加者数（人） 

令和５年度  ９     ３９５   ２１  ５４２ 

令和６年度  ８  ３３５  ２８  ７８１ 

令和７年度  ９  ３７３  ２８  ８４３ 
 

      イ 地区普及活動 
   区 分 
年 度 

開催回数（回） 参加者数（人） 

令和５年度 ２３４ ２，３５２ 

令和６年度   ３１６ ７，１９２ 

令和７年度   ３１４  ８，１７２ 
 

(イ) 保健栄養教室（隔年開催） 

   区 分 

 

年 度 

実施回数（回） 
参 加 人 数 

実人数（人） 
延 人 数
（人） 

令和５年度 － － － 

令和６年度 ５ ５３ ２５１ 

令和７年度 － － － 

 

3-6-3 栄養改善指導事業 

   （１）事業目的 

      特定給食施設等の状況を把握し、適切な栄養管理の実施について必要な指導及び

助言を行う。   

   （２）根拠法令 

       健康増進法 

   （３）事業実績 

     (ア) 特定給食施設等巡回指導事業 

      Ａ 給食施設等巡回指導実施状況               （単位：件） 

      年 度 

 

 区 分 

       指  導  件  数  

令和５年度 令和６年度 令和７年度  

 個別指導 
特定給食施設 ２８ ２４ ２３ 

その他の給食施設 １７ ２１ ２１ 
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    Ｂ 給食施設の栄養士等配置状況 

施設区分 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

  

施

設

数 

管
理
栄
養
士

の
い
る
施
設 

栄
養
士
の
み

い

る

施

設 

栄

養

士

の 

い
な
い
施
設 

施

設

数 

管
理
栄
養
士

の
い
る
施
設 

栄
養
士
の
み

い

る

施

設 

栄

養

士

の 

い
な
い
施
設 

施

設

数 

管
理
栄
養
士

の
い
る
施
設 

栄
養
士
の
み

い

る

施

設 
栄

養

士

の 

い
な
い
施
設 

 総 施 設 数 ４１０ １７１ ９３ １４６ ３５３ 144 ８２ １２７ 352 156 79 117 

特

定

給

食

施

設 

総 数 ２０８ １０３ ４９ ５６ １８８ ８４ ４４ ６０ 184 96 41  47 

学 校 ６２ ２４ ６ ３２ ５７ ９ ４ ４４ 54 21 5  28 

病 院 ２４ ２４ ０ ０ ２４ ２４ ０ ０ 28 28  0   0 

介護老人保健施設 １４ １４ ０ ０ １４ １４ ０ ０ 12 12 0   0 

介 護 医 療 院 １ １ ０ ０ １ ０ ０ １ 1  1 0   0 

老 人 福 祉 施 設 ２０ １７ ２ １ １６ １４ １ １ 17 13 2   2 

児 童 福 祉 施 設 ６０ １５ ３５ １０ ５４ １２ ３２ １０ 45 11 26   8 

社 会 福 祉 施 設 ２ １ １ ０ ２ ２ ０ ０  2  1  １   ０ 

事 業 所 １９ ６ ４ ９ １７ ８ ６ ３ 15  5  5   5 

寄 宿 舎 １ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０  1  1  0   0 

矯 正 施 設 １ １ ０ ０ １ １ ０ ０  1  1  0   0 

一般給食センター ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 2 2  0   0 

そ の 他 ４ ０ ０ ４ ２ ０ １ １  6  0  2   4 

そ

の

他

の

施

設 

総 数 ２０２ ６８ ４４ ９０ １６５ ６０ ３８ ６７ 168 60 38 70 

学 校 ２４ ３ ４ １７ ２２ ４ ３ １５ 23 4 3  16 

病 院 ２１ ２１ ０ ０ １８ １８ ０ ０  18 16  0   2 

介護老人保健施設 ３ ３ ０ ０ ２ ２ ０ ０   5  5  0   0 

介 護 医 療 院 ０ ０ ０ ０ １ １ ０ ０   3  3  0   0 

老 人 福 祉 施 設 ３９ １９ １２ ８ ３５ １８ １２ ５ 34 19  11   4 

児 童 福 祉 施 設 ５８ ７ １８ ３３ ４５ ４ ９ ３２ 54  4  16  34 

社 会 福 祉 施 設 ８ ４ １ ３ ８ ４ ２ ２  8  5  1   2 

事 業 所 ２５ ６ ４ １５ １８ ５ ６ ７ 14  1  5   8 

寄 宿 舎 ６ １ １ ４ ４ １ ２ １  2  0  1   1 

矯 正 施 設 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０  0  0  0 0 

一般給食センター ０ ０ ０ ０ ３ ０ ０ ３  0  0  0 0 

そ の 他 18 ４ ４ １０ ９ ３ ４ ２  7  3  1   3 

 

 

 （イ） 栄養士等研修会 

開催及び参加状況 

        年度 

 区分 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 回数  参加人数  回数 参加人数  回数  参加人数 

市内に勤務する 

管理栄養士・栄養士及び 

調理従事者    

１回 ３９人  １回 ２７人  １回 ２６人 

 



（ウ） 栄養改善指導状況（令和７年度）                    （人） 

 

個 別 指 導 延 人 数 集 団 指 導 延 人 数  

栄養指導 

（再掲） 

 病態別 

 栄養指導 

（再掲） 

 訪問による 

 栄養指導 

栄養指導 

（再掲） 

 病態別 

 栄養指導 

乳 幼 児 １，５６９ １，５６９ １０ ８６３ ８６３ 

20歳未満 

（乳幼児を除く） 
１１７ １１７ ０ ３２ ３２ 

20歳以上 ９０８ ９０８ ６１ ３，７１７ ３，７１７ 

        

3-6-4 健康栄養調査事業                  

（１） 目  的 

    市民の栄養摂取状況、健康状態等を把握し、栄養改善と健康増進の方途を講ずる基礎資 

   料とする。 

（２） 根拠法令  健康増進法 

（３） 事業実績 

 （ア） 実施地区（令和７年度） 

国民健康・栄養調査 須原・長川原 
調査対象  １４世帯  ３１人 

協力者       ６世帯   １４人 

 

（イ）  調査内容別実施人数（令和７年度）       （人） 

 

調査地区 
栄養摂取状況 身体状況 血液検査 生活習慣 

須原・長川原 １２ １２ ６ １１ 

 

 （ウ） 年齢別調査者数（令和７年度）           （人） 

調査地区 １～１１歳 １２～１９歳 ２０～３９歳 ４０歳以上 計 

須原・長川原 ２ １ ３ ８ １４ 
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3-7 予防対策 

 
 3-7-1 感染症予防事業 

  (１) 事業目的 

      感染症患者が発生したときに、防疫措置を実施し感染症のまん延を防止する。 

  (２) 根拠法令 

      感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

  (３) 事業実績 

   (ア)感染症発生状況（感染症発生届出による）              （件） 

感染症の区分                        年次 令和５年 令和６年 令和７年 

新型インフルエ

ンザ等感染症 新型コロナウイルス感染症※１ 2,206 ― ― 

二類 結核 67 50 50 

三類 腸管出血性大腸菌感染症(Ｏ１５７等) 18 9 5 

 

四類 

Ｅ型肝炎 0 2 2 

Ａ型肝炎 0 0 1 

つつが虫病 2 0 0 

日本紅斑熱 1 0 0 

ボツリヌス症 0 4 0 

 

 

 

レジオネラ症 12 21 20 

五類 

（全数把握） 

アメーバ赤痢 2 3 2 

カルバペネム耐性腸内細菌科細菌感染症 14 14 5 

急性脳炎(ウエストナイル脳炎、西部ウマ脳炎等を除く) 2 1 1 

クロイツフェルト・ヤコブ病 1 1 1 

劇症型溶血性レンサ球菌感染症 6 13 12 

後天性免疫不全症候群 1 5 1 

ジアルジア症 0 1 1 

侵襲性インフルエンザ菌感染症 10 8 4 

侵襲性髄膜炎菌感染症 0 1 0 

侵襲性肺炎球菌感染症 17 6 24 

水痘（入院例） 5 0 0 

梅毒 16 24 36 

播種性クリプトコックス症 0 1 0 

百日咳 5 1 282 

五類 
(定点把握) 

 

急性呼吸器感染症※２ ― ― 53,878 

インフルエンザ（鳥インフルエンザを除く） 8,688 5,939 8,374 

新型コロナウイルス感染症※１ 3,277 3,430 1,842 

ＲＳウイルス感染症 594 502 412 

咽頭結膜熱 721 737 132 

Ａ群溶血性レンサ球菌咽頭炎 1,694 1,774 2,517 

感染性胃腸炎 5,347 4,682 5,599 

水痘 73 99 344 

手足口病 388 3,887 70 

伝染性紅斑 6 18 1,262 

突発性発しん 100 133 169 

ヘルパンギーナ 584 257 226 

流行性耳下腺炎 18 19 34 

流行性角結膜炎 12 13 4 

細菌性髄膜炎 1 1 2 

無菌性髄膜炎 2 0 1 

性器クラミジア感染症 110 106 71 

性器ヘルペスウイルス感染症 63 66 54 

尖圭コンジローマ 12 28 19 

淋菌感染症 25 19 11 

マイコプラズマ肺炎 0 22 18 

ペニシリン耐性肺炎球菌感染症 14 9 1 

メチシリン耐性黄色ブドウ球菌感染症 132 87 48 
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※１ 新型コロナウイルス感染症は、令和２年２月１日より追加。令和５年５月８日以降は、五類感

染症への感染症法上の位置づけ変更に伴い定点把握に移行。 

※２ 令和７年４月７日より追加。 

 

 （イ）感染症診査協議会（感染症部会）開催状況               （件） 

 

    区分 

年度 

開催回数 

 （回） 

診査・報告件数 

就業制限 

(法第18条) 

応急入院の報告 

（法第19条） 

入院勧告 

(法第20条第1項) 

入院期間延長 

(法第20条第4項) 

令和５年度 ６ ２７１ ２７１ ２４３ ２３ 

令和６年度 ３ ３ ０ ０ ０ 

令和７年度 ２ ２ ０ ０ ０ 

 

   （ウ） 感染症発生（結核を除く）に伴う措置の状況             （件） 

 

   （エ） ノロウイルス等による感染性胃腸炎の集団発生数(保健所への通報件数に限る）（件） 

 高齢者福祉施設  病 院  学 校 保育所 その他集団施設 

令和５年度 ２ ０ ０ ０ ０ 

令和６年度 ３ ０ ０ ０ ０ 

令和７年度 １ ０ ０ ０ ０ 

 

   （オ） 新興・再興感染症対策 

健康危機管理対策の一環として、新興・再興感染症の情報を富山市医師会員と情報共有することに

より、感染症対策の向上に資するため、平成２３年以降「富山市感染症危機管理医師研修会」を県内

外から講師を招聘し開催している。 

 

（カ） 新型コロナウイルスワクチン接種の状況            （単位：回）   

  区分 

年度 
接種対象者 医療機関接種 集団接種 合計 

令和４年度 ３～５回目接種 ５０８，０６２ ３１，１２７ ５３９，１８９ 

令和５年度 ６～７回目接種 １７２，９６４       ― １７２，９６４ 

  ※令和６年度から定期接種として実施。→定期（チ）へ移動しました。

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

就業制限 
健康診断 

勧告 
就業制限 

健康診断 

勧告 
就業制限 

健康診断 

勧告 

新型インフルエ

ンザ等感染症 

新型コロナウイルス

感染症 
２７１ ０ ― ― ― ― 

三類感染症 

腸管出

血性大

腸菌感

染症 

Ｏ157 １ ２３ ０ １２ １ １ 

Ｏ111 ０ ０ ０ ０ ０ ３ 

Ｏ91 １ ３ １ ４ ０ ０ 

Ｏ3 ０ ０ ０ ０ １ ０ 

Ｏ26 １ ４ ０ ４ ０ ０ 

Ｏ103 ２ ７ ０ ０ ０ ０ 

型不明 １ ８ ２ ４ ０ ３ 

他保健所からの依頼によるもの ０ ３ ０ ０ ０ ０ 
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3-7-2 予防接種事業 

 (１) 事業目的 

      感染のおそれのある疾病の発生及びまん延を防止するため、法に基づき予防接種を行い、

疾病に対する免疫をつくることにより市民の健康を保持し、公衆衛生の向上及び増進に寄

与することを目的とする。 

  (２) 根拠法令 

      予防接種法 

(３) 事業実績 

  

(ア) ジフテリア・百日せき・破傷風（三種混合）                （人） 

     区分 

 

 

 年度 

     第 １ 期 初 回   第 １ 期 追 加 

対象者数 

(A) 

接 種 者 数（B） 接種率(％) 

(B)/3(A) 

×100 

対象者数 接種者数 
接種率 

(％) 第１回 第２回 第３回 

令和５年度 － 0 0 0 － － 2 － 

令和６年度 － 0 0 0 － － 1 － 

令和７年度 － 0 0 0 － － 11 － 

※原則、五種混合ワクチンを接種するため、三種混合ワクチンは希望者のみ接種券を発行。 

 

(イ) ジフテリア・百日せき・急性灰白髄炎・破傷風（四種混合）         （人） 

     区分 

 

 

 年度 

     第 １ 期 初 回   第 １ 期 追 加 

対象者数 

(A) 

接 種 者 数（B） 接種率(％) 

(B)/3(A) 

×100 

対象者数 接種者数 
接種率 

(％) 第１回 第２回 第３回 

令和５年度 2,504 2,677 2,708 2,707 107.7 2,586 2,415 93.4 

令和６年度 0 91 298 582 － 2,112 2,498 － 

令和７年度 － 1 5 2 － － 978 － 

※令和５年４月から第１期追加の接種券等の発行時期を１歳４か月時から１歳０か月時に変更。 

※令和７年度中に四種混合ワクチン販売終了。令和６年２月２日生まれ以降は五種混合ワクチンへ

移行。 

 

（ウ） ジフテリア・破傷風（二種混合）      （人） 

      区分 

年度 

第  ２  期 

対象者数 接種者数 接種率（％） 

令和５年度 3,266 2,585 79.1 

令和６年度 3,257 2,704 83.0 

令和７年度 3,208 2,548 79.4 

 

（エ）ジフテリア・百日せき・破傷風・急性灰白髄炎・Ｈｉｂ感染症（五種混合）   （人） 

    区分 

 

 

 年度 

     第 １ 期 初 回   第 １ 期 追 加 

対象者数 

(A) 

接 種 者 数（B） 接種率(％) 

(B)/3(A) 

×100 

対象者数 接種者数 
接種率 

(％) 第１回 第２回 第３回 

令和６年度 2,278 2,218 1,999 1,762 87.5 322 174 54.0 

令和７年度 2,323 2,297 2,278 2,228 97.6 2,327 2,153 92.5 

※令和６年４月１日から定期接種で使用可能となり、令和６年２月２日生まれ以降は四種混合ワク

チンから五種混合ワクチンへ移行。 

－ 57 －



 

  (オ) 急性灰白髄炎（不活化ポリオ）                      （人） 

     区分 

 

 

 年度 

初 回       追 加 

対象者数 

(A) 

接 種 者 数（B） 接種率(％) 

(B)/3(A) 

×100 

対象者数 接種者数 
接種率 

(％) 第１回 第２回 第３回 

令和５年度 － 0 0 0 － － 2 － 

令和６年度 － 0 0 0 － － 3 － 

令和７年度 － 0 0 0 － － 11 － 

・原則、五種混合ワクチンを接種するため、単剤の急性灰白髄炎（不活化ポリオ）ワクチンは希望者

のみ接種券を発行。 

（カ） 麻しん風しん                             （人） 

区分 
 年度  種別 対象者数 混合ワクチン 

混合ワクチン 

接種率(％) 
麻しん単独 風しん単独 

令和５年度 
第１期 2,586 2,504 96.8 0 0 

第２期 3,005 2,801 93.2 0 0 

令和６年度 
第１期 2,434 2,308 94.8 0 0 

第２期 2,971 2,775 93.4 0 0 

令和７年度 

第１期 2,339 2,282 97.6 0 0 

 
(再掲)

特例 
－ 11 － 0 0 

第２期 3,819 2,632 93.4 0 0 

 
(再掲)

特例 
－ 17 － 0 0 

第５期特例 1,790 44 3.7 0 22 

※麻しん風しん混合ワクチンの供給不足があったため、予防接種法施行規則第2条の8第4号に該当す

るものとし、令和６年度中の接種対象期間内に接種を受けられないと見込まれた者について、令和

７年４月１日から令和９年３月３１日までの２年間、接種対象期間を超えて接種可能としている。 

 【令和６年度中の接種対象期間内に接種を受けられないと見込まれた者】 

 第１期特例：令和６年度内に生後２４月に達する、又は達した者であって、ＭＲワクチンの偏在が

生じたことを理由にワクチンの接種ができなかったと市が認めた者 

 第２期特例：令和６年度における第２期の対象者（５歳以上７歳未満の者であって、小学校就学の

始期に達する日の１年前の日から当該始期に達する日の前日までの間にあるもの）であっ

てＭＲワクチンの偏在等が生じたことを理由にワクチンの接種ができなかったと市が認め

た者 

 第５期特例：昭和３７年４月２日～昭和５４年４月１日生まれの男性であって、令和６年度末まで

に市のクーポン券を使用して抗体検査を実施した結果、風しん抗体が不十分な方であって

ＭＲワクチンの偏在等が生じたことを理由にワクチンの接種ができなかったと市が認める

者 

－ 58 －



 

（キ） 日本脳炎                                （人）                             

 

     区分 

   

年度 

種別 

第２期 

対象者数 接種者数 
接種率

（％） 

令和５年度 
定期 3,208  3,131 97.6 

特例 － 778 － 

令和６年度 
定期 3,219  2,935 91.2 

特例 － 658 － 

令和７年度 
定期 3,200 2,740 85.6 

特例 － 266 － 

 

（ク） ＢＣＧ                 （人） 

     区分 

年度 
対象者数 接種者数 接種率(％) 

令和５年度 2,504 2,503  100.0 

令和６年度 2,278 2,267  99.5 

令和７年度 2,324 2,251 96.9  
 

 

(ケ) Ｈｉｂ感染症                              （人） 

       区分 

 

 

 年度 

     第 １ 期 初 回   第 １ 期 追 加 

対象者数 

(A) 

接 種 者 数（B） 接種率(％) 

(B)/3(A) 

×100 

対象者数 接種者数 
接種率 

(％) 第１回 第２回 第３回 

令和５年度 2,504 2,454 2,490 2,495 99.0 2,586 2,491  96.3 

令和６年度 - 77 277 501 - 2,111 2,132 101.0 

令和７年度 - 0 0 0 - - 135 - 

※令和６年４月１日から定期接種で使用可能となり、令和６年２月２日生まれ以降はＨｉｂ感染症 

単独ワクチンから五種混合ワクチンへ移行。 
 

     区分 

 

 年度 

種別 

     第  １  期  初  回 第 １ 期 追 加 

対象者数 

(A) 

  接種者数（B） 接種率(％) 

(B)／2(A) 

×100 

対象者数 接種者数 

 

 接種率 

(％)  第１回  第２回 

令和５年度 
定期 2,734 2,692 2,629 97.3 2,819 2,699 95.7 

特例 － 39 40 － － 99 － 

令和６年度 
定期 2,662 2,514 2,495 94.1 2,736 2,541 92.9 

特例 － 35 31 － － 83 － 

令和７年度 
定期 2,564 2,442 2,364  93.7 2,654 2,385 89.9 

特例 － 5 10 － － 33 － 

－ 59 －



 

(コ) 小児の肺炎球菌感染症                          （人） 

       区分 

 

 

 年度 

     第 １ 期 初 回   第 １ 期 追 加 

対象者数 

(A) 

接 種 者 数（B） 接種率(％) 

(B)/3(A) 

×100 

対象者数 接種者数 
接種率 

(％) 第１回 第２回 第３回 

令和５年度 2,504 2,456 2,496 2,499  99.2 2,586 2,484 96.1 

令和６年度 2,278 2,302 2,278 2,269 100.2 2,434 2,346 96.4 

令和７年度 2,323 2,296 2,275 2,219 97.4 2,327 2,304 99.0 
 
 

(サ) ヒトパピローマウイルス感染症（子宮頸がん）       （人） 

       区分 

 

 年度 

種別 
接 種 者 数（B） 

第１回 第２回 第３回 

令和５年度 
定期 1,265 819 548 

キャッチアップ 1,057 957 1,012 

令和６年度 
定期 1,675 1,390 575 

キャッチアップ 4,145 3,851 3,618 

令和７年度 
定期 1,088 1,049 421 

キャッチアップ 1（長期療養） 501 830 

・積極的勧奨の差し控えにより接種機会を逃した者に対して実施していたキャッチアップ接種は、令

和７年３月３１日で終了（実施期間：令和４年４月１日～令和７年３月３１日）。 

 

 

 (シ) 水痘                         （人） 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

（ス) ロタウイルス感染症                   (人) 

      区分 

 

 

 年度 

対象者数 

接 種 者 数 

ロタリックス® ロタテック® 

第１回 第２回 第１回 第２回 第３回 

令和５年度 2,504 1,507 1,528 912 912 905 

令和６年度 2,278 1,375 1,348 880 886 863 

令和７年度 2,323 1,315 1,314 949 918 900 

・令和２年１０月１日から定期接種となり、令和２年８月１日以降に生まれた方が対象。

     区分 

 

 年度 

対象者数 

（A） 

接種者数（B） 接種率（％） 

(B)/2(A)×100 第１回 第２回 

令和 ５ 年度 2,586 2,502 2,337  93.6  

令和 ６ 年度 2,434 2,340 2,298  95.3  

令和 ７ 年度 2,329 2,307 2,171  96.1  

－ 60 －



 

(セ) Ｂ型肝炎                        (人) 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

(ソ) インフルエンザ                            (人) 

    区分 

年度 
対象者数  接種者数 

接種費用負担区分 接種率 

(％)   有 料   無 料 

令和５年度 124,471 79,613 54,164 25,449 64.0 

令和６年度 124,011 74,528 50,530 23,998 60.1 

令和７年度 123,732 73,880 51,074 22,806 59.7 

・対象者①６５歳以上の者 

    ②６０歳以上６５歳未満のハイリスク者(心臓、腎臓又は呼吸器等に障害を有し、障害者 

     手帳１級等の者) 
 

(タ) 高齢者肺炎球菌感染症                         (人) 

    区分 

年度 
対象者数 接種者数 

接種費用負担区分 接種率 

(％) 有 料 無 料 

令和５年度 17,253 4,528 4,455 73 26.2 

令和６年度 7,705 1,169 1,153 16 15.2 

令和７年度 4,650 1,683 1,668 15 36.2 

・対象者①６５歳以上の者（６５歳以上で５歳ごとの節目年齢の者は令和５年度で終了） 

    ②６０歳以上６５歳未満のハイリスク者(心臓、腎臓又は呼吸器等に障害を有し、障害者 

     手帳１級等の者) 

・令和５年度に６５歳となる方で、令和６年１月末現在未接種だった方に、６６歳の誕生日の前日ま 

での有効期限の接種券を令和６年４月１日に発送。対象者に含めている。（特例措置終了に伴う接 

種期限変更対応。） 

・令和６年３月３１日で、国の経過措置に基づく５歳ごとの助成制度は終了。 

 

 （チ）新型コロナウイルス感染症 

    区分 

年度 
対象者数 接種者数 

接種費用負担区分 接種率 

(％) 有 料 無 料 

令和６年度 124,011 36,020 22,401 13,619 29.1 

令和７年度 123,732 23,478 12,514 10,964 19.0 

※令和６年から定期接種開始。 

・対象者①６５歳以上の者 

    ②６０歳以上６５歳未満のハイリスク者(心臓、腎臓又は呼吸器等に障害を有し、障害者 

     手帳１級等の者) 

    区分 

 

 年度 

 対象者数 

（A） 

接種者数（B） 接種率（％） 

(B)/3(A) 

×100  第１回  第２回 第3回 

令和５年度  2,504  2,453  2,497  2,476  98.9 

令和６年度 2,278 2,291 2,274 2,291 100.3 

令和７年度 2,324 2,288 2,270 2,228 97.3 

－ 61 －



 

(ツ) 風しん抗体検査事業 

平成２６年度より妊娠を希望する女性とそのパートナー、抗体が少ない妊婦のパートナーに対し、

風しんの抗体検査を実施している。 

                         （人） 

 区分 

年度 受検者数 
結果（陰性）数 

陰性率（%） 
男性 女性 

令和５年度 385 109 70 46.5 

令和６年度 292 90 44 45.9 

令和７年度 297 78 58 45.8 

 

（テ） 風しんの追加的対策 

 風しんの予防接種を公的に受ける機会がなかった昭和37年4月2日から昭和54年4月1日に生ま

れた男性を対象に、抗体検査及び定期予防接種（風しんの第５期）を実施している。〔実施期間：

令和元年度～令和６年度〕 

 (人)  

 区分 

年度 

抗体検査 予防接種 

対象者数   受診者数  受診率(％) 対象者数 接種者数 接種率(％) 

令和５年度 27,172  261 1.0 1,933 105 5.4 

令和６年度 27,063  186 0.7 1,799 91 5.1 

※定期予防接種の対象者は、抗体検査の結果、抗体価が国の定める基準を満たさない者のみ。 

※風しんの追加的対策は、令和７年３月３１日で終了。 

 

  （ト）帯状疱疹予防接種事業（任意接種） 

       帯状疱疹の発症及び重症化の予防を図り、高齢期の健康保持促進につなげる。 

       助成事業（令和６年７月１日開始） 

（人） 

区分 

年度 
生ワクチン 

不活化ワクチン 

（１回目） 

不活化ワクチン 

（２回目） 

令和６年度 630 3,735 3,465 

令和７年度 347 1,716 1,797 

 

  （ナ）帯状疱疹予防接種（定期接種） 

                                   （人） 

区分 

年度 
対象者数 生ワクチン 

不活化ワクチン 

（１回目） 

不活化ワクチン 

（２回目） 

令和７年度 25,858 2,275 4,752 4,512 

   ※令和７年４月１日から定期接種開始。 

    令和７年度の対象者： 

①令和７年４月２日から令和８年４月１日に６５歳になる方 

②６０歳以上６５歳未満の方で、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能の障害を有する方 

③令和７年度に、７０歳、７５歳、８０歳、８５歳、９０歳、９５歳、１００歳になる方（経過措置） 

④令和７年度に、１０１歳以上の方（令和７年度のみ経過措置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 62 －



(ニ) 予防接種助成金交付実績 

平成２１年度から「富山市予防接種助成金交付要綱」を制定し、県外の医療機関で接種を希望

される場合に、その接種費用を助成する制度を設けている。 

                                   （件数） 

         年度 

区分 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 

ＢＣＧ接種 6 4 2 

三種混合 0 0 0 

四種混合 49 5 0 

五種混合 0 41 41 

二種混合 0 0 1 

不活化ポリオ 0 0 0 

日本脳炎 6 10 3 

麻しん 

風しん 

第１期 3 1 0 

第２期 0 1 0 

Ｈｉｂ（ヒブ） 55 5 0 

肺炎球菌 56 46 41 

ヒトパピローマウイルス感

染症（子宮頸がん） 
52 191 19 

水痘 3 1 1 

Ｂ型肝炎 47 43 36 

ロタウイルス 45 44 34 

 

 

 (ヌ）富山市ヒトパピローマウイルス感染症に係る任意接種償還払い実績 

   令和４年度から「富山市ヒトパピローマウイルス感染症に係る任意接種償還払い要綱」を制定

し、積極的勧奨の差し控えにより、定期接種の機会を逃した者のうち、定期接種の対象年齢を過

ぎてＨＰＶワクチンの任意接種を受けたものについて、当該任意接種の費用の助成を実施した。 

  〔実施期間：令和４年４月１日～令和７年３月３１日〕 

                                  （件数） 

    区分 

年度 
件数（実人数） 

内訳 

１回目 ２回目 ３回目 

令和５年度 5 1 1 4 

令和６年度 24 11 15 19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 63 －



 

3-7-3 神通川流域住民健康調査事業 

 (１) 事業目的 

      神通川流域住民の健康調査を実施することにより、患者の早期発見及び住民の健康管理

を図るとともに、今後の環境保健対策に資する。 

  (２) 根拠法令等 

      神通川流域住民健康調査実施要領 

(３) 事業実績 

 

（ア） 健康調査                                （人） 

   区分 

年度 

一 次 検 診※ 精 密 検 診 

 対象者数  受診者数  受診率(％)  対象者数  受診者数  受診率(％) 

令和５年度 ９１８ ３１３ ３４．１ ２１２ ６２ ２９．２ 

令和６年度 ９９８ ３５５ ３５．６ ２０３ ５５ ２７．１ 

令和７年度 ９３９ ２８３ ３０．１ １８８ ４７ ２５．０ 

※ 一次検診については富山県が実施している 

 

 

 

（イ） 保健指導状況                     

    区分 

 年度 

認定患者数 

（人） 

   家 庭 訪 問 状 況（延べ数）（回） 

 健康調査等  認定患者訪問  要観察者訪問 

令和５年度 １ ５６ １ １ 

令和６年度 １ ６０ ０ １ 

令和７年度 ０ ５４ ０ ０ 

 
 
3-7-4 エイズ等対策事業     

(１) 事業目的 
      エイズ(後天性免疫不全症候群)の予防と早期発見・早期治療及び感染のまん延防止を図る。 
 (２) 根拠法令 

      感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 
  (３) 事業実績 
 

（ア） エイズ、性感染症相談・検査実施状況          （件） 

     区分 

 年度 

相談件数 

（電話・来所） 

検査件数 

HIV抗体検査 ｸﾗﾐｼﾞｱ抗体検査 

令和５年度 ３９２ ２１７ １８５ 

令和６年度 ３８９ ２８７ ２４７ 

令和７年度 ３４７ ２９７ ２６２ 

 
（イ） エイズ、性感染症健康教育の実施状況            （回）（人） 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 回数 延人数 回数 延人数 回数 延人数 

総  数 ３３ １，６６０ ２９ １，７９７ ３４ １，６６０ 

再

掲 

児童･生徒･学生 ９ ９９０ ９ １，１５０ １０ ９３９ 

一 般 住 民 ２４ ６７０ ２０ ６４７ ２４ ７２１ 
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3-7-5 小児慢性特定疾病対策事業 
 (１) 事業目的 

      小児慢性特定疾病にかかっている児童への医療費助成及び、療育相談指導や療養相談会
等の自立支援事業を行うことにより、児童の健全な育成及び自立の促進を図ることを目的
とする。 

 (２) 根拠法令 
      児童福祉法 
 (３) 事業実績 

      小児慢性特定疾病児登録状況                     (人) 

 区 分           年 度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

    総     数 ２８８ ２９０ ２７５ 

内 

訳 

 

 

 

 

０１ 悪 性 新 生 物 ５３ ５１ ６０ 

０２ 慢 性 腎 疾 患 １６ １６ １５ 

０３ 慢 性 呼 吸 器 疾 患 ７ ６ ５ 

０４ 慢 性 心 疾 患 ４５ ４５ ４２ 

０５ 内 分 泌 疾 患 ５９ ５８ ４８ 

０６ 膠 原 病 ８ ９ ９ 

０７ 糖 尿 病 ２４ ２３ ２１ 

０８ 先 天 性 代 謝 異 常 ５ ８ ７ 

０９ 血 液 疾 患 ２ ４ ２ 

１０ 免 疫 疾 患 ２ ２ ２ 

１１ 神 経 ・ 筋 疾 患 ２９ ２６ ２６ 

１２ 慢 性 消 化 器 疾 患 ２５ ２７ ２３ 

１３ 染色体又は遺伝子に変化を伴う症候群 ６ ８ ７ 

１４ 皮 膚 疾 患 ０ ０ ２ 

１５ 骨 系 統 疾 患 ５ ５ ５ 

１６ 脈 管 系 疾 患 ２ ２ １ 

 

 

3-7-6 肝炎対策事業 

(１)  事業目的 

      肝炎の予防と早期発見・早期治療及び感染のまん延防止を図る。 

(２)  根拠法令等 

    肝炎対策基本法 

    特定感染症検査等事業実施要綱 

(３)  事業実績 

 

（ア） 肝炎ウイルス相談及び検査(保健所実施分)実施状況                 （件） 

             区分 

 年度 
相談件数（延） 

検査件数（実） 

Ｂ型肝炎ウイルス検査 Ｃ型肝炎ウイルス検査 

令和５年度 ２５ ４ １ 

令和６年度 ２５ １９ １４ 

令和７年度 ３４ １７ １１ 
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（イ） 肝炎ウイルス検査（委託医療機関分）実施状況           （件） 

      区分 
年度 

検査件数（実） 

Ｂ型肝炎ウイルス検査 Ｃ型肝炎ウイルス検査 

令和５年度 ４ ０ 

令和６年度 ８ ２ 

令和７年度 ８ ４ 

 
（ウ） 肝炎治療医療費助成受給者証交付状況                （件） 

               年度 
区分 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

インターフェロン治療 

新規 ０ ０ ０ 

延長 ０ ０ ０ 

２回目 ０ ０ ０ 

核酸アナログ製剤治療 
新規 １７ １４ ９ 

更新 
 ３８２ 

(新規６件含む) 
 ３７６ 

（新規３件含む） 
３７１ 

（新規４件含む） 

インターフェロンフリー治療 
新規 １６ ７ １０ 

再治療 ０ ０ ０ 
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3－7－7 特定疾患治療研究事業・難病医療費助成 

(1) 事業目的 

   特定疾患の治療研究事業を行うことにより、その医療の確立と普及を図り、併せて患者家族の負担軽 

減に資することを目的とする。 

(2) 根拠法令等 

   難病の患者に対する医療等に関する法律、富山県特定疾患治療研究事業制度 

(3) 実績 

   特定医療費（指定難病）受給者証交付状況                     （件） 

年度 

区分 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

総    数 3,564 3,679 3,820 

入院・通院 国制度（一般） 3,539 3,660 3,794 

入院のみ 県単独制度 25 19 26 

※平成３０年１月１日で重症患者認定は廃止 

 

 

【令和 7 年度】                                         （件） 

疾患名 
受給者証 

交付者数 
  疾患名 

受給者証 

交付者数 

国
制
度 

1 球脊髄性筋萎縮症 13  

国
制
度 

38 スティーヴンス・ジョンソン症候群 1 

2 筋萎縮性側索硬化症 27  40 高安動脈炎 11 

3 脊髄性筋萎縮症 1  41 巨細胞性動脈炎 13 

4 原発性側索硬化症 1  42 結節性多発動脈炎 9 

5 進行性核上性麻痺 67  43 顕微鏡的多発血管炎 33 

6 パーキンソン病 637  44 多発血管炎性肉芽腫症 13 

7 大脳皮質基底核変性症 17  45 好酸球性多発血管炎性肉芽腫症 26 

8 ハンチントン病 6  46 悪性関節リウマチ 11 

10 シャルコー・マリー・トゥース病 2  47 バージャー病 2 

11 重症筋無力症 94  48 原発性抗リン脂質抗体症候群 2 

13 多発性硬化症／視神経脊髄炎 84 
 49 全身性エリテマトーデス 199 

 50 皮膚筋炎／多発性筋炎 93 

14 
慢性炎症性脱髄性多発神経炎／多巣性

運動ニューロパチー 
32  51 全身性強皮症 56 

15 封入体筋炎 5  52 混合性結合組織病 29 

17 多系統萎縮症 43  53 シェーグレン症候群 44 

18 脊髄小脳変性症（多系統萎縮症を除く。） 88  54 成人発症スチル病 16 

19 ライソゾーム病 2  55 再発性多発軟骨炎 2 

20 副腎白質ジストロフィー 1  56 ベーチェット病 35 

21 ミトコンドリア病 3  57 特発性拡張型心筋症 66 

22 もやもや病 76  58 肥大型心筋症 21 

23 プリオン病 1  60 再生不良性貧血 30 

26 HTLV-1 関連脊髄症 1  61 自己免疫性溶血性貧血 9 

28 全身性アミロイド―シス 72  62 発作性夜間ヘモグロビン尿症 4 

32 自己貪食空胞性ミオパチー 1  63 特発性血小板減少性紫斑病 47 

34 神経線維腫症 16  65 原発性免疫不全症候群 9 

35 天疱瘡 6  66 IgA 腎症 42 

37 膿疱性乾癬（汎発型） 7  67 多発性嚢胞腎 51 
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68 黄色靭帯骨化症 37  210 単心室症 2 

69 後縦靭帯骨化症 79  217 エプスタイン病 3 

70 広範脊柱管狭窄症 4  218 アルポート症候群 2 

71 特発性大腿骨頭壊死症 48  220 急速進行性糸球体腎炎 12 

72 下垂体性 ADH 分泌異常症 16  222 一次性ネフローゼ症候群 30 

74 下垂体性 PRL 分泌亢進症 4  223 一次性膜性増殖性糸球体腎炎 1 

75 クッシング病 2  224 紫斑病性腎炎 1 

77 下垂体性成長ホルモン分泌亢進症 19  226 間質性膀胱炎（ハンナ型） 4 

78 下垂体前葉機能低下症 62  227 オスラー病 5 

79 
家族性高コレステロール血症（ホモ接合

体） 
1  229 肺胞蛋白症（自己免疫性又は先天性） 1 

81 先天性副腎皮質酵素欠損症 5  230 肺胞低換気症候群 1 

82 先天性副腎低形成症 2  238 ビタミン D 抵抗性くる病／骨軟化症 3 

83 アジソン病 1  240 フェニルケトン尿症 1 

84 サルコイドーシス 65  255 複合カルボキシラーゼ欠損症 1 

85 特発性間質性肺炎 32  262 原発性高カイロミクロン血症 1 

86 肺動脈性肺高血圧症 25  265 脂肪萎縮症 1 

88 慢性血栓塞栓性肺高血圧症 19  266 家族性地中海熱 3 

89 リンパ脈管筋腫症 4  270 慢性再発性多発性骨髄炎 4 

90 網膜色素変性症 58  271 強直性脊椎炎 18 

92 特発性門脈圧亢進症 2  283 後天性赤芽球癆 4 

93 原発性胆汁性胆管炎 75  285 ファンコニ貧血 2 

94 原発性硬化性胆管炎 7  288 自己免疫性後天性凝固因子欠乏症 2 

95 自己免疫性肝炎 7  289 クロンカイト・カナダ症候群 1 

96 クローン病 220  290 非特異性多発性小腸潰瘍症 2 

97 潰瘍性大腸炎 487  296 胆道閉鎖症 3 

98 好酸球性消化管疾患 8  300 IgG4 関連疾患 13 

99 慢性特発性偽性腸閉塞症 1  306 好酸球性副鼻腔炎 138 

107 若年性特発性関節炎 3  331 特発性多中心性キャッスルマン病 3 

111 先天性ミオパチー 2  340 
線毛機能不全症候群（カルタゲナー症

候群を含む。） 
1 

113 筋ジストロフィー 25  計 3,794 

117 脊髄空洞症 1    

124 
皮質下梗塞と白質脳症を伴う 

常染色体優性脳動脈症 
1    

151 ラスムッセン脳炎 1    

153 難治頻回部分発作重積型急性脳炎 2  
 

 

158 結節性硬化症 6    

160 先天性魚鱗癬 1  
疾患名 

受給者証 

交付者数 162 類天疱瘡（後天性表皮水疱症を含む。） 13  

167 マルファン症候群 3  

県

制

度 

67 突発性難聴 5 

171 ウィルソン病 4  93 原発性慢性骨髄繊維症 2 

191 ウェルナー症候群 1  94 不応性貧血（骨髄異形成症候群） 19 

193 プラダー・ウィリ症候群 1  計 26 

 
※令和８年３月３１日時点で受給者証を持っている人。 
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3-7-8 難病患者在宅療養支援事業  

  (1) 事業目的 

原因が不明で治療方針が確立されていない難病患者及びその家族に対して、訪問指導や医療相談を 

行うことにより、在宅療養を支援する。 

  (2) 根拠法令 

   難病特別対策推進事業実施要綱 

  (3) 事業実績 

   （ア）訪問相談事業          （人） 

 実 数 延 数 

令和５年度 ３１ １０４ 

令和６年度 ３３ ７６ 

令和７年度 ３８ １３０ 

 

   （イ）難病等療養相談会        （人） 

 回 数 参加延人数 

令和５年度     ３    ２５ 

令和６年度     ３ ２５ 

令和７年度     ２    ３４ 

 

   （ウ）難病支援従事者研修会      （人） 

 回 数 参加延人数 

令和５年度     ２    ２５ 

令和６年度     ３ ２１ 

令和７年度     ２    １８ 

 

   （エ）事例検討会            

※令和５、６年度は実施なし。 

 回 数 参加延人数 

令和７年度     １    ２７ 

 

 

 

3-7-9 原爆被爆者健康診断事業  

  (1) 事業目的 

富山県より委譲事務となっている原爆被爆者の健康診断に関する事務のスムーズな運用を図ることを 

目的とする。 

  (2) 根拠法令 

   原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律 

  (3) 事業実績                                    （人） 

 健診種別  被爆者数 定期健診（上期）  希望者健診  がん健診 定期健診（下期） 

令和 ５ 年度 １１ ０ ４ ０ ０ 

令和 ６ 年度  ９ ０ ４ ０ ０ 

令和 ７ 年度  ９ １ ０ ０ １ 
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3-8 結核対策 

 3-8-1  結核予防事業 

 (１) 事業目的 

     結核予防及び結核患者に対する適正な医療の給付を行うことによって、結核が個人的、社会 

    的に害を及ぼすことを防止し、市民の健康保持と結核の撲滅を図ることを目的とする。 

 (２) 根拠法令 

     感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

 (３) 事業実績 

   (ア)定期結核健康診断実施状況 

     結核健診（一般：６５歳以上）の実施状況                   （人） 

 

   区分 

 

 

年度 

エ ッ ク ス 線 撮 影 

定 期 健 診  精 密 検 査（直接撮影） 

対象者数 

受 診 者 数 
受診率 

（％） 
対象者数 受診者数 

受診率 

（％） 
集 団 

(間接撮影) 
施 設 

(直接撮影） 

令和 ５ 年度 ９７,３７４ ６２９ ２４,７２９ ２６．０ ９４５ ８４４ ８９．３ 

令和 ６ 年度 ９５,９８８ ５４６ ２４,９１０ ２６．５ １,０１９ ９０８ ８９．１ 

令和 ７ 年度 ９５,０２５ ４１１ ２４,７５３ ２６．５ ８７６ ７８９ ９０．１ 

       

  （イ）感染症診査協議会（結核専門部会）開催状況                  （件） 

 

   区分 

 

年度 

開催 

回数 

(回) 

診 査 ・ 報 告 件 数 

就業制限 

(18 条） 

応急入院 

の報告 

(19 条) 

入院勧告 

(20 条第 1 項) 

入院期 

間延長 

(20 条第 4 項) 

通院公費 

負担 

(37 条の 2) 

令和 ５ 年度 ２３ １７ １７ １６ １７ ７７ 

令和 ６ 年度 ２４ １６ １６ １６ １３ ５４ 

令和 ７ 年度 ２３ １０ １０ １０ １２ ６３ 

  

  （ウ）結核対策促進事業（結核予防費補助金） 

私立学校、福祉施設の設置者等が行う結核の定期健康診断に対し、その費用の３分の２を

補助する。 

      令和７年度実績：私立学校１３施設、福祉施設２５施設 

 

 3-8-2 結核医療費公費負担事業 

 （１）事業目的 

    結核患者の医療費を公費で負担することにより、結核のまん延を防止する。 

 （２）根拠法令 

    感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

 （３）事業実績 

（ア）結核患者登録状況                               （人） 

   区分 

年次 

登録者 

総数 

新登録者 

（うち外国生まれ）
転入者 削除者 

削 除 者 の 内 訳 
潜在性結核

感染症 死亡 
治癒 転出 その他 

結核 その他 

令和 ５ 年 ５１ ３６（９） １ ２８ ４ １２ ７ ５ ０ １７ 

令和 ６ 年 ５０ ２５（６） １ ２８ ２ ８ １３ ５ ０ １４ 

令和 ７ 年 ５１ ２９（７） ２ ２９ ５ ６ １３ ５ ０ １９ 



（イ）年末時登録者数（年末時総合患者分類）                     （人） 

   区分 

 

年次 

登録者 

総数 

活動性結核 

不活動 

性結核 

潜在性結核感染症 

（別掲） 

総数 

肺結核活動性 
肺外結 

核活動 

性 
総数 

登録時喀痰塗抹陽性 
登録時 

その他 
治療中 観察中 

総数 
初回 

治療 

再 

治療 

令和 ５ 年 ５１ ２１ １６ ８ ８ ０ ８ ５ ２１ ９ ７ 

令和 ６ 年 ５０ １７ １３ １０ ８ ２ ３ ４ ２６ ４ ７ 

令和 ７ 年 ５１ １７ １３ ８ ８ ０ ５ ４ ２８ １１ １０ 

 

（ウ）年齢別新登録者登録状況                          （件）（％） 

   区分 

年次 
 計 ～9 歳 

10 歳～ 

19 歳 

20 歳～ 

29 歳 

30 歳～ 

39 歳 

40 歳～ 

49 歳 

50 歳～ 

59 歳 

60 歳～ 

69 歳 

70 歳～ 

79 歳 
80 歳～ 

令和 ５ 年 ３６ 0(0) 0(0) 4(11) 3(8) 0(0) 4(11) 3(8) 8(22) 14(40) 

令和 ６ 年 ２５ 0(0) 0(0) 5(20) 3(12) 1(4) 0(0) 1(4) 3(12) 12(48) 

令和 ７ 年 ２９ 1(3) 0(0) 1(3) 2(7) 3(10) 0(0) 1(3) 1(3) 20(69) 

 ※小数点以下四捨五入のため合計が（）内の合計が 100 とならない場合があります。 

 

  （エ）公費負担状況                   （件） 

年度    区分 
通院患者 

（37 条の 2） 

入院勧告患者 

（37 条） 

令和 ５ 年度 ７７ ３３ 

令和 ６ 年度 ５２ ２９ 

令和 ７ 年度 ５９ ２２ 

  

 

3-8-3 結核接触者健康診断 

 (１)事業目的 

     結核患者の家族や職場での接触者等、特に感染した可能性が高いと考えられる者について、

二次感染による患者発生（集団発生）を防止するため、接触者健康診断を実施する。 

また、結核再発防止のために結核登録者に対して管理検診を実施する。 

 (２)根拠法令 

    感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

 (３)事業実績  

（ア）接触者健診                                 （人） 

区分 

年度 

対
象
者
数 

受  診  者  数 結 果 

患者家族 その他 
受
診
者
数 

受
診
率(

％)
 

発
見
患
者
数 

潜
在
性
結
核 

感
染
症 

保
健
所 

委
託 

医
療
機
関 

そ
の
他 

保
健
所 

委
託 

医
療
機
関 

そ
の
他 

令和 ５ 年度 690 0 47 3 396 194 24 664 96.2 1 17 

令和 ６ 年度 666 0 64 10 251 296 29 650 97.6 0 6 

令和 ７ 年度 397 0 75 6 109 188 6 383 96.5 1 5 

 

－ 71 －



－ 72 －

（イ）管理検診                               （人） 

    区分 

年度 

対象 

者数 

受診 

者数 

受診率 

（％） 

検診実施機関別

受診者数 
    受診結果 

委託医

療機関 
その他 要医療 要観察 

治癒・ 

削除 

令和 ５ 年度 ４８ ４０ ８３．３ ２７ １３ ０ ２９ １１ 

令和 ６ 年度 ６８ ６４ ９４．１ ５５ ９ ０ ５１ １３ 

令和 ７ 年度 ８１ ７７ ９５．１ ７３ ４ ０ ５５ ２２ 

   

  

3-8-4 地域ＤＯＴＳ（結核患者服薬支援） 

 (１)事業目的 

    全結核患者（潜在性結核感染症を含む。）に対して速やかに家庭訪問等を行い、患者や家族

の不安の解消に努め、結核に関する十分な理解が得られるように保健指導等を行う。加えて

ＤＯＴＳ（結核患者服薬支援）を行い、患者の治療を確実に成功させることにより再発によ

る感染の拡大、耐性菌の出現を防止する。 

 (２)根拠法令 

    感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

 (３)事業実績                               

    区分 

年度 

地域ＤＯＴＳ実施状況 

区  分 外来ＤＯＴＳ 訪問ＤＯＴＳ 
連絡確認 

ＤＯＴＳ 

令和 ５ 年度 
ＤＯＴＳ対象患者数（人） ５ ３７ ３８ 

実施件数（延べ数）（回） １８ １６８ １０３ 

令和 ６ 年度 
ＤＯＴＳ対象患者数（人） ０ ２ ４６ 

実施件数（延べ数）（回） ０ １５ ２４１ 

令和 ７ 年度 
ＤＯＴＳ対象患者数（人） ０ ３ ５９ 

実施件数（延べ数）（回） ０ ８ ３４３ 

   令和６年度から、富山県 DOTS 実施要領の基準に合わせて計上。 



 

3-9 精神保健福祉対策 

3-9-1 精神保健福祉対策事業 

（1）事業目的 

    心の健康づくりを推進し、また、心の病気になっても安心して地域で自立して暮らせるよう

支援する。 

（2）根拠法令等 

    精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律、自殺対策基本法、保健所及び市町村における精神保健福祉業務運営要領、

地域保健法、アルコール健康障害対策基本法、地域生活支援事業実施要綱、地域生活支援促

進事業実施要綱 

（3）事業実績  

   （ア）精神保健福祉相談（心の健康相談）                   （件） 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

精神保健福祉相談 

・医師、保健師等による面接、電話相談、 

メール相談等  随時(訪問も含む) 

９，７１６ ８，５４２ ７，６８４ 

(再掲) 精神科医師による相談 

・予約制（月２回） 
４０ ２９ ２８ 

臨床心理士等による心の

相談・予約制（月２回） 
１０５ ７７ 

３７ 
（月２回に変更） 

老人精神保健 ２３０ ３３７ ２７１ 

うつ（疑）状態 １，００６ ６２５ ７７４ 

自殺関連 １，４９５ ９９６ １，２５５ 

         

   （イ）保健師、精神保健福祉士等による訪問指導                （件） 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

保健師、精神保健福祉士等による訪問指導 １，７７３ １，５４０ １，４５８ 

(再掲) 嘱託医との同行訪問 ０ ０ １ 

老人精神保健 ５４ ３４ ４８ 

うつ（疑）状態 ２７９ １１５ １０３ 

自殺関連 １６１ １０５ ６７ 

 

   （ウ）精神障害者活動支援（ひだまりサロン） 

年 度 回数（回） 参加者数（人） 内 容 スタッフ 

令和５年度 ２３ ８３ 参加者同士の交流 等 精神保健福祉士、 
保健師、社会福祉士、 
メンタルヘルスサポーター 
等 

令和６年度 ２４ ８１ 

令和７年度 ２４    ９６ 

 

   （エ）精神保健家族教室（うつ病家族教室） 

年 度 回数（回） 参加者数（人） 内 容 スタッフ 

令和５年度 ４ ２５ 講義 

・うつ病の理解を深めよう 

・家族の関わりについて 

・福祉制度・サービスに

ついて 

精神科医師、公認心理師、 

保健師、看護師、社会福

祉士、家族会等 令和６年度 ４ ４６ 

令和７年度 ３ ２５ 
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   （オ）保健福祉サービス調整推進会議等 

      （保健所保健予防課、保健福祉センターが主催または参加した会議） 

      主な議事内容 ・処遇困難な在宅精神障害者の支援について 

             ・精神障害者の退院後支援について 

      会議参加機関： 医療機関、社会復帰施設、市関係課、保健所等 

 

年 度 回数（回） 参加者数（人） 

令和５年度 ２１８ １，８２１ 

令和６年度 １４５ １，３７１ 

令和７年度 １１７ １，０７６ 

 

   （カ）メンタルヘルスサポーター活動支援事業 

年 度 依頼者数（人） 活動回数（回） 内  容 

令和５年度 ７８ ２，４１０ ・こころのサポーター活動 

・こころの健康に関する広報、普及啓発活動 

・保健所事業、講演会等への協力 

・研修会、講演会等への参加  等 

令和６年度 ７４ １，９２９ 

令和７年度 ６５ １，８７８ 

 

   （キ）アルコールセミナー 

年 度 回数（回） 参加者数（人） 内  容 

令和５年度 ２ ７０ ・精神科医師等による講義 

・断酒会員（当事者、家族）による体験談 

・個別相談 

令和６年度 ２ ５９ 

令和７年度 ２ ５０ 

 

   （ク）依存症を理解するセミナー 

年 度 参加者数（人） 内  容 

令和６年度 ３４ ・医師等による講義 

・自助グループの活動紹介（情報提供ブース） 令和７年度 １９ 

 

   （ケ）精神保健普及啓発事業      

     Ａ 富山市地域精神保健福祉推進協議会の支援（令和７年度）     

 

     Ｂ 富山市精神障害者家族会等連絡会の支援（令和７年度） 

 回数（回） 参加者数（人） 内  容 

家族交流会 １ ２１ 

 

「まずは、『じぶん』を大切に  

～短所を長所に変えてみよう～」 

講師：小杉南地域包括支援センター 竹林 久留美氏 

 

 回数（回） 参加者数（人） 内  容 

地域精神保健 

福祉講演会 
１ ７３ 

誰もが生きやすい社会にむけて～生きづらさを抱えた人に私

たちができることとセルフケア～ 

講師：髙橋聡美氏 

心の健康づくり 

講座 
７ ３５０ 

①しなやかな心を育てよう～ヒントは「あなた」の中にある！自分発見の旅～ 
（講師：竹林久留美氏） 
②色と香りの健康法（講師：高須佳美氏） 
③精神障害を理解し、ともに地域で暮らそう（講師：山本智明氏、ピアフレンズ） 
④いきいきと自分らしく過ごすためにこころと体を整えて（講師：舟坂雅春氏） 
⑤自分も周りも元気に～心の栄養・ストロークを意識して～（講師：経田博子氏） 
⑥小中高と大学生のこころと眠り（講師：堀有行氏） 
⑦眠りが及ぼす脳とこころとからだの微妙な関係（講師：小林寿夫氏） 
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     Ｃ 出前講座「健康ですか、あなたの心」等 

年 度 回数（回） 参加者数（人） 
（再掲） 

地 域 職 域 

令和５年度 １７ ５８１ １０回（３６０人）  ７回（２２１人） 

令和６年度 １３ ３０１ ４回（９７人） ９回（２０４人） 

令和７年度 １９ １,１９８ １１回（７２８人） ８回（４７０人） 

    

   （コ）心神喪失者等医療観察法に基づく地域支援 

年 度 事例件数（件）  訪問指導(回)  ケア会議(回) 連絡調整等(回) 

令和５年度 ４ １１ １２ ２２ 

令和６年度 ４ ２１ ２０ ２７ 

令和７年度 ４ ２５ １６ ２５ 

      心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者のうち、地域社会における処遇（通院治

療）となった者に対して支援するもの。 

 

（サ）精神科緊急事例への対応                                                 (件) 

          年 度 

  区 分 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 

 

 

通 

 

 

報 

 

 

 

 

対応 

件数 

一般人(22条） ５      ５ ６ 

警察官(23条） ３２     ４６ ６１ 

検察官(24条） ３      １ １ 

矯正施設の長(26条) ０      ０ １ 

病院長（26条の 2） ０      ０ ０ 

  計 ４０     ５２ ７１ 

（再掲）措置診察実施件数 １６     １４ ２３ 

（再掲）時間外対応件数 ２９     ４０ ３６ 

 

 

結果 

措置入院 １３     １２ ２０ 

応急入院 ０      ０ １ 

医療保護入院 ７     １４ １３ 

任意入院 １      ０ ４ 

受診のみ ９      ６ ３ 

その他 １０     ２０ ３０ 

 

   （シ）精神障害者保健福祉手帳交付状況                    （人） 

年 度 １級 ２級 ３級 計 

令和５年度 ２５４ ２，６０７ １，２４１ ４，１０２ 

令和６年度 ２７４ ２，７１６ １，３７６ ４，３６６ 

令和７年度 ３０１ ２，８１１ １，４９７ ４，６０９ 

 

（ス）自立支援医療（精神通院）承認状況 

 

 

 

 

 

年 度  件 数（件） 

令和５年度 ６，６０８ 

令和６年度 ６，８２０ 

令和７年度 ７，６５０ 



 

自立支援医療（精神通院）の診断名別の状況（令和７年度）       （人）   

 男 女 計 

器 

質 

性 

認

知

症 

アルツハイマー病型 ２６ ５８ ８４ 

血管性 ５ ３ ８ 

上記以外の器質性精神障害 ６６ ４８ １１４ 

精

神

作

用 

物

質 

アルコール ９５ １７ １１２ 

覚せい剤 ０ ０ ０ 

その他 １９ １ ２０ 

統合失調症、統合失調感情障害等 ８３４ ８４８ １，６８２ 

気分（感情）障害 １，２１２ １，８２９ ３，０４１ 

神経症性障害等 ３３７ ６６３ １，０００ 

生理的障害等 ２４ ８３ １０７ 

パーソナリティ及び行動の障害 ２５ ３１ ５６ 

精神遅滞（知的障害） ７１ ６４ １３５ 

心理的発達障害 ２８４ １３３ ４１７ 

小児・青年期障害 ２００ １１８ ３１８ 

てんかん ３０２ ２５４ ５５６ 

その他 ０ ０ ０ 

合計 ３，４９９ ４，１５１ ７，６５０ 

 

 （セ）ひきこもりサポート事業 

    ひきこもりの多くは、不登校などをきっかけに始まることが多いため、若年のうちに早期

に必要な支援につながるよう相談窓口や支援機関の情報を発信するとともに、医療・保健・

福祉・教育・就労等の機関が身近なネットワークを構築し、包括的な支援を推進する。 

 

 回数（回） 参加機関 内  容 

ひきこもり 

ネットワーク会議 

（若年層対策） 

１ 

富山市学校教育課、富山市教育委員会

スクールソーシャルワーカー、富山市

教育センター、わがまちサロン事業実

施団体、富山市こども健康課・福祉政

策課・保健福祉センター  

中学校卒業後に支援が途切れないよ

う連携システムを構築するために、ス

クールソーシャルワーカーと地域の支

援機関との連携について検討する。 

ひきこもり 

情報交換会 

（中高年対策） 

１ 

ひきこもり家族会・支援団体 、わが

まちサロン事業実施団体、富山県ひき

こもり地域支援センター、富山市社会

福祉協議会、富山市福祉政策課・障害

福祉課・生活支援課・長寿福祉課・保

健福祉センター  

ひきこもり本人と家族の現状や抱える

課題等を関係機関等で共有し、社会と

のつながりが困難となり孤立しないよ

う包括的な支援を推進する。  

      

ひきこもり講演会 

年 度 回数（回） 参加者数（人） 内  容 

令和５年度 １ ３９ 
「小さなカフェから始まった‐居場所活動と制度外の就労支援‐」 
（講師：一般社団法人 Ponteとやま 理事 加藤 愛理子氏） 

令和６年度 １ ５１ 

「ひきこもりの理解と本人が動きやすくなるヒント～家族の関わり方と、ひき

こもりのゴールについて～」 
（講師：発達障害者支援センター パース 就労支援リーダー、 
 公認心理師 つなぐ会花園代表 吉本 真悟氏） 

令和７年度 １ ３１ 
「本人と家族を地域で支える～ひきこもり支援ハンドブックをヒントに～」 
（講師：ひきこもり家族自助会とやま大地の会 代表 山岡 和夫氏、 
当事者／経験者 米谷 豊氏）   
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    ひきこもりに関する相談                        （件） 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

電話相談 ７６５ ３８０ ５４９ 

訪問による相談 １５８ １１７ １３５ 

来所相談（ひきこもり相談会含） ６０ ６３ ６９ 

 

 （ソ）わがまちサロン事業 

    ひきこもりや不登校、精神の障害を持った方が参加できる場を地域で提供する活動事業に

対し、費用の一部を補助するもの。 

      令和７年度申請団体   ７団体 

  

（タ）精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進のための協議の場 

   精神障害者や精神保健上に課題を抱えた者等が、障害の有無や程度に関わらず地域の一員

として安心して自分らしい暮らしをすることができる地域づくりを進めるため、医療、福祉、

保健等の様々な立場の者が協働し、精神保健医療福祉に関する重層的な連携による支援体制

の構築に取り組む。令和７年度の協議の場では、保健・医療を起点とした基盤整備について

検討し、「にも包括」の理念や目的の啓発のため、富山市のキャッチコピーを作成し講演会等

で広めていくこと、精神科病院所属の「退院後生活環境相談員」を対象としたアンケート調

査実施について検討した。 

 

3-9-2 自殺予防対策事業 

（1）事業目的 

    平成３１年３月に策定した「富山市自殺対策総合戦略」に基づき、「誰も自殺に追い込まれる

ことのない富山市」の実現を目指して、関係機関・団体、企業、行政等がそれぞれの立場で協

働、連携して自殺予防対策を推進するもの。 

    ＊令和７年に自殺対策基本法一部改正が施行され、「自殺総合対策大綱」が令和９年 10 月に

策定予定であることから、次期富山市自殺対策総合戦略の策定を令和 10 年 10 月に延長する。 

 （2）根拠法令 

自殺対策基本法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、地域保健法、自殺総合対策大綱 

（3）事業実績 

（ア）自殺対策推進連絡会議の開催 

  医療、産業、教育等の関係機関で構成する「富山市自殺対策推進連絡会議」において、「富山

市自殺対策総合戦略」に基づく施策の実施状況を報告し、本市における自殺対策の総合的な推

進に向け、必要な事項を協議した。 

  ・連絡会議 １回 
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（イ）部会の開催 

  「富山市自殺対策総合戦略」において、対象別施策として位置づける５つの分野「子ども部

会」「若者部会」「高齢者部会」「勤務問題」「生活困窮者」の部会を開催し、それぞれの分野に

おける実務者で施策の実施状況やこれまでの取り組み・課題等を共有し、「富山市自殺対策総合

戦略」の推進に向け、効果的な取り組みを検討した。 

 

部  会 回数（回） 参加機関 協 議 内 容 

子ども １ 

富山県公認心理師協会、富山大学、富山

県教育委員会、富山市学校教育課・学校

保健課・こども健康課、富山市教育セン

ター、富山市スクールソーシャルワーカー 

市と学校、教育委員会等との連携・協議の

あり方について、現場の声を聞き検討す

る。 

若者 １ 

富山県若者生きづらさ寄りそいネット

ワーク協議会、富山県子ども・若者総合

相談センター、富山地域若者サポートス

テーション、富山大学保健管理センタ

ー、富山県発達障害者支援センター、富

山市西保健福祉センター 

高校中退、卒業後の若者へのサポート体制

の理解と現在の取り組みについて確認し、

大学等と地域社会の連携による、非就学・

非就労の若者も含む多角的な支援体制の

構築について検討する。 

高齢者 １ 

富山市自治振興連絡協議会、富山市民生

委員児童委員協議会、富山市老人クラブ

連合会、富山市メンタルヘルスサポータ

ー連絡会、富山市介護支援専門員協会、

富山市地域包括支援センター連絡協議

会、富山市社会福祉協議会、富山市長寿

福祉課・福祉政策課 

高齢者及び家族介護者の孤独・孤立を予防

するための取り組み状況や、高齢者のメン

タルヘルスの特徴について共有するとと

もに、現役世代から高齢者まで、誰もが地

域づくりに参加できるような取り組み、地

域で相談につながる環境や支援体制につ

いて検討する。 

勤務問題 １ 

富山市医師会富山地域産業保健センタ

ー、富山労働基準監督署、富山産業保健

総合支援センター、富山商工会議所、連

合とやま富山地域協議会、富山障害者職

業センター、富山市商工労政課 

勤務問題による自殺対策に資する取り組

みについて、これまで実施した取り組みか

ら継続できること、今後さらに求められる

こと等を整理し、「取り組みシート」を用

いて見える化し、今後の効果的な連携のあ

り方を検討する。 

生活困窮 １ 

富山県弁護士会、富山市民生児童委員協

議会、富山公共職業安定所、富山市社会

福祉協議会、富山市福祉政策課・生活支

援課・介護保険課・市営住宅課・消費生

活センター・大山保健福祉センター・上

下水道局 

多重債務、生活苦、公共料金の滞納等の課

題を抱えた方への各機関への取り組みや

役割を共有し、自殺リスクのある方が、迅

速かつ確実に関係機関と連携する方法や

支援体制について検討する。 

 

（ウ）相談支援事業 

  自殺に関する相談件数                           （件） 

  令和５年度 令和６年度 令和７年度 

実件数 ４３ （５） １２４ （２） ８２ （２） 

延件数 １，４９５ （５） ９９６ （２） １，３２２ （２） 

内

訳 

電話相談 
（メール含む） １，２８６ （０） ８６５ （０） １，２２６ （０） 

訪問 １６１ （０） １０５ （０） ６７ （０） 

来所相談 ４８ （５） ２６ （２） ２９ （２） 

                               ( )再掲 精神科医師 
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（エ）人材養成事業 

Ａ ゲートキーパーの養成 

悩んでいる人に気づき、声をかけ、必要な専門機関につなぐ身近なゲートキーパーの役割

を担う人材として一般市民や専門職、職能団体等を対象に研修を行った。 

 

     (A)初級（一般市民・民生委員・メンタルヘルスサポーター等） 

 

 

・ 

 

  

(B)レベルアップ（初級受講者） 

内 容 講 師 参加者数（人）

「元気を保ち、つらい思いを 

している人に手を差し伸べよう 

－傾聴とセルフケアについて－」 

医療法人社団あずさ会 川田病院 

公認心理師・臨床心理士  

石黒 美幸 氏 

４４ 

「弁護士の使い方、つなぎ方 

～自殺対策に弁護士の力を～」 

富山県弁護士会 

弁護士 西山 貞義 氏 
４８ 

 

(C)専門職（介護支援専門員・助産師） 

     (D)職域（勤務している方） 

（オ）普及啓発事業 

Ａ 広報とやま・ホームページなどでの広報 

(A)広報への掲載 

国が定める９月の「自殺予防週間」や３月の「自殺対策強化月間」に合わせ、ゲートキ

ーパーや精神科医などによるこころの相談、ハートＳＯＳダイヤルについての記事等を広

報とやまに掲載した。 

 

 (B)ホームページへの掲載 

富山市ホームページに、平成３１年３月に策定した「富山市自殺対策総合戦略」を掲載

し、自殺の現状や自殺対策に関する事業についても紹介した。また、年間を通して、精神

科医や臨床心理士等による相談会に関する情報を掲載した。 

(C)自殺予防啓発パンフレットの作成・配布 

相談窓口を掲載した「相談窓口紹介ガイド」を作成し、地域の関係団体や関係機関等に

配布した。 

      

Ｂ 自殺予防キャンペーン 

富山市メンタルヘルスサポーター連絡会と富山市民生委員児童委員協議会が合同で、国

が定める３月の「自殺対策強化月間」に、自殺予防に関するパンフレットを市内８か所の

ショッピングセンター等で配布した。また、１０月には市ファミリーパークで来場者にパ

ンフレットを配布した。 

内 容 講 師 参加者数（人）

「富山市の自殺現状と対策・ 

ゲートキーパーとは」 

「声がけのロールプレイ」 

保健所保健予防課職員 ５０ 

内 容 講 師 参加者数（人）

気づき、つなぎ、支える 

―高齢者の心の声を聴く― 

さくらまちハートケアクリニック 

院長 荒井 秀樹 氏 
３９ 

「子育ての悩みを抱える家族への

支援」 

富山県こどもこころの相談室 

臨床心理士・公認心理師 深澤 大地 氏 
３７ 

内 容 講 師 参加者数（人）

「ゲートキーパーとしての相談の

受け方、話の聞き方」 

富山国際大学 子ども育成学部 

教授 大平 泰子 氏 
４５ 



 

Ｃ 地域ぐるみの心の健康づくり 

地域住民一人ひとりが心の健康問題の重要性を認識し、また、誰もが安心して生活でき

る地域づくりを目指すため、八尾地域と婦中地域において、地域の関係団体や関係機関で

構成された実行委員会を中心に、地域の特性に応じた心の健康づくり活動に取り組んだ。 

令和７年度は、心の健康づくりに関する講演会の開催や小学生を対象にした学童期から

の心の健康づくり標語の募集、心の健康づくりのつどい等を実施した。 

 

（カ）若年層対策事業 

    Ａ 若年層の心の相談 

      若年層の心の相談に対応するため専用の相談日を設け、精神科医師による相談（月１回）、

公認心理師等による心の相談（月２回）を市役所、保健所、保健福祉センター等において

実施した。 

 

 
相談件数 

内訳 

10 歳代 20 歳代 30 歳代 その他 

若年層のための心の相談（精神科医師） １１ ３ ５ ３ ０ 

若年層のこころの出張相談（公認心理師等） ２１ ３ １５ ３ ０ 

 

    Ｂ ゲートキーパーの養成 

悩んでいる人に気づき、声をかけ、必要な専門機関につなぐ身近なゲートキーパーの役割

を担う人材として助産師や学生、支援者等を対象に研修を行った。 

 

      (A)若者（高校・専門学校の生徒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      (B)若者支援者（教員等） 

 

 

 

 

 

 

   Ｃ 心の健康に関する普及啓発 

       若年層のメンタルヘルス対策を推進するため、大学等においてキャンペーンを実施し、

啓発物品の配布を行った。 

（A）大学祭（１０月） 

・配布数  ８００部 

・配布場所 富山大学（杉谷キャンパス）、富山短期大学、 

富山国際大学（呉羽キャンパス） 

 

（B）小学生から高校生及びその保護者（７～９月の夏休み前後） 

・配布数  ２，４００部 

・配布場所 身近な地域 

 

内 容 講 師 参加者数（人） 

「SOS の出し方と受け止め方」 
富山大学 学術研究部 

講師 飯島 有哉 氏 
３８ 

「悩んだ時には SOS！～あなたの声・ 

みんなの声が大切だから～」 

臨床心理士／公認心理師  

幅 洋美 氏 
８５ 

「相談するチカラ 相談に乗るチカラ」 
富山県リハビリテーション病院・こども支援センター 

医師 森 昭憲 氏 
２０ 

「SOS の受け止め方をまなぶ 

 ―看護師のための自殺予防入門―」 

富山大学 学術研究部 

講師 飯島 有哉 氏 
３５ 

内 容 講 師 参加者数（人） 

「耳の傾け方 

－こころの声をどう聴くか－ 」 

富山県こどもこころの相談室 

カウンセリングオフィスこころのおと代表 

臨床心理士 公認心理師 深澤 大地 氏 

２６ 
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（キ）自殺未遂者フォローアップ事業 

入院した自殺未遂者に対し本人の同意を得て、入院中から退院後の生活支援について、病

院と定期的に会議を開くなど継続的な支援を行っている。平成２４年度から事業を開始し、

市内の入院病床を有する精神科病院と連携している。 
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精神保健福祉対策事業体系（令和７年度）

精神保健福祉対策事業

目的：心の健康づくりを推進し、また、心の病気になっても誰もが安心して地域で自立して暮らせるよう支援する。

（３）人材育成及び地域のボランティアの

情報交換

（４）正しい知識の普及啓発

①精神保健福祉相談（精神科医師）

②こころのケア相談（臨床心理士）

③保健福祉センター、保健所職員等による相談・訪問

①医療観察法に基づく支援

②措置入院者退院後支援

③ひきこもりサポート事業

①メンタルヘルスサポーターの育成

②富山市メンタルヘルスサポーター連絡会の支援

①心の健康づくり講座

②地域精神保健福祉講演会

③依存症対策事業

④富山市地域精神保健福祉推進協議会の支援

①精神障害者活動支援事業（ひだまりサロン）

②精神障害者家族教室（うつ病家族教室）

③富山市精神障害者家族会等連絡会の支援

①自立支援医療（精神通院）申請

②精神障害者保健福祉手帳申請・交付

③措置入院者の費用徴収額認定事務

④医療保護入退院関係書類事務

⑤通報業務

⑥社会とのつながり促進事業事務

自殺予防対策事業

目的：保健、医療、福祉、教育、産業等が連携し、市民の心の健康に関する意識を高め、総合的に自殺予防を推進する。

①相談支援事業（弁護士、社会福祉士）

②保健福祉センター、保健所職員等による相談・訪問

①ハートＳＯＳダイヤル

①ゲートキーパーの養成

（一般、職域、専門職等）

②ゲートキーパーの支援

①広報とやま、市ホームページ等での広報啓発

②自殺予防啓発キャンペーン

③相談窓口紹介ガイドの作成、配布

①若年層の心の相談（精神科医師、公認心理師等）

②ゲートキーパーの養成（学生、若者の支援者等）

③生きづらさを抱えた若者支援のための検討会

④心の健康に関する普及啓発

①自殺未遂者等の支援

②自殺未遂者フォローアップ事業

①自殺対策推進連絡会議の開催

②部会（子ども、若者、勤務問題、生活困窮者、高齢者）の

開催

（１）相談支援事業

（２）電話相談事業

（５）若年層対策事業

（６）自殺のハイリスク者に対する支援

（４）普及啓発

（３）人材養成

（７）自殺対策推進事業

（２）地域の各機関との連携

（１）専門職による相談・訪問体制の強化

（７）医療・福祉（進達業務）

（５）障害を持つ人やその家族に対する支援

（６）精神障害にも対応した地域包括ケア

システム構築の推進のための協議の場

①精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

構築の推進のための協議の場



3-10 衛生検査 

3-10-1 食品衛生監視指導事業 

   (1) 事業目的  

     飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止する。 

   (2) 根拠法令 

     食品衛生法、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律 

    食品衛生法の改正 

令和３年６月１日に改正食品衛生法が施行された。この改正により、これまでの許可業種の分類が見直され、３４業種

から３２業種に再編された。また、届出制度が創設され、これまでの乳類販売業などの許可を要する営業（許可業種）

の一部は、届出を要する営業（届出業種）として整理された。改正法施行後に交付された許可は、改正法による許可（新

法許可）として、従来の許可（旧法許可）と区別される。すべての旧法許可が有効期限を迎えることで、新法許可への

移行が完了となる。 

   (3) 事業実績 

    （ア） 食品衛生監視指導 

        富山市食品衛生監視指導計画に基づき、大規模製造業等を中心とした重点監視対象施設の監視指導を行うととも

に、食品の収去等を実施し、食品の安全性の確保に努めた。 

    （イ） 食中毒予防対策 

        食中毒の発生を未然に防止するため、大規模製造施設等を中心とした重点監視対象施設の監視指導を行った。ま

た、ノロウイルスによる食中毒、食肉の生食による食中毒、自然毒による食中毒、アニサキス等の寄生虫による食

中毒の予防対策について、啓発や指導を行った。 

    （ウ） 不良食品の防止対策 

        食品の安全性を確保するため、食品・添加物の成分規格等の細菌検査及び理化学検査を実施し、違反食品の取締

り及び指導を行った。 

    （エ） 衛生教育 

        食品関係営業者に対しては、食品衛生責任者養成講習会および研修会を実施した。 

        また、営業者が自主的に実施する講習会への講師派遣を行った。 

        消費者に対しては、食品衛生月間、出前講座等を中心に食中毒防止等の衛生思想の普及啓発を行った。 

    （オ） 市場の監視指導 

        富山市公設地方卸売市場の監視を行った。 

    （カ） 富山市食品衛生協会との連携 

        食品衛生の向上を図るためには業界の協力が極めて重要であり、協会役員及び食品衛生指導員と密接な連携のも

と、営業者による自主管理体制の確立・充実に努めた。 

    （キ） 食品に関する情報提供の実施 

       広報とやま、ホームページ等に家庭でできる衛生対策を掲載し、市民に対して啓発や注意喚起を行った。 

       また、事業者が自主回収（リコール）を行う場合、リコール情報を行政に届け出ることが義務化されたことから、

事業者へ適切な対応について指導を行い、食品による健康被害の発生防止に努めた。 
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 Ａ 食品関係営業施設数（旧法許可）                      （単位：施設） 
 

 区 分          年 度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

許 
 
 

 
 

可 
 
 

 
 

を 
 
 

 
 

要 
 
 

 
 

す 
 
 

 
 

る 
 
 

 
 

施 
 
 

 
 

設 

飲

食

店

営

業 

一般食堂・レストラン  ６９０ ３９７ ２２３ 

仕 出 し 屋 ・ 弁 当 屋  １８９ １２０ ６４ 

旅          館  ５０ ３６ ７ 

そ    の     他  １，２９４ ７７２ ３４７ 

小          計  ２，２２３ １，３２５ ６４１ 

 菓子（パンを含む。）製造業  ２６０ １５１ ７４ 

 乳 処 理 業  １ ０ ０ 

 特 別 牛 乳 さ く 取 処 理 業  ０ ０ ０ 

 乳 製 品 製 造 業  ２ ２ ０ 

 集 乳 業  ０ ０ ０ 

 魚 介 類 販 売 業  １１６ ６６ ３６ 

 魚 介 類 せ り 売 業  ０ ０ ０ 

 魚 肉 ね り 製 品 製 造 業  ２ ２ １ 

 食 品 の 冷 凍 又 は 冷 蔵 業  ７ ５ ３ 

 かん詰又はびん詰食品製造業  ２ １ ０ 

喫 茶 店 営 業  １３０ ７６ ３７ 

あ ん 類 製 造 業  ２ ０ ０ 

ア イ ス ク リ ー ム 類 製 造 業  ３２ １９ １２ 

食 肉 処 理 業  １０ ６ ３ 

食 肉 販 売 業  ５１ ４４ ２７ 

食 肉 製 品 製 造 業  ６ ３ ２ 

 乳 酸 菌 飲 料 製 造 業  ０ ０ ０ 

 食 用 油 脂 製 造 業  １ １ １ 

マーガリン又はショートニング製造業   ０ ０ ０ 

 み そ 製 造 業  ８ ４ １ 

 醤 油 製 造 業  １ １ １ 

 ソ ー ス 類 製 造 業  １ １ １ 

 酒 類 製 造 業  ４ １ ０ 

 豆 腐 製 造 業  １２ ７ ４ 

 納 豆 製 造 業  １ ０ ０ 

 め ん 類 製 造 業  １５ １０ ３ 

 そ う ざ い 製 造 業  ７４ ４８ ２４ 

 添 加 物 製 造 業  ７ ２ １ 

 食 品 の 放 射 線 照 射 業  ０ ０ ０ 

清 涼 飲 料 水 製 造 業  １２ ７ ５ 

 氷 雪 製 造 業  ２ ０ ０ 

計  ２，９８２ １，７８２ ８７７ 
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Ｂ 食品関係営業施設数（新法許可）                      （単位：施設） 

 

区 分          年 度        令和５年度 令和６年度 令和７年度 

許 
 
 

 
 

可 
 
 

 
 

を 
 
 

 
 

要 
 
 

 
 

す 
 
 

 
 

る 
 
 

 
 

施 
 
 

 
 

設 

飲 食 店 営 業  ２，１２８ ２，９６７ ３，６３７ 

調 理 自 販 機 営 業  １０ ９ １１ 

食 肉 販 売 業  ７３ ８１ １００ 

魚 介 類 販 売 業  ８６ １１９ １４７ 

魚 介 類 競 り 売 り 営 業  ３ ３ ３ 

集 乳 業  １ １ １ 

乳 処 理 業  ３ ４ ４ 

特 別 牛 乳 搾 取 処 理 業  ０ ０ ０ 

食 肉 処 理 業  ２ ３ ６ 

食 品 の 放 射 線 照 射 業  ０ ０ ０ 

菓 子 製 造 業  ３３３ ４４０ ５３０ 

アイ ス ク リ ーム 類 製 造業  １８ ２０ ２２ 

乳 製 品 製 造 業  ２ ２ ４ 

清 涼 飲 料 水 製 造 業  ９ １４ １７ 

食 肉 製 品 製 造 業  ３ ４ ７ 

水 産 製 品 製 造 業  １６ ２０ ２１ 

氷 雪 製 造 業  １ ２ ２ 

液 卵 製 造 業  １ １ １ 

食 用 油 脂 製 造 業  ３ ４ ４ 

みそ 又 は し ょう ゆ 製 造業  １２ １５ １８ 

酒 類 製 造 業  ７ １０ １１ 

豆 腐 製 造 業  ５ ７ ９ 

納 豆 製 造 業  ０ １ １ 

麺 類 製 造 業  １１ １６ ２３ 

そ う ざ い 製 造 業  ７６ １１２ １４８ 

複 合 型 そ う ざ い 製 造 業  ０ ０ ０ 

冷 凍 食 品 製 造 業  ３ ４ ４ 

複 合 型 冷 凍 食 品 製 造 業  ２ ２ ３ 

漬 物 製 造 業  １６ ２４ ２５ 

密 封 包 装 食 品 製 造 業  １ １ １ 

食 品 の 小 分 け 業  ３ ５ ５ 

添 加 物 製 造 業  ６ １２ ９ 

計  ２，８３４ ３，９０３ ４，７７４ 



Ｃ 届出施設数                                  （単位：施設） 
 

 区 分                            年 度 令和７年度 

旧許可業種であ
った営業 

 魚 介 類 販 売 業 （ 包 装 済 み の 魚 介 類 の み の 販 売 ）    １０７ 

 食 肉 販 売 業 （ 包 装 済 み の 食 肉 の み の 販 売 ）    １１７ 

 乳 類 販 売 業    ２５２ 

 氷 雪 販 売 業      ３ 

 コ ッ プ 式 自 動 販 売 機 （ 自 動 洗 浄 ・ 屋 内 設 置 ）    ４９９ 

販 売 業 

 弁 当 販 売 業     １７ 

 野 菜 果 物 販 売 業     ７３ 

 米 穀 類 販 売 業     ３３ 

 通 信 販 売 ・ 訪 問 販 売 に よ る 販 売 業     １５ 

 コ ン ビ ニ エ ン ス ス ト ア    １４１ 

 百 貨 店 、 総 合 ス ー パ ー    １４３ 

 自 動 販 売 機 に よ る 販 売 業 

（5 コップ式自動販売機（自動洗浄・屋内設置）及び営業許可の対象となる自動販売機を除く。）  
   ２６９ 

そ の 他 の 食 料 ・ 飲 料 販 売 業    ２９４ 

製造・加工業 

添 加 物 製 造 ・ 加 工 業 

（法第13 条第１項の規定により規格が定められた添加物の製造を除く。）  
     ４ 

い わ ゆ る 健 康 食 品 の 製 造 ・ 加 工 業     ３８ 

コ ー ヒ ー 製 造 ・ 加 工 業 （ 飲 料 の 製 造 を 除 く 。 ）     ３８ 

農 産 保 存 食 料 品 製 造 ・ 加 工 業     ５１ 

調 味 料 製 造 ・ 加 工 業     １０ 

糖 類 製 造 ・ 加 工 業      ２ 

精 穀 ・ 製 粉 業      ８ 

製 茶 業     １７ 

 海 藻 製 造 ・ 加 工 業      ６ 

卵 選 別 包 装 業      ４ 

そ の 他 の 食 料 品 製 造 ・ 加 工 業     ４２ 

上記以外のもの 
（改正法による
改正後の法第68
条第3項におい
て準用されるも
のを含む。） 

行 商     １８ 

集 団 給 食 施 設    ２９１ 

器 具 、 容 器 包 装 の 製 造 ・ 加 工 業 

（合成樹脂が使用された器具又は容器包装の製造、加工に限る。） 
    １９ 

露店、仮設店舗等における飲食の提供のうち、営業とみなされないもの       １ 

そ の 他     ２１ 

計  ２，５３３ 
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Ｄ 食品衛生営業許可及び監視指導状況 
（単位：件） 

年
度 

区  分 
 
種  別 

営業施設数 
  （施設） 

許 可 件 数 

廃 業 監視件数 

処 分 件 数 

継 続 新 規 
許可取消

営業 

禁停止 

施設 

改善命令 

廃棄 

又は 

措置命令 

令

和

５

年

度 

許
 
可
 
営
 
業 

飲  食  店 ４，４９１   ４０４ ４０３ ４２５ １，３８１    

製 造 業 ９９６ ９４ １２７ １１１ ５６３    

販 売 業 ３２９ ２９ １４ ２４ １４７    

小 計 ５，８１６ ５２７ ５４４ ６２８ ２，０９１    

届 出 施 設 ２，３９７    １２８ １   

計 ８，２１３ ５２７ ５４４ ６２８ ２，２１９ １   

令

和

６

年

度 

許
 
可
 
営
 
業 

飲  食  店 ４，３７７ ５１９ ３０９ ４２３ １，８１９    

製 造 業 ９９５ １１２ １０３ １０４ ３８４    

販 売 業 ３１３ ５２ １８ ３４ ９２    

小 計 ５，６８５ ６８３ ４３０ ５６１ ２，２９５    

届 出 施 設 ２，３７４    １２１ １   

計 ８，０５９ ６８３ ４３０ ５６１ ２，４１６ １   

令

和

７

年

度 

許
 
可
 
営
 
業 

飲  食  店 ４，３２６ ４２４ ３２０ ３７１ １，７９９ ６   

製 造 業 １，０１２ １０３ ７５ ５８ ３６９    

販 売 業 ３１３ ４０ １１ １１ ９６    

小 計 ５，６５１ ５６７ ４０６ ４４０ ２，２６４    

届 出 施 設 ２，５３３    ８３    

計 ８，１８４ ５６７ ４０６ ４４０ ２，３４７ ６   

 

 
Ｅ リコール発生状況 

（単位：件） 

区 分 
年 度 

総  数 食品衛生法違反 
食品衛生法 
規格基準違反 

食品表示法違反 その他 

令和 ７ 年度 ３ ０ ２ 

 

 

１ ０ 
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Ｆ 食中毒等発生状況 
 
（Ａ） 食中毒の発生状況（年度） 

（単位：人） 

発生 
年月日 

発生 
場所 

摂食 
者数 

患者 
数 

死者 
数 

原因食品 病因物質 血清型等 
原因 
施設 

摂取 
場所 

令和５年 
6.26  

富山市 ２０ １ ０ 
刺身 

（ブリ、ヒラマサ） 
アニサキス A.simplex 飲食店 飲食店 

令和５年 
8.14  

富山市 １３ １ ０ 
刺身 

（シメサバ） 
アニサキス A.simplex 飲食店 飲食店 

令和５年 
12.31  

富山市 ２２ １ ０ 刺身、寿司 アニサキス A.simplex 飲食店 飲食店 

令和６年 
2.6 

富山市 ４ １  ０ いわしの酢じめ アニサキス A.simplex 家庭 家庭 

令和６年 
2.12 

富山市 ６ １  ０ 
いわし 

（推定） 
アニサキス A.simplex 飲食店 飲食店 

令和６年 
3.2 

富山市 ６３ ２２  ０ 
２月２９日及び 

３月１日に提供 

された食事 

ノロウイルス GⅡ 
老人 

ホーム 

老人 

ホーム 

令和６年 
3.14 

富山市 １ １  ０ アジ、イワシ アニサキス A.simplex 飲食店 飲食店 

令和６年 
4.17 

富山市 １ １  ０ 
刺身 

（アジ、イワシ） 
アニサキス A.simplex 販売店 家庭 

令和６年 
7.24 

富山市 ４ ４  ０ 不明 ボツリヌス菌 
A型 

ボツリヌス 
家庭 家庭 

令和６年 
9.6 

富山市 １ １  ０ しめさば アニサキス A.simplex 販売店 家庭 

令和７年 
2.4 

富山市 １ １  ０ 
刺身 

（イワシ、カワハギ） 
アニサキス A.simplex 販売店 家庭 

令和７年 
2.22 

富山市 ２１ １１  ０ 
２月２１日に提供 

された朝食又は昼食 

（推定ミニトマト） 

ノロウイルス GⅡ 
老人 

ホーム 

老人 

ホーム 

令和７年 
3.3 

富山市 １ １  ０ 寿司（イワシ） アニサキス A.simplex 飲食店 飲食店 

令和７年 
4.4 

富山市 ４３０ １２３ ０ 

４月３日及び５日に

かけて提供された 

食事 

 

ノロウイルス GⅡ 飲食店 飲食店 

令和７年 
4.13  

富山市 １４０ ２７ ０ 

４月１２日に 

調理提供された

食事 

ノロウイルス GⅡ 飲食店 飲食店 

令和７年 
4.16 

富山市 ２８ ２０ ０ 

４月１５日に 

調理提供された

配食弁当 

ノロウイルス GⅡ 仕出し屋 家庭 

令和７年 
6.9 

富山市 １ １ ０ ブリ刺身 
アニサキス 

（推定） 
 家庭 家庭 

令和７年 
10.12 

富山市 ８５ ６０ ０ 

１０月１１日夕食

に提供された食事 

（千切りキャベツ） 

腸管凝集 

付着性大腸菌 
 旅館 旅館 
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令和８年 
1.24 

富山市 １６０ ４９ ０ 

１月23、24、

26、27日に提供

された食事 

ノロウイルス GⅡ 飲食店 飲食店 

令和８年 
2.2 

富山市 １３ ７ ０ 

１月３１日夕食

に提供された 

サラダ 

ノロウイルス GⅡ 給食施設 給食施設 

令和８年 
2.6 

富山市 １５ １０ ０ 

２月５日及び９日

に調理・提供 

された昼食 

ノロウイルス GⅡ 給食施設 給食施設 

令和８年 
2.15 

富山市 ３８ １１ ０ 

２月１４日に 

調理・提供された 

カキグラタン 

ノロウイルス GⅡ 飲食店 飲食店 

 

（Ｂ） 病因物質別の食中毒の発生状況 
 

    区 分 
 
年 度 

発 生 
件 数 
（件） 

患者数 
   （人） 

病 因 物 質 別 の 発 生 件 数 (件) 食中毒 
注意報及び

警報 
発令回数 

（回） 

腸炎 
ﾋﾞﾌﾞﾘｵ 

ｻﾙﾓﾈﾗ ﾉﾛｳｲﾙｽ 
病原 
大腸菌 

自然毒 その他 

令和５年度 ７ ２８   １   ６ １ 

令和６年度    ６ １９     １      ５   ４ 

令和７年度    ９ ３０８     ７ １     １   ５ 
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　　　　　Ｇ. 食品の試験検査状況

　1 　細菌検査      （令和７年度）

62 62 120 2 2 124

（2) （2) （2) （2) （2) （2) （2)

3 3 6 6

9 9 18 9 54 81

2 2 4 4

9 9 27 1 54 82

6 6 5 5 30 1 41

7 7 7 7 42 56

1 1 1 1 2

5 5 10 5 30 45

41 41 26 26 26 156 26 15 275

6 3 9 9 9 8 26

3 3 3 3 18 3 27

6 6 6 6 6 18

6 6 6 12 18

22 22 22 132 154

5 5 5 5

17 17 1 11 11 5 30 11 1 70

209 4 213 198 55 17 46 89 546 51 32 1,034 

（2) （2) （2) （2)

　　（　）は不適数再掲

検 体 数 検　査　項　目

収
去

依
頼

合
計

成
分
規
格

生
菌
数

大
腸
菌
群

大
腸
菌

サ
ル
モ
ネ
ラ

O
１
５
７
等

黄
色
ブ
ド
ウ

球
菌

そ
の
他

合
計

牛乳
乳飲料

乳酸菌飲料
発酵乳

ｱｲｽｸﾘｰﾑ類  
氷菓

清涼飲料水

氷雪

食肉製品

魚介類

魚肉ねり
製品

穀類・果実
野菜(水煮)

冷凍食品

ﾚﾄﾙﾄ食品

弁当
そう菜類

洋生菓子
他の菓子類

漬物類

めん類

生食用肉
卵・食肉

味噌・醤油
ソース類

魚介類
加工品

給食食材
検食

ふきとり

その他
（豆腐等）

合計
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　2  理化学検査          (令和７年度）

48 48 192 1 12 205 

4 4 4 4 

9 9 16 1 17 

8 8 32 24 6 62 

9 9 9 36 9 54 

10 10 10 10 10 30 

11 11 44 11 4 59 

22 22 2,843 24 2,867 

4 4 16 4 20 

6 6 12 12 

9 9 147 147 

8 8 32 8 40 

5 5 20 5 10 35 

1 1 1 1 2 

154 154 3,554 

　（　）は不適数再掲

検　体　数 検　　査　　項　　目

収
去

依
頼

合
計

成
分
規
格

保
存
料

甘
味
料

着
色
料

酸
化
防
止
剤

漂
白
剤

防
ば
い
剤

品
質
保
持
剤

P
C
B

総
水
銀

有
機
ス
ズ
化
合
物

そ
の
他

合
計

牛乳
乳飲料

乳酸菌飲料
発酵乳

ｱｲｽｸﾘｰﾑ類  
氷菓

清涼飲料水
ﾐﾈﾗﾙｳｫｰﾀｰ

食肉製品

魚介類

魚肉ねり
製品

野菜・果実

弁当
そう菜類

洋生菓子
他の菓子類

漬物類

めん類

生食用肉
卵・食肉

味噌・醤油
ソース類

魚介類
加工品

その他
（生あん）

合計
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Ｈ 簡易検査 
 

市内の集団給食施設（学校、病院、社会福祉施設、事業所等）については、「大量調理施設衛生管理マニュ

アル」（平成９年３月24日付け衛食第85号厚生省生活衛生局食品保健課長通知）及び「中小規模調理施設に

おける衛生管理の徹底について」（平成９年６月30日付け衛食第201号厚生省生活衛生局食品保健課長通知）

に基づき、監視を行った。 
 

（単位：施設） 

 
監視施設数 使用水の検査数 ＡＴＰ測定数 

令和 ５ 年度 ６１     ２ ７１ 

令和 ６ 年度 ６４     ２ １２１ 

令和 ７ 年度 ５０     ０ ２９ 
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Ｉ 食中毒菌（腸管出血性大腸菌等）調査状況                     （単位：検体） 
 

年     度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

品     名 検体数 検査結果 検体数 検査結果 検体数 検査結果 

アイスクリーム類 １７ 陰性 １１ 

 

陰性 ９ 陰性 

食 肉 製 品 ９ 陰性 ９ 陰性 ９ 陰性 

冷 凍 食 品 ８ 大腸菌１ ５ 陰性 ５ 陰性 

魚 肉 ね り 製 品 ６ 陰性 ４ 陰性 ７ 陰性 

弁 当 類 ７１ 陰性 ６７ 陰性 ４１ 陰性 

検 食 ２２ 陰性 ２２ 陰性 ２２ 陰性 

鮮 魚 （ 生 ） １６ 陰性 １６ 陰性 １６ 陰性 

野 菜 ０ 陰性 ５ 陰性 ５ 陰性 

食 肉 ・ 卵 ９ 陰性 ６ サルモネラ１ ７ 陰性 

 

Ｊ 衛生教育                                    （単位：人） 
 

年 度 
開催回数 
  （回） 

参 加 人 数 
参  加  者  の  内  訳 

食 品 関 係 営 業  
従 事 者 等 

食品衛生責任者養成 
講習・研修会 

 令和 ５ 年度 ３８ １，７２５ ３５８ １，３６７ 

 令和 ６ 年度 ５７ ２，２２８ ７７５ １，４５３ 

 令和 ７ 年度 ７１ ２，９６６ １，７３０ １，２３６ 

 

Ｋ  食品検査件数の推移                       （単位：項目） 
 

 

年度            区分 理化学検査 細菌検査 合   計 

令 和 ５ 年 度 ３，８６０ １，５６１ ５，４２１ 

令 和 ６ 年 度 ３，７４８ １，５２７ ５，２７５ 

令 和 ７ 年 度 ３，５５４ １，０３４ ４，５８８ 
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3-10-2 家庭用品衛生監視指導事業 
 
  (1) 事業目的 
 

家庭用品の製造業・販売業の監視指導を行うとともに、指定有害物質の試験検査を行い、被害の発生防止に 
努める。 

 
  (2) 根拠法令 
 

有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律 
 
  (3) 事業実績   
 
   （ア） 家庭用品の製造施設  
 

「有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律」で規制対象とされている家庭用品について、市内の販売
店で販売されているものを買い上げ、検査を実施した。 

 
   （イ） 家庭用品の試験検査状況（令和７年度） 

（単位：検体） 

 
 
 
   （ウ） 検査件数の推移                   （単位：項目） 
 

区分               年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

家 庭 用 品 検 査 ２７ ２７ ２７ 
 

検  体  名 

検

体

数 

不

適

検

体

数 

検

査

延

数

（

項

目

） 

検   査   内   容 

ホルムアルデヒド 塩

化

水

素

・

硫

酸 

水

酸

化

カ

リ

ウ

ム 

水
酸
化
ナ
ト
リ
ウ
ム 

デ

ィ

ル

ド

リ

ン 

メ

タ

ノ

ー

ル 

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン 

ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン 

容

器

試

験 

生 の 

後   
24 も 
月   
以 の 
内   

生 を 

後 除 
24 く 
月 も 
以 の 
内   

計 

繊 

維 
製 

品 

お し め ０ ０ ０           

手     袋 ０ ０ ０           

よ だ れか け ０ ０ ０           

下 着 ６ ０ ９ ３ ３ ６   ３     

寝 衣 ０ ０ ０           

寝 具 １ ０ １ １ ０ １        

外 衣 ０ ０ ０           

く つ 下 １ ０ １ １ ０ １        

中 衣 ２ ０ ４ ２ ０ ２   ２     

化
学
製
品 

家 

庭 

用 

家庭用エアゾル製品 ８ ０ ８       ２ ３ ３  

住 宅 用 洗 浄 剤 ２ ０ ２    １      １ 

家 庭 用 洗 浄 剤 ２ ０ ２     １     １ 

計 ２２ ０ ２７ ７ ３ １０ １ １ ５ ２ ３ ３ ２ 
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3-10-3 生活衛生監視指導事業 
 
 (1) 事業目的 
 

   生活衛生営業施設に対する許可等事務及び監視指導 

   生活環境保全施設等に対する許可等事務及び監視指導 

   飲料水の安全確保のための相談及び指導 

 
 
 (2) 根拠法規等 
 

旅館業法、興行場法、公衆浴場法、理容師法、美容師法、クリーニング業法、浄化槽法、化製場等に関する法律、

水道法、建築物における衛生的環境の確保に関する法律、温泉法、調理師法、製菓衛生師法、遊泳用プールの衛生

基準 

 
 
 (3) 事業実績 
 
  （ア） 生活衛生営業 
 

旅館業、興行場、公衆浴場、理容業、美容業、クリーニング業の生活衛生営業施設は、市民の日常生活に極めて

深い関係のある営業のため、公衆衛生の向上及び増進、並びに生活の安定に寄与することが必要である。そのため、

それらの営業の適正化による衛生水準の維持向上及び営業者の自主的衛生管理の向上を図り、あわせて利用者を保

護するため、許可等事務及び監視指導を行なっている。 

 
 
   生活衛生関係営業許可施設数及び監視状況 

（単位：施設） 

        
年 度 

    区 分 

令 和 ５ 年 度 令 和 ６ 年 度 令 和 ７ 年 度 

施設数 監視件数 施 設 数 監視件数 施 設 数 監視件数 

旅 館 １８４ ３８ １８９       ４３   １９９ １０５ 

興 行 場 １１     １ １１     １ １１     ０ 

公 衆 浴 場  ９９  ４３  ９６  ３３  ８８  ４９ 

理 容 所  ３８４  ４３  ３７６  ３４ ３７２ ４０ 

美 容 所  １,０４８  １１５  １,０７７  １２８ １，０５２ １２７ 

ク リ ー ニ ン グ 所  ７２  １６  ６７  ２２  ５９  ２４ 

クリーニング取次店  １７６  １  １７０  ３  １６９  ４ 
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  （イ） 浄 化 槽 

 

公共用水域等の水質の保全及び生活環境の保全、並びに公衆衛生の向上の見地から、し尿及び雑排水の適正な処

理を図るのを目的として、浄化槽の適正管理の指導を行っている。 

浄化槽の管理については、浄化槽保守点検業者による定期点検や、浄化槽清掃業者によるし尿の汲み取り及び法

定検査が義務付けられている。これらの業務は、登録された浄化槽保守点検業者や許可された浄化槽清掃業者が行

っている。また、法定検査については、公益社団法人富山県浄化槽協会が行っている。 

 

浄化槽設置基数                                                

（単位：基） 

        年 度 

 区 分 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 

浄 化 槽 ６，０６０ ６，６１４ ６，５１１ 

 

浄化槽保守点検業者数 

        年 度 

 区 分 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 

浄化槽保守点検業者数 ４３ ４０ ３９ 

立入検査件数 ０ １ ６ 

 

    浄化槽清掃業者数 

       年 度 

 区 分 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 

浄化槽清掃業者数 ９ ９ ９ 

立入検査件数 ７ ２ ７ 

 

（ウ）化 製 場 

 

化製場若しくは死亡獣畜取扱場の設置について、その構造設備が公衆衛生上必要な基準に適合しているか指導を

行っている。 

 

    化製場等施設数                                         

       （単位：施設） 

年 度 

区 分 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 

化製場等 ８ ８ ８ 
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 （エ）水  道 

水道には、市で行っている水道事業のほか、簡易水道、専用水道、簡易専用水道がある。当課では、専用水道 

と簡易専用水道について、安全な水質の確保を図り、公衆衛生の向上と生活環境の保全の見地から適正管理の指導

を行っている。 

水道施設数                                            

      （単位：施設） 

       年 度 

区 分 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 

専 用 水 道 ６５ ６４  ６６ 

簡易専用水道 ４６１  ４６１  ４６１ 

計 ５２６ ５２５ ５２７ 

（オ） 建築物環境衛生 

百貨店や事務所などの用途で、延べ床面積が３，０００平方メートル以上（大学や高等学校などの学校は延べ床

面積が８，０００平方メートル以上）の建築物が特定建築物に該当する。 

特定建築物においては、空気環境の調整、給水及び排水の管理、清掃、ねずみ、昆虫の防除など環境衛生上良好

な状態を維持するために必要な措置についての基準に従って、建築物の環境衛生上の維持管理の状況について監視

指導を行っている。 

特定建築物の施設数及び監視状況 

       年 度 

区 分 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 

施 設 数 ２１８ ２２４ ２２６ 

監視施設数  １８  ２０  ２１ 

報告施設数 １７７ １９１ １７９ 

  （カ） 温  泉 

貴重な地下資源である温泉を保護して適正に利用するため、温泉法の規定により、公共の浴用又は飲用に供する

場合の基準や衛生上の措置について指導を行っている。 



温泉利用施設 

       年 度 

区 分 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 

許 可 件 数 ３６１ ３５２ ３３３ 

施 設 数 ６４ ６０ ５７ 

 

 

 

  （キ） 遊泳用プール 

 

多人数が利用する遊泳用プールにおける衛生水準を確保する観点から、プールの管理者等に対して水質基準、

施設基準及び維持管理基準の指導を行っている。 

 

遊泳用プールの施設数 

       年 度 
区 分 

令和５年度 

施 設 数 １８ 

    ※事業は令和５年度までの実施。 
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3-10-4 予防衛生検査事業 

  (1) 事業目的 

     保健所に依頼のあった臨床検査を行い、感染症などのまん延を防止する。 

  (2) 根拠法令 

     地域保健法 

  (3) 事業実績 

 

（ア） 事業別検査件数（令和７年度） 

  （単位：項目） 

事 業 名 対象者 細菌検査 
ウイルス 

検査 
一般検査 

免疫学的 

検査 
合 計 

予防衛生検査 

一般住民 ３０１ １   ３０２ 

事業所 ２，４２４    ２，４２４ 

感染症予防 

赤痢・O157等 

防疫対策 

保育所調

理員等 
２０，３８２    ２０，３８２ 

感染症予防 

発生時検査 
患者等 １４    １４ 

結 核 予 防 一般住民    ２８ ２８ 

エイズ等対策 一般住民    ２０ ２０ 

母 子 保 健 

三 歳 児 検 診 
三歳児   ８７６  ８７６ 

食品衛生指導  １，７４４ １４０    

合計  ２４，８６５ １４１ ８７６ ４８ ２５，９３０ 

 

 

 

（イ） 検査項目別件数 

 Ａ 微生物学的検査件数（令和７年度）   

（単位：項目） 

項  目 件  数 項  目 件  数 

無 
 
 

料 

腸 

内 

細 

菌 

給
食
従
事
者 

保 育 所 １７，２１６ 

有 
 
 

料 

腸 

内 

細 

菌 

食品関係従事者 ５４８ 

公 立 学 校 ２，７６５ 給食施設従事者 ６６５ 

社会福祉施設 ４０１ 水道給水従事者 １，２１１ 

そ  の  他 ０ 一  般  住  民 ３０１ 

感 染 症 関 係 １４ ウ
イ
ル
ス 

事   業   所 ０ 

食 中 毒 関 係 １，７４４ 一  般  住  民 １ 

ウイルス（行政検査） １４０ 合   計 ２５，００６ 
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Ｂ その他の臨床検査件数（令和７年度） 

（単位：項目） 

項  目 検 体 数 項  目 検 体 数 

無 
 

料 

尿  

検  

査 

蛋 白 ４３８ 免
疫
学
的 

検

査 

Ｈ Ｉ Ｖ ２０ 

糖 ４３８ Ｑ Ｆ Ｔ ２８ 

そ の 他 ０ 合 計 ９２４ 

 

 

（ウ） 検査件数の推移 

（単位：項目） 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

微生物学的検査 ２４，１２４ ２３，６８０ ２５，００６ 

その他の臨床検査 １，５７７ １，３３０ ９２４ 

合  計 ２５，７０１ ２５，０１０ ２５，９３０ 

 

（エ） 検査項目の詳細 

Ａ 感染症（疑）検査件数（詳細）（令和７年度） 

  （単位：検体） 

感染症名 
腸管出血性大腸菌 細菌性 

赤 痢 

パ ラ 

チフス 
コレラ 

(ノロ) 

ウイルス 
合 計 

O157 O26 O111 その他 

事件数（件） １  １ ２     ４ 

検

体 

名 

菌 株 １(１)  １(１) １(１）     ３(３） 

便 ３  ４ ４     １１ 

食品・食材         ０ 

水・その他         ０ 

    （ ）内は陽性件数再掲   

 

Ｂ 食中毒（疑）・食品苦情検査件数（詳細）（令和７年度） 

 
菌 株 便・吐物等 食品・食材 ふき取り 水・その他 合 計 

事件数 

（件） 

検体数  １４０  ３０ １ １７１ 
１６ 

項目数  １，８８４  ３９０ １ ２，２７５ 
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3-10-5 生活衛生検査事業 

  (1) 事業目的 

      浴槽水等の適正な維持管理のもとに、良好な水質を確保するため、水質検査を実施する。 

  (2) 根拠法令 

      公衆浴場法、旅館業法、建築物における衛生的環境の確保に関する法律、水道法、食品衛生法  

  (3) 事業実績 

      

（ア） 生活衛生監視指導（令和７年度） 

検査区分 対象者 
依頼 

収去 

細菌検査 
理化学検査 

大腸菌(群)･一般細菌 レジオネラ属菌 

検体数 不適再掲 検体数 不適再掲 検体数 不適再掲 

公衆浴場等 

原水・原湯 営業者 
依頼       

収去       

上り用水 営業者 
依頼       

収去   ５    

浴槽水 営業者 
依頼       

収去   １７ ２   

家庭風呂 浴槽水 住民 
依頼       

収去       

社会福祉 

施設等 

上り用水 設置者 
依頼       

収去       

浴槽水 設置者 
依頼       

収去       

クーリングタワー冷却水 設置者 
依頼       

収去       

その他の水  
依頼       

収去       

合  計     ２２ ２   

 

 

（イ）  検査件数の推移  

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

飲料水等の検査 
細菌検査 ４ ０ ０ 

理化学検査 ２ ０ ０ 

利用水等の検査 
細菌検査 ３８ ２７ ２２ 

理化学検査 ３ ０ ０ 

合   計 ４７ ２７ ２２ 
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3-10-6 狂犬病予防・動物愛護管理 

 

    (1)  事業目的 
 
        犬の登録と狂犬病予防注射の徹底を図り、所有権を放棄された犬の引取りや野犬捕獲に努めるとともに、飼い主へ 

の適正飼育を啓発し咬傷事故や迷惑、苦情等動物による危害防止に努める。また、動物愛護思想啓蒙に努める。 
 

    (2)  根拠法令 
 
        狂犬病予防法、富山県犬の危害防止条例、動物の愛護及び管理に関する法律 
 
    (3)  事業実績 
 

（ア）登録及び狂犬病予防注射 
 

犬の登録は、窓口以外に富山市公式LINEにおいても実施している。狂犬病予防注射は、例年4月に市内 
１３ヵ所の会場を設け実施している（集合注射）ほか、動物病院で行う個別注射により実施している。 
 

    （イ）苦情処理 
 

犬の苦情は、騒音（鳴き声）に関するものが多く、放し飼いに関するものについては、捕獲車での巡回捕
獲に加え、飼い主に対し飼養管理の指導を徹底した。また、引取犬、捕獲犬については、動物愛護の気風の
高まりもあり、犬の里親希望者に積極的に譲渡を行っている。 
その他の苦情としては、係留して散歩をしない等の飼養モラルの低下に伴う苦情も増加している。 
猫の苦情は、糞害等の衛生管理が最も多くなっている。 
 

    （ウ）咬傷事故 
 

咬傷事故では、飼い主に対する咬傷届を提出するように義務づけ、加害犬については、狂犬病の検診を実 
施している。 
その後、加害犬の飼い主には必要に応じて、事故の再発防止を中心に正しい飼い方を指導している。 
 

    （エ）動物愛護管理 
 

平成１７年度に「動物の愛護及び管理に関する法律」が改正され、動物の適正な取扱いを確保するため、 

動物取扱業の登録事務を行っている。また、飼い主のモラルの向上を図り、ペットを最後まで飼養するよう促

すために、平成21年10月1日から、飼い主からの犬・ねこの引取について有料化を実施した。 

 
    （オ）負傷動物の治療委託 
 
       動物愛護の観点から、市民の方が発見された飼い主のわからない負傷動物（例えば道路や公園などで発 

見された負傷している犬・猫の場合）を市内の指定した動物病院へ持ちこまれ治療される場合には、治療費
の一部を動物病院へ負担する制度を実施している。 
 
 

    （カ）野猫の避妊・去勢手術補助 
 
       野猫による地域住民に対する迷惑を防止し、人と動物の共生に配慮するため、地域にいる野猫の避妊・ 

去勢手術に補助を行っている。 
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Ａ 狂犬病予防、動物愛護管理状況  
 

  区分 
 
 年度 

    犬 の 

 実 登 録 数 

     犬 の 

 新規登録数 
 予防注射数 

犬 の 抑 留 状 況 
処 分 
頭 数 

捕 獲 
出 動 
日 数 引 取 捕 獲 返 還 譲渡 

令和 ５ 年度 １８，０２６ １，３７２ １２，８９０ １ １７ １３ ４ ３ ４０ 

令和 ６ 年度 １７，８７９ １，５４８ １３，５８９ １７ １６ １６ １７ ０ ６８ 

令和 ７ 年度 １７，７４４ １，４０２ １３，３５５ ０ １０ ８ ２ ０ １０ 

※ 令和５年度は前年度から２頭を持ち越している。 

※ 処分には、治療の見込みのない負傷や病気、攻撃性により譲渡不適と判断された犬の安楽死について計上している。 

 
Ｂ 犬の危害防止 
 

     区分 
 
 年度 

苦 情 件 数 
引 取 
依 頼 

指 導 取 締 件 数 咬傷 
 

件数 放 浪 
放 し 
飼 い 

糞 害 騒 音 そ の 他 
 口 頭 
 注 意 

 始末書  注意書 

令和 ５ 年度 ０ ６  ９ １４ ２８ ０ ５６ ０ ０ １５ 

令和 ６ 年度 ３ ９ ５ ２８ ９ ０ ８４ ０ ０ ９ 

令和 ７ 年度 ３ ５ ６ １２ １６ ０ ８７ ０ ０ １９ 

 
 
 
 
Ｃ 猫の愛護管理 
 

    区分 
 
年度 

引取頭数 苦情の件数 

所有者 
判 明 

所有者 
不 明 

計 
放 し 
飼 い 

悪 臭 
騒 音 

引 取 
依 頼 

そ の 他 計 

令和 ５ 年度 ０ １４３  １４３ ２５ ２９ ０ ６ ６０ 

令和 ６ 年度 １８ １０８ １２６ ２３ ２０ ０ ０ ４３ 

令和 ７ 年度 ４７ ３１３ ３６０ １ ６ ０ ２６ ３３ 



Ｄ 登録動物取扱業（登録数） 
 

年 度 販売 保管 貸出 訓練 展示 合計 

令和 ５ 年度 ５７ ８３ ４ １２ ７ １６３ 

令和 ６ 年度 ６０ ８９ ６ １２ １０ １７７ 

令和 ７ 年度 ６６ １０３ ７ １４ ７ １９７ 

 
 
 
Ｅ 負傷動物の治療委託              

 

年  度     実  績（頭数） 

令和 ５ 年度 ２ 

令和 ６ 年度 ０ 

令和 ７ 年度 １ 

 
 
 
Ｆ 野猫の避妊・去勢手術補助 

 

年  度     実  績（頭数） 

令和 ５ 年度 ０ 

令和 ６ 年度 ０ 

令和 ７ 年度 ０ 
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3-11 環境保全 

3-11-1 大気汚染対策事業 

 

 (1) 事業目的 

       市民の健康を保護し生活環境を保全するため、事業場から排出されるばい煙や粉じん、自動車排出ガスによる大

気汚染状況を常時監視するとともに、発生源に対する監視測定を実施する。 

 

(2) 根拠法令 

       大気汚染防止法、悪臭防止法、環境基本法など 

 

(3) 事業実績 

大気汚染・悪臭環境検査実施状況（ 令和７年度 ） 

区 分 調査地点 調査結果 

環 
 
 

境 

一般大気観測局、補完局

の常時監視 

水橋、岩瀬、芝園、蜷川、速

星、東本郷の６局 

（うち蜷川は休止中、東本郷

は県ネットワーク外） 

① 二酸化硫黄、二酸化窒素、浮遊粒子状物質、

微小粒子状物質は、環境基準に適合 

② 光化学オキシダントは、環境基準に不適合 

③ 大気汚染緊急時の情報や注意報の発令なし 

自動車排出ガス観測局の

常時監視 

城址、豊田の２局 

（うち豊田は休止中） 

二酸化窒素、一酸化炭素、浮遊粒子状物質、 

非メタン炭化水素は、環境基準等に適合 

有害大気汚染物質調査 芝園の１局 
２１物質について毎月測定。ベンゼン等環境基

準設定の４物質は基準に適合 

酸性雨調査 蜷川地内の１地点 
１週間毎に降水中のｐＨや溶解イオン等１０

項目について観測。ｐＨは４.２ 

微小粒子状物質成分分析

調査 
芝園の１局 

質量濃度やイオン成分等４２項目について年

４回測定 

発 

生 

源 
ばい煙調査 延べ２３施設 

煙道中のばいじん等を測定し、すべて排出基準

に適合 

燃料中の硫黄分調査 延べ２事業場 
公害防止協定に基づき燃料中の硫黄分を測定

し、すべて協定値に適合 

悪臭物質調査 延べ１４事業場 
敷地境界又は気体排出口の特定悪臭物質を測定

し、すべて排出基準に適合 

揮発性有機化合物 

（ＶＯＣ）調査 
延べ８施設 

ＶＯＣ排出施設排出口のＶＯＣを測定し、そのう

ち２件で排出基準等（協定値含む）超過 

 



3-11-2 水質汚濁対策事業 

(1) 事業目的

工場・事業場排水の水質規制や生活排水対策の推進、公共用水域並びに地下水水質の環境監視測定により、水質

汚濁の防止を図る。

(2) 根拠法令

水質汚濁防止法、環境基本法など

(3) 事業実績

水質汚濁環境検査実施状況（ 令和７年度 ） 

区  分 調査地点 調査結果 

環

境

公共用水域水質調査（県測

定計画）河川 

５河川・３運河の全１０地

点 

環境基準点（７地点）で毎月測定。補助測定点

（３地点）で年４回測定。環境基準点５地点、

補助測定点２地点で環境基準に適合 

公共用水域水質調査（県測

定計画）湖沼 
有峰ダム貯水池２地点 

環境基準点では年６回測定。補助測定点で年４

回測定。すべて環境基準に適合 

市独自河川等水質調査 １８地点 年次的に大きな水質変動はみられなかった。 

地下水概況調査（県測定計

画） 

４ｋｍメッシュで、２０地

点 

９月及び１０月の年１回、カドミウム等有害物

質２６項目を測定し、すべて環境基準に適合 

ゴルフ場周辺地下水等水質

調査 

ゴルフ場周辺の井戸等８ 

地点 

１１月にイミノクタジン等の農薬等８物質を測

定。すべて指針値未満。 

海水浴場水質調査 
八重津浜、岩瀬浜、浜黒崎

海岸の３海水浴場 

海水浴のシーズン前とシーズン中の各２日にわ

たり大腸菌等を検査 

水質の判定基準による水質評価 

八重津浜 岩瀬浜 浜黒崎海岸 

シーズン前 Ａ ＡＡ ― 

シーズン中 ＡＡ Ａ ― 

病原性大腸菌Ｏ－１５７は不検出 

※ 浜黒崎海岸は令和７年度の開設なし

とやまの名水井戸等の水質

調査 

石倉町延命地蔵尊、殿様清

水 

ｐＨ、大腸菌等１３項目を年１～３回測定。す

べて水質基準に適合。 

発
生
源 

工場の排出水調査 延べ１７６事業所 
排出水の水質を測定し、そのうち５件で排水基

準等（協定値含む）超過 
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3-11-3 環境ホルモン等実態調査事業 

 

(1) 事業目的 

       市民のダイオキシンや環境ホルモンに対する不安を取り除き、また排出量の削減を図るために、ダイオキシン類

対策特別措置法に基づき大気、水質、地下水、底質、土壌に関する環境調査および発生源調査を実施するもの。 

 

(2) 根拠法令 

       ダイオキシン類対策特別措置法 

 

(3) 事業実績 

ダイオキシン類環境検査実施状況（ 令和７年度 ） 

区  分 調査地点 調査結果 

環 
 
 
 
 
 
 
 

境 
 

大 気 

一般環境大気観測局の芝

園局・水橋局・速星局、岩

瀬局の４地点 

大気の１週間採取法により、８月・２月の年２回測

定し、環境基準に適合 

河 川 

公共用水域調査地点の東

西橋、萩浦小橋、四ツ屋橋、

桜橋、岩瀬橋の５地点（環

境基準点） 

７月・１月の年２回測定し、いずれも環境基準に適

合 

地下水 
地下水概況調査地点のう

ち８地点 
９月に年１回測定し、いずれも環境基準に適合 

底 質 

公共用水域調査地点の東

西橋、萩浦小橋の２地点

（環境基準点） 

７月の年１回測定し、萩浦小橋で環境基準に不適合 

土 壌 一般環境７地点 １０月の年１回測定し、いずれも環境基準に適合 

富岩運河継続調査 

（水質・排水） 

下新橋、大島川排水路、中

島閘門、萩浦小橋、事業所

の５地点 

１０月の年１回測定し、大島川排水路、中島閘門及

び荻浦小橋で環境基準に不適合 

発 

生 

源 

排出ガス ２事業所(２検体） 廃棄物焼却炉の煙道中で測定。いずれも基準に適合 

焼却灰 ３事業所(３検体） 
焼却炉から排出される焼却灰などを測定。 

１事業所で処理基準に不適合 

排 水 ３事業所(７検体） いずれも排水基準に適合 

 



3-12 産業廃棄物対策 

3-12-1 産業廃棄物監視指導事業 

 

(1) 事業目的 

       産業廃棄物の適正処理を推進するため、処理業者・排出事業者の監視指導を行い、市民の生活環境の保全を図る。 

 

(2) 根拠法令 

       廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

 

(3) 事業実績 

     （ア）処分場放流水等水質調査 

 

産業廃棄物最終処分場が最終処分場維持管理の技術上の基準を遵守しているか監視するため、放流水と地下水

等について水質調査を実施した。 

調査項目は技術上の基準に規定されている排水基準項目、地下水等検査項目の中から選択したものであり、ま 

た参考として浸出液の水質調査も行った。 

令和７年度の調査結果では、いずれも問題はなかった。 

 放流水・浸透水（5社） 地下水（4社） 浸出液（2社） 

調 査 時 期 5､7､10､12月 5､7､10､12月 9月 

調 査 地 点 13箇所 8箇所 7箇所 

調 査 項 目 延べ579項目 延べ300項目 延べ292項目 

調 査 回 数 各地点1～4回／年 各地点1～4回／年 各地点1回／年 

検  体  数 37検体 23検体 7検体 

  

   （イ）処分場周辺下流水域水質調査 

富山地域に所在する処分場及び周辺事業所、射水地域に所在するゴルフ場の排水等が下流域の沢水や屋敷野池

の水質に影響を与えていないか射水市と合同で調査を行った。 

令和７年度の調査結果では、いずれも問題はなかった。 

 沢水、排水、（屋敷野池）              ※（  ）内は射水市担当分 

調 査 時 期 5月､8月､10月､12月  

調 査 地 点 沢水４箇所、周辺事業所等排水1箇所（＋２箇所）、（湖沼水３箇所） 

調 査 項 目 26項目／回 

調 査 回 数 4回／年 

検  体  数 20検体（富山市分のみ） 

 

（ウ）最終処分場搬入廃棄物監視調査 

産業廃棄物最終処分場に持ち込まれる廃棄物が埋め立て処分に係る判定基準に適合しているかを監視するた

めに収集運搬業者のトラックから廃棄物を採取し、溶出試験を実施した。 

令和７年度の調査結果では、いずれも問題はなかった。 

調 査 時 期 6月～11月 

採 取 場 所 処分場トラックスケール 

調 査 項 目 重金属､シアン､ＶＯＣ､農薬､含水率等26項目 

調 査 回 数 1～6回／年 

検  体  数 14検体 
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（エ）排出事業所廃棄物監視調査 

工場､中間処理業等の排出事業所から排出される産業廃棄物が適正に処理されているか監視するために排出事

業所の廃棄物保管場所からサンプルを採取し､溶出試験を実施した。 

令和７年度の調査結果では、いずれも問題はなかった。 

調 査 時 期 7月～11月 

調査対象事業所 中間処理業､有害物質使用工場等15社 

調 査 項 目 重金属､シアン､ＶＯＣ､含水率20項目 
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